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はじめに＝アクションを中心とした成熟社会の新しい都市計画システムの必要性

　成長が大きくは見込めないこれからの日本の市街地を考えると、物的ストックやアクショ

ンの効果を適正に評価しながらそれらを活用し、明確なビジョンのもと、各主体の協働・連

携によるアクションの積み重ねによって良質な都市空間を持続的に形成していくような能動

的な都市計画システムが必要とされている。本研究は、筆者がこれまで研究を継続してきた

イギリスにおいて2004年に都市計画法が大きく改正され（以下、2004年法）アクション型の

能動的な内容を強化したことに着目して、新しい都市計画システムの制度設計と運用状況を

分析するとともに、成熟社会に入った我が国のこれからの都市計画システム再構築に向けた

方向性を整理・提示することを目的とする。
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第1章イギリス2004年法にみるアクション型都市計画システム

1．1アクション化の流れ

1．1．12004年法までの流れ

　イギリスの都市計画システムはこれまで、どちらかというと開発許可により受動的に土地

利用計画を実現しようとしてきたが、EUを中心に概念化・制度化されイギリスでも導入され

た「空間計画（spatial　planning）」では、公民のさまざまな地域への投資活動を調整するこ

とで、より広義の目的を能動的に達成しようとしている。2004年法の1つ前の改革をおこな

った1991年法システムと比較しながら、新たな制度に込められた意図とその初期の運用実態

につき分析する。

2004年法に至る主な経緯は以下のとおりである。

1）都市計画システムそのものの改善の必要性

●1991年前以前の都市計画の説明不足（不明確な運用／プラン無き判断等）

　1991年法は、それまでの都市計画が地方自治体の一方的な判断で恣意的になされていたとの反

省から、都市計画を行なう根拠・ルールを事前に示すことを重視して導入された。

●1991年前はplan・ledシステムを構築

　そのために導入されたのがplan－ledと呼ばれる計画重視（先導）の都市計画システムである。つ

まり、その都度の判断による都市計画ではなく、予め「計画（マスタープラン）」や計画許可判断の

ための判断基準をしっかりつくり、それらに基づいて都市計画を運用する体制が構築された。

●計画策定の遅延による問題

　しかし、予め計画や基準を策定するということは多くのステークホルダーがそれらに参画する

ことを意味し、計画づくりは難航した。5年で全国を「計画」でカバーしょうとした1991年法

体制であったがマスタープランの策定には相当な年，月を要し、ようやく2000年頃になって当初

の目標を達成する運びとなった。しかしこれだけ年月がかかってしまうと、計画ができた頃には

その内容は時代遅れとなっている問題が指摘された。

●計画の更新をしゃすくすることの模索

　ただしこのようにして確立されたplan－1edシステム自体がダメだという評価ではない。むしろ、

一旦策定したこれらの計画を更新しやすくすることが課題とされた。常にup・to－dateのドキュメ

ントを用意する計画システムへの要請が強まったのである。

2）英国都市計画を取り巻く背景の変化
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●EU主導の空間計画（spatial　planning）への対応

　イギリス都市計画は手続き的公正さを重視するアングロサクソン型法制の色彩が強く、特に

1991年法で導入されたplan・1edシステムはそれを導入した保守政権の意図もあって、都市計画

という社会装置の役割を軽くする傾向が強かった。しかし1997年に労働党（ブレア）政権が誕生す

ると、手続き的公正さに加えて社会的公平性やコミュニティの役割を重視する政策へと転換した。

この政策はかつての社会主義的な労働党政策とは異なりステークホルダー重視型の「自由・社会

主義」と呼ばれる政策だった。とはいえこうした政策転換によって大陸型のEU政策との距離は

縮まり、既に空間計画（spatial　planning）の考え方を打ち出していたEUシステムにイギリス都市

計画システムが近づくことになった。

●狭い土地利用計画に限定しない社会経済も含むアプローチ

　その結果、1991年法システムでは狭義の物的計画のみに都市計画の範囲を限定していた政策を

転換させ、社会経済的側面をも含む広義の都市計画システムへと転換させることになった。また

それと合わせて、「場所（place）」づくりを大切にする考え方が強調された。

●region単位での国際競争の激化に対応したシステム再構築の必要性

　さらにグローバルな観点からは、ベルリンの壁崩壊（1989）後の世界はアメリカの新自由主義中

心の競争環境が激化し、各地域（都市地域）がグローバリゼーションの荒波に直接晒される度合いが

急激に強まった。イギリスでもブレア政権のもとで順次地方分権（スコットランドやウェールズ国

会の復活、イングランド内の各地域への地方分権等）が進められ、region単位で都市計画を動かす

方向性が強まった。それは、かつての「待ち」の都市計画から「攻め」の都市計画へ転換するこ

とを迫る動きでもあった。

3）英国内の都市計画上の新しい課題

●ブレア政権の登場：自由・社会主義、ステークホルダー政治、コミュニティ重視

　先にも述べたように、1997年に誕生した労働党（ブレア）政権は、「自由・社会主義」を掲げ、ス

テークホルダーを重視し、コミュニティをキーとする政策をとった。既に保守党（メイジャー）政権

で導入されていた「シティ・チャレンジ」や「SRB」といった地区ベースのアクション計画・事

業に加えて、「ニューディール・フォー・コミュニティ」その他多くのエリアマネジメント施策を

導入し、ステークホルダー（コミュニティ）参画型のアクションを通した都市計画を次々に展開した。

　このような状況下ではもはや都市計画部局だけが策定する狭義の都市計画だけではうまく機能

せず、都市計画自体の概念を広義化するとともにアクション型のさまざまな計画・事業等とうま

くリンクする都市計画システムが求められた。

●都市の状況の認識：都市白書2000（と2006「State　of　English　Cities」）

　実態面・政策面では2000年に発表された『都市白書』の意義は大きい。そもそもこの白書は

前の労働党政権時代以来20数年ぶりに作成されたもので、新政権の都市政策の基本をなす重要な

図書である。ここではproperty－ledとも言われた保守党政権下で疲弊し魅力の無くなった都市の
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再生を高らかに宣言している。前年の1999年にはリチャード・ロジャース指揮による『アーバ

ンルネッサンス』報告書が公表されており、この白書はそうした理念やビジョンを政府としてし

っかり受け止め政策展開するための宣言書となっている。その中で都市計画システム刷新の方向

が示されているのである。

●プロジェクトやデザインの重視

　今述べた1999年の『アーバンルネッサンス』報告書では、プロジェクト重視、デザイン重視

の方向性を勧告していた。政府としてもぞうした能動的で質の高い政策展開を宣言したものであ

る。

　以上の結果、1）からは更新しやすくシンプルな都市計画システム構築が、2）からは社会経済変

化を踏まえた競争力のある能動的な計画システムが、3）からは新しい政治体制のもとで英国都市

のルネッサンスを実現できる計画システムが要請されたのである。

1．2　2004年法システム

1．2．1　システムの概要

　図1，2，3は2004年法システムを簡潔に示したものである。大きく変化点を示せば（図1と図2

の比較）、1）地域（region）と自治体ごと（local）のシンプルな2層制とした。2）自治体ごと（local）の計

画システムは「応唱カルデッベロップメントフレームワーク（：LDF）」と呼び、それはいわば計画

のフォルダーとして、その中に「ディベロップメントプランドキュメンツ（DPDs）」を中心とした

さまざまな計画書が入るものとした。さらに、3）そのDPDsは今までのような単一の図書ではな

く、いくつかの要素の集合体とした（図3）。要素は独立しており、どこからでも策定できるものと

した。

　一度では理解が難しいため、政府側の意図等を先に整理し、1．1．3の運用のところで具体的な計

画システムを整理・分析する。

1．2．2　政府側の意図

　改革後のシステムの特徴は政府の意図として以下のとおりと説明されている。（参考文献

Wood，C．（2007）），Re且ection　on　the　2004　Planning　Refbrm，JP：L，2007．9，1274・1282）

1）迅速な計画策定

　平均5年かかっていた策定を3年間に。そのため計画内容は簡潔に。縦覧は1回だけ。インス

ペクターレポートは拘束力をもつ（binding）ようになる。

2）計画策定は持続的行為に

　定期的に一度に見直すのだはなく、必要な部分のみ見直す。つまり計画書は複数に分解されフ

ォルダーに入っている状態（計画のポートフォリオ）。その一部を必要に応じて見直せるようにした。
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3）最初の段階から住民参加を充実

　あとになってからの反対は減少するはず。

4）すべての計画図書に持続性評価をおこなう

　エネルギー効率、環境インパクト、長期的ニーズその位すべての指標に配慮。

5）計画内容は土地利用にとどまらず「空間（spatial）」計画

　諸主体の活動をコーディネートし、空間的にフレームを与えるもの。それにより「能動的な」

都市計画をおこなう。

6）計画への公開審査は反対者への対応にとどまらない

　インスペクターは計画そのものの「健全さ（soundness）」をチェック。それは政府の各種「テス

ト」を定めたガイダンスにもとつく。

1．2．3既にさまざまな問題の指摘

　上記のような公式見解はまさに法制そのものの説明なのだが、形式と実際（運用）とは大きく異な

るし、また、誰が評価するかで2004年法の見方は分かれる。

　たとえば1）と3）4）は矛盾する面もあり、いたずらに住民参加や持続性評価手続きが煩雑になっ

ているとの指摘が早くも出ている。2）は理論的にはそうなのだが、あるものは義務であるものは

オプションであるなど複雑で、実際に6）のチェックに引っかかり計画策定し直しとなるケースも

出ていて必ずしもリクツ通りにはいかない。5）に至っては何が「空間計画」なのか明確な政府の

ガイドライン等は出ていない。

　しかし『イギリスに学ぶ成熟社会のまちづくり』（拙著、学芸出版社、1998）でも分析したよう

に、イギリスの都市計画システム改革はこうした「ありがちな」矛盾に着目するよりも、システ

ムとしての成長（evolution）に着目したほうが有用である。すなわち、1991年法により導入された

plan・ledシステムにより、これまでプランが事実上無かった国土の隅々にまで少なくともかなり

具体レベルの計画（市町村マスタープランに相当する。それまでは広域のマスタープランしか無い

エリアが大半だった）が策定されたことは大きな成果であり、その成果のうえに立って、計画更新

をより迅速に行えるようにするために計画群を「フォルダー」に入れランダムにそのポートフォ

リオを修正していけるようにしたのが2004年法システムなのである。

　その2004年法システムは、可能性としては大いに柔軟であり、グローバリゼーションがます

ます進み地域間競争も激しくなるなかで、各地域の競争力を高めるべくこのシステムを機動的か

つ能動的に運用することが少なくとも形式的には可能である。正確にいうならば、このシステム

のみで機動的・能動的都市計画が可能なわけではない。むしろ都市計画法は機動的・能動的な広

義の都市計画を行うための必要条件であって十分条件ではないことを認識しつつ、しかしそのよ

うな場面・時代に必要な都市計画システムとは何かを問い続けなければならないのである。
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1．3　2004年法の運用

1．3．1　システム運用の実際

　では、具体的・技術的な面から2004年前システムへの移行過程をみていく。

●3年以内に移行することが原則

　2004年法システムへの移行期間は3年が原則とされた。

●現行の計画は3年まで救う（saved）ことができ、さらに認められれば伸ばすことができる

　1991年法のplan・ledシステムの確立により、全国をカバーするマスタープラン等ができあが

ったのを出発点とした。マスタープランの中には策定が終わったばかりのものも含まれるため、

まだ有効と判断される要素は3年間「救う（saved）」ことができるものとした。どの要素を「救う」

か、またどのような計画システムに移行させるかの方針は、：LDS（後述。図2の：LDFの中に要素

として表現されている）の中で政策ごとに示すことを義務づけた。

●法定文書となるDPD

　ディベロップメントプランドキュメンツ（DPDs）は法定文書として最も重要な構成要素である。

図2のLDFの枠内で網掛けになっているのがこのDPDsに当たる（図2の網掛けはそれがディベ

ロップロントプランの構成要素であることを示す）。

　DPDの内容をみたのが図3の「Development　plan　content」の部分で、「Core　strategy」「Site

specific　allocations」「Proposals　map」「Action　plans」の4つの要素からなる。

●策定義務があるものと無いもの

　今、DPDに4つの要素があると述べたが、これらのうち策定義務があるのは「Core　strategy」

「Site　specific　allocations」「Proposals　map」の3要素であり、残りの「Action　plans」は策定

してもよいとされる。

●要素ごとにどこから始めてもよい

　2004年法の最大の特徴の1つは以上のように、計画要素を要素ごとに独立させ、どこからでも

着手できるようにした点である。これにより（少なくともリクツの上では）常にシステムが新しい状

態を保ち、機動的に見直すことができるというわけである。

　具体的にどのような効果が現れるかと考えると、各自治体におけるそれまでのディベロップメ

ントプランの策定・改定状況に左右されるし、またこれからの基本方針にもよるといえる。

　さらには中央政府の考え方にもよる。つまり、急いでもsoundnessの観点から中央政府にチェ

ックされスタートに戻る場合もある。スタフォード県の2自治体ではcore　strategyを提出したが

問題が指摘されやり直しとなった。そのような事例一が複数続いたあと南ケンブリッジが最初に

core　strategyを認められた。

　あとで詳しく述べるマンチェスター市では、計画づくりの実力があることもあってか、じっく

り移行することを計画し、2009年1，月にほぼ一斉に新システムに置き換える予定をたてている。

●LDSにより3年計画の提出が義務づけられている

　図2のLDFの枠内の右上に「Local　development　scheme（LDS）」という枠がある。計画シス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11



テムのアクション化、動的都市計画、進行管理型都市計画という視点からはこのシカケが注目さ

れる。これは、向こう3年間に行なう都市計画の予定（計画）を予め宣言するもので、ホームページ

にも公開されているので、どの自治体であれ、向こう3年間にどのような都市計画を予定してい

るかが一目でわかる。さらにこのLDSは毎年更新することが義務づけられているので、都市計画

の進捗具合を見るアニュアルレポートとしても使える。

●毎年「モニタリングレポート」の提出が義務づけられている

　実際のアニュアルレポートは図2の：LDF枠内の右下のほうに「Annual　monitoring　report」が

用意され提出が義務付けられている。その内容はまさに、t＋1年度のLDSからt年度のLDSの

内容を引き算して、その進捗分（あるいは停滞／廃止etc分）を表現したものである。さらに、アニ

ュアルレポートには計画策定だけではく、都市計画課題の変化等の基礎情報の記載が必要とされ

ている。

1．3．2　システム運用に向けた各主体の動き

1）中央政府の対応

　中央政府では以上のような計画管理型システムを普及させるために、Planning　advisory

service（PAS）の活動により地方自治体の活動支援と新法の意図の達成をめざしている。

2）都市計画協会（RTPI）等の活動

　RTPIは都市計画のプロクェッションとして、以下の調査・勧告を行なっている。

●　「Planning　Together」2007．1

　LSP（：Local　strategic　partnership。各自治体の都市再生を推進するために自治体ごとに設けら

れる各セクタ代表者たちのパートナーシップ組織）等と連携し、：LAA（：Local　area　agreement）を地

方自治体が結んで都市計画を運用することを提言している。

●「空間計画の効果的運用」2007．4

　空間計画（spatial　planning）概念を事例を通して解説し、また勧告している。

12



第2章マンチェスター市にみるアクション型都市計画の実際

　2004年法改革の意義・意味をより深く理解するためには、制度上の工夫を見ただけでは片手落

ちである。そこで具体的な自治体を取り上げ、2004年法の位置づけや当該自治体にとっての意味

を理解することとする。

　自治体の選定にあたっては、「アクションを中心とした進行管理型の都市計画システム」を既に

積極的に行なっていることを条件とした。

　結果的に抽出したのはイングランド北西部の中心都市マンチェスター市である。当市は衰退・

荒廃地域の再生や中心市街地の活性化を中心として、アクションを中心とした都市計画を運用し

てきた実績が高い。そこでそれらがどのように活用されているかについて、ツール（アクションエ

リア／フレームワークプラン／ディベロップメントブリーフ／鉤脚カルディベロップメントオーダー

等）、主体（パートナーシップ1再生会社等）、財源（統合補助金／ロッタリーファンド／その他のチャレ

ンジファンド（EU資金含む）等）の3つの面を念頭に分析する。

　そのうえで、当市における2004年法体制への移行過程を整理する。

2．1　2004年法までのマンチェスター

2．1．1マンチェスターという都市自体が転換を迫られるまで

　マンチェスターは産業革命の発祥の地であり、世界の綿工業の中心として高度成長をとげ「コット

ンポリス」と呼ばれるほどであった（図4）。

図4　マンチェスター大都市圏の構造

図左に港湾都市リヴァプールあり、運

河を伝って船がさかのぼり、工場や倉

庫の立ち並ぶマンチェスター等に達し

ている様子がわかる。脱工業化はこれ

ら産業遺産の非活用を意味した。
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　原材料を輸入し、加工して製品化し、世界中と取引し、輸出するという一連のプロセスを効率的に

処理するために都市地域として巨大化していった。ここで都市地域というのは、こうした一連のプロ

セスが成り立っためにはマンチェスターという中心部だけでなく、輸出入を行うリヴァプールや、運

河や鉄道や倉庫を専門とするサルフォードやトラフォード等の周辺の諸地域が複合体として機能し

なければならないからである。

　大量性、均一性、効率性という近代都市の特質を明確にもつマンチェスターは、時代の移り変わり

とともにその特質がアダとなり、衰退の一途をたどる。大規模運河やドックは陸上交通が主流となっ

て利用度が低下し、巨大な倉庫群は不要となり、都市地域のいたるところに大規模跡地や未利用建物

（倉庫等）が取り残された。

2．1．2マンチェスターの大規模再生のはじまり〔1988～1996〕

　イギリスの大都市は政治的には労働党が統治してきたが、マンチェスターはなかでも戦闘的なとも

いえる自治体の1っだった。しかしサッチャー政権が圧倒的多数の支持により3期目を迎えたのをき

っかけとして、市の指導層に意識変化が生じ、1987年には「民」と協調して市政を運営しようとする

政策転換がなされた。そうした社会経済環境の変化のなかで市が国に働きかけて設立されたのがセン

トラルマンチェスター開発公社（cmc）〔1988～1996〕である。

　CMDCは制度的には都市開発公社（UDC）である。最初に設置されたロンドン都市開発公社は国がトッ

プダウンで設立したものだったが、UDCも次第に変質して地元自治体と協調関係をとるようになり、

このCmCもその1っだった。国に吸い上げられたと批判された計画許可権限もマンチェスター市に

委託して運用している。

　実は、マンチェスター市はCM）Cが指定される前、1984年には都心部の都市計画マスタープラン（City

Centre　Local　plan）を発表していた。衰退した市街地を再生させるために、まず中心部の再生をは

じめようとしたのである。中心部といってもいわゆる金融等の集中するコアは小さい。繁華街もある

にはあるが、そのエリアの外には抜け殻となった倉庫や運河、ダウングレードした商店街などが都心

部にひろがっていた。

　CMDCは運河を中心とする近代化遺集積エリア＝産業衰退エリアを指定し、そこを6つのゾーンに分

けて100を超えるさまざまな事業を展開した（図5、写真1～4）。当初は将来ビジョンを掲げ、実際に

そのいくつかをやってみせるのが主要テーマだった。中央を東西に流れるロッチデール運河の再生を

核としながら、キャッスルフィールドの倉庫群の再生やコンサートホールの建設などがそれにあたる。

最初は公的資金が中心だったものが、次第に民間投資が入るようになり、都心部のかっての綿製品倉

庫群は住宅やホテルへとコンバージョンされ、人が住むようになり、それにつれて小売業や飲食店が

立地するようになり、今では都心居住地としてそれなりの質を備えるまでになっている。

2．1．3SRBの時代〔1997～2002〕

　CmCの経験は次のSIBの時代につづく。マンチェスター市の適用エリアをみると図6のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14
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CmCの活動により効果が上がってきた都心部を取り巻くように複数のSRBが設定されている。ここで

は事例としてイーストマンチェスター地区SRBをみておぐ。うち1つがアンコーツ地区である。世界

最初の郊外型産業開発地区として世界遺産登録めざす地区で、会社組織がパートナーシップの要を担

っている。近年、都市再生会社（URCの1つ）の一部に組み込まれたが、アンコーツ担当としての役割

は保っている。アーバンビレッジの実践例でも知られる。仕組みを整理すると以下のとおり。

　第一に、組織上の工夫である。「公」を担う主体として、行政とも民間とも違う会社組織により運

営している。ディレクター1人は経験豊富なこの分野の人材、1人は市からの出向である。

　第二は、計画上の工夫である。投資がなされず衰退している地区の再生のためにまず「フレームワ

ークプラン」を作成している。いわば地区のマスタープランであるが、かつてのような規制やルール

による計画ではなく、ビジョンやプロモーションをめざした計画内容である。主要な敷地については

相当踏み込んで将来像が示してある。このフレームワークは市の立場をはじめとする各ステークホル

ダーの関与のもとに作成され、法定都市計画であるディベロップメントプランを補完する「補完的計

画ガイダンス（SPG）」として公的な位置づけがなされている。

　ただし、示された個々の敷地の将来像は公的資金によりいつか実現しようというよりも、民間資金

を呼び込むためのメッセージといえる。それが端的に示されるのは具体敷地にっき作成される「ディ

ベロップメントブリーフ」である。このブリーフは一般に、大規模敷地が開発される際に踏まえるべ

きアクセスやオープンスペースや用途・ボリューム等につき予めそのアウトラインを示しておくもの

ととらえられている。しかし、アンコーツの1事例をみると、いかにこの計画地が魅力ある立地でか

つ将来性があるかを投資家に向かって呼びかけているような内容になっている。

　さらに計画敷地の事業者が決まると、施行者と事業者の間で「実施協定」と呼ばれる契約書を交わ

し、その事業の成立や、不成立の場合のリスク軽減を担保している。

　第三は、これらを成立させるための基盤装置である。ひとつは、バックにRDAがかかわっており土

地買収を早期の段階で行い、事業者が決まったあとで売却する。収用も重要なツールである。

o海eelねam

a舶8roロgh豊on

　SRB 、

　　　　　　　ε翻
　　　　、綱　SRB　I，な
　　　　Q“往y8

　　　　　　　　騨lr㍉
Trafford　Parl｛UDO

　　　　　　　　Huir胸。
　　　　　　αd　　　C睦y
　　　　　　Trafford　　Chalion臼6

　　　　　　SRB　　　　　　　　癖IossS‘de　SRB
　　　　　　　　a瞬dUrban

North
Manche3tor
　S疎巳

　　Mlbs　Pla繋lng7　Anco細ts　and
　　　麗orthem　Quar電er　SR8
4

A6 D寵d。「

Eaε象瞬nk　SRB

Ea8鷺Manoho訊or　HAZ，
εAZ，　SAZ　and　Urban

RegeneraUon　Co獅pany

図5都心部に設定されたCmCエリア　　　　　　　図6都心部周辺に設定されたSIB等位置図

　　　出典：Jamie　PeGk　and　Kevin　Ward，　City　of　Revolution，　ManGhester　University　Press，2002
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2．1．4　RDAの時代〔2003～〕と2004年法

　SRBも既に採択が終了しており期間がすぎればUDCと同様に終息することになる。現在、それにか

わる仕組みがRDAとLSPである。

　地域開発公社（RDA）は地域開発を行う地域ブロックごとに設けられた事業主体で、さきの例ではイ

ーストマンチェスター都市再生会社（URCの1つ。これも2000年都市白書で提案されたもの）と組んで

土地買収や開発業務を担当している。それ以外にも、たとえば都心部のはずれにあるマンチェスター

大学のキャンパス再生事業にも深くかかわるなど、地域開発の観点から必要なプロジェクトに携わっ’

ている。地域戦略パートナーシップ（LSP）は、　SRBなどのさまざまな地区ベースの取り組みをもういち

ど市全体の観点から戦略づけるなど、地方自治体全域の活性化のために設立される公民トップの戦略

組織で、2000年地方政府法で根拠が与えられたものである。

　こうした新しい時代に対応するべく都市計画法が2004年に改正されて、アクションを中心とする

進行管理型の都市計画システムに脱皮をはかろうとしている。

2．1．5都心部のまちづくりのその後

　1984年春都心部マスタープラン（＝ローカルプラン）からスタートし、CmCの活動［1988－96］により

息を吹き返したマンチェスターの都心部であるが、さらにその後の動きを追ってみよう。

2．1．5．1全般的な流れ

　この間の主要な動きは、①「シティプライド」の指定（1994一）；都心部のみを対象としたもので

はないが、大都市圏マンチェスターのプロモーションを幅広に行なうこの活動により多数のプロ

ジェクトが実施された。②IRAによる都心枢要部爆破（1996）とその後の復興（文献1）；都心繁華

街が大規模に破壊されたが、最重要課題として公民パートナーシップで復興をとげた。③都心部

マネジメント会社の設立（2000）、④都心部戦略計画（2002）である。ちょうどCMDCが終了した年に

起きたIRAによる都心部爆破のあとは、都心部全体のマネジメントは市役所が中心に行っていた

と考えられる。たとえばグレートノーザン駅関連事業（CMDC時代の事業から派生）である「グレー

トノーザンイクスペリエンス」は1996年にはじまり10年がかりでようやく全体の成果が固まり

つつある。また、都心部マスタープラン（1984）を要素として取り込んだマンチェスター市UDP

も1995年に採択されたばかりであり（都心部政策はRC1－RC20）、一応の枠組みはできていたとい

うことができる。

　ちょうどこのあと2002年にLSP（Local　Strategic　Partnership）も結成されているから、新し

いガバナンスの法制（2000年地方政府法）も受けてこの頃からマネジメントを主とする新たな体制

にシフトしたと考えられる。いわば特定地区開発中心のパートナーシップから、全域の戦略的マ

ネジメント中心の公式パートナーシップへのゆるやかな移行である。

　なお、2000年に設立された都心部マネジメント会社もBIDのパイロット事業に加わったとは

いえ、法律上のBIDになったわけではなく、むしろBIDはBIDとしてのウマミがあれば会社組

織と平行して、あるいは特定の部分について民間ベースで考えていくものと割り切っている。そ
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ういう意味ではこの都心部マネジメント会社は都市再生会社（URC）の組み立てに近いのかもし

れない。しかし地方自治体としては全国共通の法制ができるたびにそれに従うのではなく、むし

ろ法制のもととなり、それが法制化されたなら自分で使うメリットがあれば使うというのが本音

であろう。

　2006年に出版された政府の『State　of　English　Cities』（2000年に発行した『都市白書』の進

捗状況をレビューしたもの）でもマンチェスター市にはきわめて高い評価が与えられている。

2．2　マンチェスター市と2004年忌

2．2．12004年法運用の実際

　マンチェスター市はロンドンを別格とすればイギリスにおける主要中心都市であり、古くから

その実力で知られていた。2004年法についても特にあわてることなく、自ら良しとする方法によ

って、それまでの都市計画の運用に合わせるように、あるいは2004年法のメリットをうまく引

き出すように、そして中央政府の推し進める制度改革には一応乗る形で対応をはかっている。

　マンチェスター市では特にあわてることなく、新体制への移行をじっくり進めるべく新たなメ

ニューに対応している。2009年内には新システムに置き換える予定としている。

　以下、具体的にみてみよう。

●「救われる（saved）」都市計画図書は下記Table　1のとおりである。

　上の2つは1995年に採択されたUDP（都市計画マスタープラン）本体である。計画期間が2010

年までであるため、とりあえず「saved」する方針を示している。下の4つはSPG（開発コントロ

ール原則／特定地区（アンコーツ／都心爆破跡地）／特定テーマ）といってUDPを補完する計画図

書であるが、やはり計画期間が2010年であるため「saved」としている。
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　これからわかるように、都市計画図書の基本は2004年法の規定をうまく使ってそのまま受け

継ぐこととした点がマンチェスター市の特徴：である。これはたまたま現行都市計画が2010年を
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　まず、「Partl　UDP　Policies」は都市計画マスタープランの基本政策に相当する部分であるが、

住宅（且）からはじまり環境（E）、交通（T）等の各政策を2004年前システムにどのように移行しよう

としているかが示されている。これらは全般的なマンチェスター市の基本方針であることから、’

原則として「core　strategy」に移行させようとしていることがわかる。その際、政策の一部につ

いては、国の政策変化や状況変化に合わせて見直しをすることなどが書き加えられている。

　続く「Part2　UDP　Policies」は都市計画マスタープランの各論に関する部分のため、特定の地

区を扱う政策は基本的に「site　specific　allocations」に位置づけようとしている様子が読み取れる。

ただし一部の政策については原則とされている3年の移行期間を超えて「saved」しょうとしてい

る（East　Manchesterは最近立てられた計画・政策であるからと考えられる）こともわかる。ただ

しこの場合には大臣の承認が必要と明記している。また、都心部の政策については「core　strategy」

とrsite　speci丘。　allocati6ns」に分けて移行させようとしていることがわかる。

　最後の「Development　Control　Policies」は計画許可に際しての基本的方針であることから、文

言を変えるなどの工夫をしつつ「core　strategy」に移行させようとしていることがわかる。

●新システムへの移行スケジュール

　次ページの「Appendix2」は新システムへの移行スケジュールを示している。

　これによれば、最下段の「Guide　to　Development2」は2006年12月を採択予定とする「Saved

UDP」、すなわち3年間の移行期間中とりあえず「saved」しておく予定である。また、最上段の

「Statement　of　Community　Involvement」は新システム移行のための参加手続きにあたるもの

で、図書の採択は2007年1，月と予定されている。その他3件がDPDの中核をなすもので、「Core

Strategy」を2009年3，月に、「Site　Specific　Allocations」と「Proposals　Map」を2009年9月

に採択の予定である。

●新システムへの移行の全体像
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　以上に・より、マンチェスター市がどのように’2004年法システムに移行しようとしているかが

わかった。2010年までを計画期間とするUDPは3年間をめどに「saved」して生かしておき、

現在の都市計画の運用をしばらく継続しながら、その猶予期間を使って現行都市計画の内容を大

きく「Core　Strategy」、「Site　Specific　Allocations」、「Proposals　Map」の要素に分けつつそれぞ

れに移行するものである。そして以降の際には当然、中央政府の政策変更や社会経済状況等の変

化を勘案して政策内容等を修正していく、というものである。

　このようにしてマンチェスターの都市計画は2009年暮れには新システムに置き換わっている

であろう。ちょうど現行のUDPが2010年を計画年限としているから、2004年法があっても無

くても（無かったとした場合には1991年法システムが前提となる）この頃には都市計画の内容が見

直されていたはずである。つまり、マンチェスター市にとっては2004年法の改革は非常にスム

ーズに移行できるシステムだったととりあえずは言えそうである。

　ただし、これまでの都市計画の改革がそうだったように、改革の意図と実際とにはズレが生じ

る。2009年内と予定している新システムへの移行はもしかすると2010年、あるいは2011年頃

にずれ込むかもしれない。

　しかしそれは改革の意図からみれば大きな問題ではなかろう。計画図書を「フォルダー」内に

ばらして入れておき、どこの部分からでも修正・更新ができるようにした2004年法の意図が本

当に達成できるかどうかは2009年内に予定されている最初の移行が果たせた後の運用まで見て

みないと評価が下せないのだろう。
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2．3　まとめ

　2．1と2．2とを合わせ評価してみよう。

　2．1でみたマンチェスターの都市計画・都市再生への取り組みは、産業都市として形成され衰退
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期を迎えた当市の都市計画としてはしごくうなづけるものであった。保守党政権時代に狭く定義

された「都市計画」ではあったが、都市開発公社（UDC）もマンチェスターに適用される頃には中

央政府と地方自治体が協調して運営する姿に変質していた。その背景には戦闘的労働党が指導し

ていたマンチェスター市の執行部が、サッチャー政権が長期化する中で現実路線に変更したこと

も大きな要因として見逃せないとはいえ、そもそも都市計画とは社会の変化に対応して柔軟に変

わらなければ役に立たないというプラグマティックな考え方があったと思われる。

　2004年法はむしろこうしたアクション中心の都市計画を柔軟におこなえるようにするための

後づけ的な制度改革だったといえる。もちろん計画策定の遅延や激しく変わる時代に適合できな

い計画システムを改革することが真のねらいだったわけだが、そのようなシステムは既にマンチ

ェスターのような実力をもつ都市では何らかの工夫をしていたのである。だから当然法律が変わ

ってから何かをはじめるというよりも、望まれていた計画システムが可能になったので特に問題

のない限り、新法のウマミを活かしてその制度枠組みに移行していくことになる。あくまでマイ

ペースで。

　今回の制度は当初にローカルディベロップメントスキーム（LDS）で手順と予定時期さえ示

しておけば、どの部品からでも着手できるようにしているので、ある意味地方自治体としてはや

りやすくなったといえる。

　本スタディーではマンチェスター市のみを取り上げているが、中央政府では新法への移行パタ

ーンのあれこれを例示的に示しており、自治体が選択したプロセスはかなり多様である。むしろ

自治体の数だけ移行パターンが違うといっても過言ではない。

2．4　2004年法システムの評価

　これまでに述べたように、2004年法の評価を下すのは時期尚早である。そこで現時点における

中間評価・話題という形でいくつかの情報を整理しておきたい。

2．4．1　制度上の評価

　制度構成からみると、2004年法は移行過程もたいへんフレキシブルに工夫されているといえる。

1991年法の成果をうまく活用し、さらに柔軟化するステップアップのシステムになっている。従

って、これまで都市計画をきちんとやってきたところは特に大きな問題なく、スタディーしたマ

ンチェスター市もその1つであると考えられる。

　また2004年法で取り入れられたLDSは、常に今後3年間の計画を明示しそれを公開するすぐ

れたシステムといえる。それと同時に提出が義務づけられているモニタリングレポートと合わせ

ると、「事前」における予定の公開と「事後」の進捗状況報告が制度的に義務づけられることで都

市計画を市民にわかりやすくしているといえる。

　フレキシブルな都市計画として、また進行管理型の都市計画システムとして注目される。
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2．4．2　実務上の評価

　ただし、現場からは既に多くの問題点が指摘されている。最大のものは手続きがやたら煩雑と

いう批判である。例えば、法律家へのアンケート（Planning2007．525）では、

　　「：LDF採択プロセスはあまりに複雑だ」　91％がYbs

　　「計画システムのさらなる大改革が5年以内に必要だ」　63％がY6s

　　「プランナーの不足が意思決定のスピードの制約要因だ」　82％がYbs

となっており、システムが複雑なのを嘆いている。ただしそれはプランナーの不足も問題で、制

度上の問題ばかりではないことを指摘した結果となっているのは興味深い。

2．4．3　既に次の改革への提案

1）「都市計画白書」（2007．5）：都市計画システムの改革を提案

　改革の1つとして、IPC（infrastructure　planning　co㎜ission）が都市計画白書で提案されてい

る。これは30人のコミッショナー（任期8年）であるが、計画イクスペクター庁のような独立機関

のほうがよいのではとの声もきかれる。ただし、これは2004年法計画システムを前提として提案

されている。2004年法システムの改善についても随所に提案されている。

2）イングランドの制度改革案：2010年頃をめざす

　RDAに都市計画と住宅の権限を与えることを提案するもので、それらの機能を地域アセンブリ

ーから移管させることを意図している。これに対しては、開発が持続的でなくなる恐れや民主手

続きの問題などが指摘されている。

3）Co㎜unities　England案：イングランドの都市再生改革

　English　PartnershipとHousing　Corporationの機能を引き継いで設立することが提案されて

いる。
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第3章成熟社会の新しい都市計画システムを考える

3．1　日本の現行都市計画システムの限界と課題

　日本のこれからの都市計画システムを構想する際、基本的な論点は以下の4点である。

1）実効性のある都市計画の立案

　狭義の都市計画として定められた内容はなかなか実行されず、変更もしづらい。一方面マスタ

ープランはあまりに抽象的で個別開発を誘導できない。実効性のある都市計画の立案が求められ

ている。

2）時代の変化に対応した都市計画システム

　現行の都市計画は日本が高度成長する際にその基本がつくられた（1968年法）。「線引き」制度

がその象徴であるが、そうした前提が失われた今、人口減少や市街地縮減に対応できる都市計画

システムへの転換が急務である。

3）マネジメントによる効率的・効果的運営

　そもそも日本の都市計画はその立案内容にせよ実施結果にせよ、評価というものがなされてこ

なかった。日本の行政システムそのものの体質だったといえばそれまでだが、もはや潤沢な財源

など無く、限られた資源のなかで都市計画システムを運営していかなければならない現実がある。

では、評価といった場合、どのような評価手法があるのか、また有効なのかについては、B／Cの

ような素朴な方法以外はよくわかっていないのが現実である。そろそろ制度をつくるばかりでな

く、自立的なマネジメントを通して地域運営がそれぞれの地域でなされるようになるための計画

管理システムに転換しなければならない。

4）新しいビジョンにもとつく都市計画

　以上に共通して、単なる時代変化の後追いでなく、新たなビジョンをもちクリエイティブに都

市を維持・再構築していく必要がある。1）にこだわりすぎると、意味の薄い諸計画を単に達成で

きるかどうかが「実効性」判定の目安になりがちであるし、2）にこだわりすぎるとトレンドに対

する後追いの危険性がある。3）にこだわりすぎるとこれも1）と同様に、意味のあまりない目標を

一生懸命評価することになりかねない。ビジョンを描くのはたいへん難しいとはいえ、常に先の

先を見据えた都市計画が必要である。

本研究の視点からみると、2）と3）が中心的課題である。また4）も同様に重要であることから、

まず本章において2）についてマクロの視点とミクロの視点双方から議論する。続く第4章で3）

を、第5章で4）を議論する。そのうえで1）を第6章で論じ、結びへとつなげる。
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3．2成熟社会の新しい都市計画システム：マクロの視点

3．2．1　はじめに

　「時代の変化に対応した都市計画システム」という視点で考えられるのは以下2つの論点であ

る。1つは、「低成長型社会における」に着目するもので、都市計画システムを今日の社会経済の

文脈でとらえた場合、どのような都市計画があるべきかというものである。もう1つは、新しい

時代を迎えた今、新しいタイプの都市計画システムが必要とされているというものである。本研

究の視点はどちらかというと後者になる。

3．2．2　都市計画システムを3レベルの集合体としてとらえる

　都市計画システムを、「平時の都市計画」「緊急時の都市計画」「突発的都市計画」の3つに分け

てとらえてみる。

　「平時の都市計画」は、私たちがいつも接している普通の都市計画で、これまでそのように意

識はしてこなかったが、どちらかというと保全を良しとし、大きな変化には慎重な方法をとる。

　「緊急時の都市計画」はその逆で、緊急に解かなければならない都市計画課題を短期間に解く

ことをミッションとして特別に設定され、通常のルールにはよらず、場合によってはトップダウ

ンで事を運ぶこともよしとする。

　「突発的都市計画」は、上記どちらの場合であれ、個別具体的な都市計画を提案にもとづいて

決定し実行する。第三のシステムというより上記2システムの1側面ともいえるが、とりあえず

3つめのシステムとしてあげておく。

　都市計画は、どのシステムで考えるかによって論調は大きく異なる。

　「平時の都市計画」からみれば、そこにポツンとあらわれた土地の利用は、周辺の土地利用と

の調和を重視して考えることが求められる。しかし「緊急時の都市計画」からみれば、与えられ

たミッションに答えることが最優先事項となり、「平時の都市計画」とは矛盾したり摩擦を生じる

可能性が高い。「突発的都市計画」はゲリラ的に起こるので、「平時の都市計画」に慣れた体制で

は、能力的にも時間制約上も処理が困難である。

　「平時の都市計画」からみた大規模土地利用転換についてはこれまでに多く論じられているの

でここでは扱わない。また、「突発的都市計画」についても『都市計画』258号等で特集が組まれ

ているのでここでは扱わない。

　ここでは、「緊急時の都市計画」を、震災復興や都市再生といった各時代のミッションにより時

限的に進めることにヒントを得つつ、これをより一般化した「進行管理を重視した動的都市計画」

としてとらえ直し、「低成長型」「右肩下がり」「格差社会」などといわれる今日の、そしてこれか

らの新しい都市計画システムとして確立することが必要なことを論じ、その具体的姿を提示して

みたい。

3．2．3　「緊急時の都市計画」とはどういうものか？
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　「緊急時の都市計画」の一般的特徴は、0）特定のミッションを与えられたうえ、1）時限措置で

あること、2）適用範囲を限定すること、3）決定方法に特別な工夫があること、4）実現手段に特別な

工夫があること、5）これらを達成するために特別な主体の設置がありうること、ととりあえずは

整理できる。

　日本の事例に限れば、阪神・淡路大震災後に立法された被災市街地復興特別措置法と都市再生

特別措置法による緊急対応のほかに、関東大震災のあとの特別都市計画法、戦災復興のための特

別都市計画法も含めてよいかもしれない。中心市街地の再生もどちらかというとこの筋に近い。

　しかしここでもう少し広めに「緊急時」をとらえるとやや違った視点が生まれてくる。

　たとえば英国の都市開発公社（Urban　Development　Corporation）はどうだろうか。0）都市再生

を強力に進めるために、1）設定されたUDCごとに時限を設定、2）特定のエリアを定め、3）計画許

可権限を地元自治体から吸い上げて、4）土地買収（収用権含む）と敷地整序・インフラ整備のあと民

間等に土地を売却することができるようにし、5）それらを担う主体としての組織（＝UDC）を各エリ

アに設置しだ1。

　つまり、日本の都市再生緊急特別措置法も、英国のUDCも、同じ「都市再生」という緊急ミ

ッションを別の方法で解こうとしたものととらえられる。

3．2．4　「緊急時の都市計画」から「進行管理を重視した動的都市計画」へ

　いわゆる「緊急」とはニュアンスが異なるが、21世紀に入った今日、大きな社会経済システム

の変化のなかで新しいタイプの都市計画、つまり予想できない小さな「緊急」の積み重ねに対処

できるような都市計画、いわば進行管理を重視した動的都市計画が求められているといえる。こ

れは大きな「緊急」に比べれば対処しやすいようにみえるが、よりたちが悪いかもしれない。な

ぜならば、「特定のミッション」の部分がきわめてあいまいだからである。しかも、何もしないこ

とが相対的にその場所のダウングレードをもたらすような怖れがあるという、目に見えないミッ

ションである。

　ある意味「都市再生」は、場所が特定できる戦災復興や震災復興に比べればきわめてあいまい

なミッションのもとに、あえて日本経済立て直しのために命名された政治的判断だったと考えら

．れる。私たちは、日本各地で起こっている小さな「緊急」課題に対してどのようなミッションを

設定し、どのような都市計画で対処すればよいのだろうか？

　それを考える前に、「失われた10年」のあとの日本の社会経済システム変化について少しふり

かえってみたい。

3．2．5　「失われた10年」のあとの社会経済システムの方向性

　2006年という年は、「失われた10年」のあとの数年の調整期間を経て、ようやくこれからの社

会経済システムの方向が定まりつつある年といえるかもしれない。重要と思われる方向を2っ整

理してみる。
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　1つめは、「所有から利用へ」という流れの定着である。なぜ「失われた10年」になったかの

最大の原因は、土地所有の絶対性であった。金余りの社会経済状況のなかで、バブル下で無尽蔵

にあると幻想された需要に対応するために、土地を担保としてほぼ無審査の借入金により都市開

発が進められ、ついにはそのような方法が破綻したことにあった。あると言われた需要に煽られ、

地価は毎年上がり続けた。最初は東京都心にはじまりそれが周辺へ、地方へと波及し、リゾート

地や海外の高額物件にまで飛び古した。

　いま、ようやく土地はその利用価値にもとづいて評価し利用するべきとの考え方が一般化しは

じめている。2006年1，月1日時点の公示地価をみると、東京都のみが前年より平均で上昇する一

方、青森、岩手、山形、島根、香川、高知、熊本、宮崎、鹿児島では下落率が拡大した＊2。日経

新聞第二部1面の中央には、今回の動きを象徴する芝浦アイランドの開発風景が写真で紹介され

ている。かつての地価動向は、全国で徐々に地価が上昇するトレンドの中、こうして東京が上が

り始めるとそれが地方中心都市へ、さらには全国へとタイムラグを伴いながら波及する構造をも

っていた。しかし今回は既に全国では15年連続の地価下落が続くなかでの選別が始まっているこ

とが見え始めたと理解すべきだろう。この選別の動きは東京圏の中でも起こりつつある。一部の

商業地を除けば、特に住宅地ではいまだ地価が下落しており、今後中長期的には宅地需要が大き

く減少することから考えると、利用価値の低い場所はますます地価が下落すると考えられる。例

えば横浜の住宅地においても東京に近い北部の青葉区では39地点中28地点で上昇、下落は4地

点にすぎない（1㎡当たり平均地価は25～30万円程度）のに対し、急激な人口減が予想される南部

の栄区では15地点すべてが下落（同15～20万円程度）している。会計制度の変化で放出されつつ

ある大量の企業用地の活用についても、こうした文脈で考えることが迫られよう。

　第二は、資金の流れの変化である。第一の点と裏腹の関係にあるのだが、土地利用を実現しそ

こから収益（住宅地の場合は財産価値も含めた効用）を上げようとする資金が、より収益の上がる場

所・開発・運用を求めて内外から投下されはじめている。その象徴としてのファンドビジネスの

動向をみてみる想。2004年3，月末時点のJ－REIT12銘柄全体の時価総額は1兆3179億円で、取

得不動産の総額は1兆5800億円だった（2006年5，月には上場銘柄32、時価総額3兆4900億円）。

オフィス専門の投資法人がある一方、住宅や商業、ホテルなどもポートフォリオに組み込まれて

いる。例としてJBFをあげると、．2003年6，月時点で29棟の物件を抱え（すべてオフィスビル）、

うち東京都心部が13件（投資比率77．5％）、東京周辺都市部5件（同10．5％）、地方都市部11件（同

12．8％）だった。地方都市部といっても大阪、京都、福岡、仙台の一等地が中心であり、こうした

動向と地価動向がかかわっているものと考えられる＊4。J－REITは長期的には10兆円程度までに

育つといわれており格、これに私募ファンドを加えれば相当額の資金が利益率が高いと考えられ

る順番に投入されることが予想される。また、そのような利益のあがらない地域では、本来その

地域の経済活性化に貢献すべき地方銀行等が、高い利益率を求めて東京等のファンドにかなりの

資金を投じているという。法人の存続自体が危惧されるなかでそうした行動はやむをえない面も

あるとはいえ、資金の流れが「所有から利用」に向かっているという意味を構造的に理解しなけ
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ればならない。地域経済研究会の地域経済規模予測＊6等と合わせて、こうしたマクロな資金の流

れから目が離せない。

3．2．6　進行管理を重視した動的都市計画システムの姿

　以上を踏まえ、新しい都市計画の姿を素描してみる。

　まず、特定のはっきりしたミッションこそないものの、あえていえば、「上記のような社会経済

動向を踏まえて、具体的な敷地や時期は予測できないが変化しそうなエリアのうち、平時の都市

計画だけでは対処できそうもない（しないほうがよい）場所を設定して（2）、動的に、できれば能動

的に対処していくこと」がミッションである（0）。

　必ずしも時限措置である必要はないが、変化しやすい場所であることを踏まえて計画内容は頻

繁に見直す必要がある（1）。そのような場所であるから、計画内容やその決定方法に特別な工夫が

必要である（3）。実現手段にも特別な工夫が必要だろう（4）。また、新たに組織をつくるかどうかは

ともかく、これらを達成するためには特別な体制づくりや人材の配置等が必要だろう（5）。

　「平時の都市計画」との関係も踏まえながら、具体的にどのようなシステムが必要なのかにつ

き整理する。

①進行管理可能な計画システムとツールの確立

　現在の都市マスタープランは土地利用転換に対して具体的な指針を与えられないものが多い。

また、一応見直しもなされているが、それはむしろ現実に合わせる形で辻褄を合わせている場合

が多く、マスタープラン本来の役割を果たしているとはいえない。これに対して地区別の詳細計

画に向かう動きや議論もあるが、特にここで想定しているような市街地に対してそれはあまり意

味がない可能性が高い。

　こうした市街地には「フレームワークプラン」のような、大きな骨格的方向性やビジョン等を

示した部分計画が適していると思われる。ただし想定したとおり土地利用転換が起こらなかった

り、想定しなかった大規模跡地が発生することが普通なので、見直しのサイクルを短くして進行

管理していく。事例として、毎年更新されるエジンバラ市都心部の「アクション計画」を紹介し

たことがあるが＊7、英国では「フレームワークプラン」が一般にこうした市街地で広く活用され

ている棉。そこではさまざまな敷地提案や環境改善提案等が示されるが、それらのうち必要な敷

地については開発の際に踏まえるべきアクセスやオープンスペースの位置や用途・ボリューム等

を示した「ディベロップメントブリーフ」が作成される。

　日本でも「○○地域整備計画」のような形で非法定の整備計画がしばしば作成されるが、「フレ

ームワークプラン」は普通、法定都市計画の仕組みの1つである補完的デザインガイダンス

（SPG（2004年法でSPDとなる））として公定され公表される。厳密にいうと準法定都市計画といっ

たニュアンスになるが、一般に「フレームワークプラン」はステークホルダーの参画により作成

され、法定計画と同様の参加プロセスを踏んでいる＊8。
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　こうした動的都市計画ツールによってエリア内の動向を進行管理しながら、さらに具体性が高

まった段階で適切な方法をとっていくようなイメージである。

②業務を担う新しい組織とパートナーシップの確立

　さきほど「動的に、できれば能動的に」と書いたが、能動的にこのような市街地に対処するに

は、一定期間先行して土地を保有したり、区画形質の変更、環境整備、インフラ整備、土地売却

等を他の適切な主体とのパートナーシップのもとで一貫して運営できる組織能力が必要である。

　こうした組織を新たに作るべきかどうかは一概にいえないが、一般に行政の組織だけではこう

した機能が果たせない場合が多い。都市再生機構はそうした業務を担うことが期待される組織で

あるものの、ここでイメージしているような動的都市計画を担うためには相当な工夫が必要であ

る。

　UDCには民間からも多くの人材が登用されたように、近年設立されつつある都市再生会社

（URC）にも公民合わせた人材が集まっている。例えばマンチェスター東部の都市再生を推進する

べく設立された東部再生会社（ERC）の社長はマンチェスター市で長年都市再生を手がけてきたベ

テランであるし、その組織に近年併合されたアンコーツアーバンビレッジ会社の主要メンバーも

公民の間を行ったり来たりするような人材である。こうした人材の主要な業務は、毎日関係者と

交渉したり、事業を具体化するべく資金調達のための活動をしたり、三次元VRを用いて具体的

なデザインを調整したりと、毎日が事業のプロモーションに費やされている。

　壁を隔てて「公」と「民」がパートナーシップを組むのではなく、組織として両方の利点を出

し合いながら能動的な進行管理ができるような組織づくりができないだろうか。

③投資を促すプロモーションと新しいアプローチの充実

　こうしてできたプランと組織のもとで、「所有から利用」に向かう資金を呼び込むべく事業のプ

ロモーションを行うことも今日的な大きな仕事である。さきにあげた「ディベロップメントブリ

ーフ」にもこうした役割があり、提案している事業がいかに魅力的なものかを投資家等にアピー

ルする役割ももっている。オリンピックの開催が決まったロンドンのイーストエンド（正確にはリ

ー川下流域）でも場所のプロモーションと具体的都市計画の立案のために1998年に国際コンペが

行われ、当選案をもとに「フレームワークプラン」が作成された櫓。

　こうした場合、実現すべき土地利用にはむしろさまざまなアイデアを出してもらうことも必要

である。今日的テーマでいえば、荒廃した土地の環境再生刃や実験的事業なども重要である。ま

た、J－REATの良い面をとらえていわゆる「社会投資ファンド」机0等の仕組みを立ち上げ新し

い都市計画を実践することも必要である。

④適正な評価と迅速な判断

　地方自治体に最終権限を留保して、さまざまな動きを「フレーム」の文脈に誘導すべく許可等
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の形をできるだけ残すことが望ましい。ただしそれに見合う体制をしっかり整備し、短期間で判

断を行う。公的土地の処分、プロジェクトの市場性等に関する評価を社会的効用増大の視点で的

確に行える体制を今後重点的に整備することが求められる。

補注

机　当初トップダウンで設定されたUDC（ロンドンドックランドUDCがその象徴）は社会からの批判もあり、次

第に地元自治体とのパートナーシップを重視するスタイルへと変質していく。詳しくは文献1）参照。

杷　都市別にみると、住宅地では札幌市が15年忌りに上昇したほか仙台市、広島市、福岡市で上昇地点が広がっ

た。商業地でも大阪市が上昇に転じ、札幌市、福岡市のほか岡山市や金沢市でも上昇地点があらわれた。

密3　文献2）参照。

材　ただし、健全な地価形成がなされているか、バブルではないのかとの疑問もある。適正な審査を行っていな

い法人に営業停止命令が出るなど、問題も噴出している。

柘　6万㎡の芝浦アイランド約1000個分に相当（15万／㎡で計算）。

招　経済産業省地域経済研究会「人口減少下における地域経営について」2005．12。経済規模縮小の最大の要因は

人口減としている。北海道深川市圏では2030年までに40％強地域経済が縮小すると予測されている。

暫　文献3）。アクションプランを毎年更新している事例。

＊8　文献4）参照。

相　ニューヨーク市南部のフレッシュキルズではゴミの埋め立てでできた大規模土地を中心とした880ヘクター

ルを対象にコンペをおこない、ランドスケープの再生をめざしている。ミレニアムプロジェクトで選ばれたグラ

ウンドワーク（英）の「Changing　Places」は全国22の荒廃した大規模土地をさまざまな方法で再生している。

材0　文献5）参照。

参考文献

1）都市みらい推進機構1編『イギリスの都市再生公社』、風土社、1997

2）佐藤一雄『不動産証券化の実践』ダイヤモンド社、2004

3）大西自他編著『都市を構1想する』第4章、鹿島出版会、2004

4）高見沢実「イギリスにおける計画・参加システムの動向」、新都市56（7）、24・32、2002

5）西村清彦・山下明男編『社会投資ファンド』有斐閣、2004

3．3　住生活基本法と成熟社会のまちづくり＝ミクロの視点

3．3．1　はじめに

　住宅の性能の定義や目標、それを達成するための手段や制度等が近年整備され、ようやく日本も先進国

並みの住宅法制に近づいてきた。以前から改めようと言われていた「第○期住宅建設五ヶ年計画」のよう

な、あたかも戦災復興がまだ続いているような表現も改められた。一方の住環境水準は日本では住宅法制
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の中で第四期住宅建設五ヶ年計画で登場したあとしばらく抽象的な表現のままであったが、八期五ヶ年計

画の際に相当程度指標化が進み、今回の基本計画においてもそれが基本的に踏襲された。．

　こうしてある意味日本も形式面においては制度が整ってきたといえるなか、実際面ではまだまだ決して

豊かとはいえない「住」を取り巻く現実がある。「住宅建設五ヶ年計画」が「住生活基本計画」に変更さ

れたのは、こうした現実を見据えてようやく住宅やそれを取り巻く住環境の質を本格的に高めていこうと

する意志をもってスタート地点に立ったことを意味する。

　では、こうした地点で考えるべき政府や市場の役割は何だろうか。また、国民1人1人の藩1」や責任は

何だろうか。

　ここでは、こうした新たな時代のキーワードとして「成熟社会」を中心に据え、新たな枠組みやビジョ

ンについて考えみたい。1995年の阪神・淡路大震災においてわが国でも市民が自立する社会の予兆を感じ、

1998年には通称NPO法が成立、2000年の地方分権一括法により地方自治の原則が確立された。その背後

には1989年のベルリンの壁崩壊後のグローバリゼーションの進展やIT革命の進行があり、政府と市場、

個人やコミュニティの関係が大きく変動している。

　こうした状況において、「政府」か「市場」かという二元論がとかくおこなわれやすい。特に経済学的

にはそのような議論になりがちである。しかし、下表にみるように「成熟社会」で重要なのはむしろネッ

トワーク型のシステムであると筆者は考えている。正確にいうならば、市場も政府も大切だが、それと同

等にネットワークにも注目すべきであると考えている。この3者がバランスよく作用することで、真に豊

かな住環境が実現できるとの仮説から以下で3つの事例を分析していく。

3．3．2事例からみる成熟社会のまちづくり

事例1狭隆道路の路線型拡幅整備と住環境

　狭隆道路とは、建築基準法の最低水準とされる4

メートル未満の道路をいう。建物を建てる場合、道

路に接することが必要なのだが、前面の道路があま

り狭いと車の出入りにも困り、特に緊急車両が入っ

て来れない問題などから最低限の道路幅員が定め

られている。

　しかし、なぜか戦後40年弱が経っても大都市を

中心になかなか狭隆道路か減らないということで

狭隆道路の研究が1980年代に進んだ。明らかにな

ったのは、確かに法律ではそう書いてあるのだが、

道路を広げた部分に塀を立ててはいけないとか、広

げた部分を舗装しなければならないとか、そこに自

転車などの私物を置いてはいけないとはされてお
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らず、結果、4メートル道路が道路としてしっかり機能していないということだった。各自治体では要綱

や条例を設けてさまざまな努力をすることになったのである。しかし、個々の建築物の建て替えに合わせ

た道路整備はそれなりに成果をあげているものの、そのような「待ち」の方法では街区の端から端まで4

メートルが確保されるには50年も100年もかかってしまうことになる。

　筆者の勤務する横浜でも、平成7年に「狭あい道路の整備の促進に関する条例」が制定された。横浜で

はあまりに血肉道路が多いため、せめて100メートル間隔に4メートル道路を優先的に整備しようと「整

備促進路線」を定めて地図上に記し条例の活用を促している。しかしやはり個別建て替えは進んでも複数

の敷地が一斉に建て替えることは希であり、路線型拡幅整備は全くといってよいほど活用されないまま現

在に至っている。

　ところが2005年の春、大学近くの住民の思いが「和田町タウンマネジメント協議会」に寄せられたの

をきっかけに複数敷地にまたがる区間の整備が実現することになった。この「和田町タウンマネジメント

協議会」は、各地にみられる行政主導の協議会ではなく、自発的に結成された。提案にもとづいて各主体

のコラボレーションでその実現をはかろうとする新しいコンセプトの協議会である。2001年度から「和田

町いきいきプロジェクト」として行われていた活動をベースに設立された。その設立総会に地元の老人会

も参加したのがきっかけとなり、近隣のお年寄り3人が「地域のためになにかやりたいね」と以前から活

動していたが壁にぶつかっていた狭隆道路問題を協議会の場に持ち込んだのである。

　その狭隆道路は小学校の校門前から100数十メートルの区間であるが、段差があることからなかなか拡

幅も難かしい。しかし地元地主の所有地に沿って強固な鉄柵が立ち並び、その頂部には有刺鉄線が巻かれ

以前から子どもの通学時の安全面などで問題になっていた。

　詳細は省くが、この3人の活動がきっかけとなって地主が「誰かが有刺鉄線を撤去することには反対し

ない」ことを了解。さっそくPTA関係者で速やかに撤去した。しかし狭硲道路問題はまだ解決できない。

3人は署名活動も行っていた。和田町タウンマネジメント協議会の基本姿勢は、発意された提案は内容が

よければ皆でなんとかしようと知恵を絞ることである。そこで筆者は大学院生らと住民3人とで集まり解

決プロセスを協議した。大学側では①客観調査、②行政との場の設定（共有）、③タウンマネジメント協議

会への報告（住民側も）を行うこととした。①は大学院生が主体的に行い、住民が行政に説明する際に役立

った。②は最初の段階で整備の可能性を話し合った。③はほぼ毎月行われる協議会で（進捗がない場合も

含めて）必ず報告した。協議会の副会長の1人は町内会長であることからその立場からも動向に注意を払

っていた。

　この結果、平成18年度予算で一部工事が進み、さらに追加的に工事が行われる予定である。小学校前

の別の1宅地（地主が異なる）のセットバック工事はまだ予定されていないが、引き続きタウンマネジメン

ト協議会の活動のなかで将来像をさぐっていこうと考えている。

事例2　近隣商店街の「顔」としての駅前整備

　日本の鉄道駅はその街の「顔」であり、その駅前空間整備はこれからの超高齢社会においても重要な政

策課題である。
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　和田町駅は横浜から西に伸びる相模鉄道の駅で、駅の開設は古い。ただし昭和40年代に駅舎の移動が

あり、駅前空間は整備されないまま今日に至っている。高架化事業も横浜駅方向の直前まで事業化が決ま

っているが、和田町駅寄りに横浜新道という高架道路が通っていることもあり直前で線路は平面に降りる

こととなっている。

　こうした中、和田町駅前を整備してほしいと、かなり以前から地元要望が市に出されていた。しかしそ

れは陳情として聞き置かれるだけで日の目を見ないままごく最近まで至っていた。ところが先に述べた

「和田町いきいきプロジェクト」の2002年度研究成果報告書に和田町駅前の整備計画案が掲載されてい

たのを地元住民が認識し（「和田町いきいきプロジェクト」を行っていたのは川をはさんで駅とは反対側

の地域だったので、この地元住民はプロジェクトにおける計画提案作成にかかわっていない）、地元から

空間提案の入った要望書をまとめたいので協力してほしいと大学側に要請があった。

　実はちょうどこの時期、保土ヶ谷区長が土木職のベテランに代わっており、長年の懸案だった和田町駅

前整備問題を在任中になんとか一歩前進させたいとの思いから地元検討会の設置を指示していた。

　検討会では相鉄線を高架化して駅前を改造する理想案（長期）、現駅前広場周辺の土地の買収や再開発等

により駅前広場を拡大する中間案（中期）、現駅前広場空間を前提として動線の整哩とそれに対応した土木

工事等を行う現実案（短期）の3段階に整理し、最後の現実案として空間提案を代替案付きで示すこととし

た。

　その後の詳細は省くが、区はこの要望書を受けてさっそく現実案をもとにした実際の整備の検討に入り、

地元検討会では代替案から最終案の絞り込み、放置自転車対策の検討、駅前空間実施計画案の検討を行っ

た。大学側は一貫して空間整備の実現をはかるべくサポート活動を行った。順調に進めば2006年中に和

田剛駅前再生整備が完了する予定である。

事例3　地域資源を活かした宅地開発

　参考事例としてもう1つ、東京郊外部の住宅地開発計画を変更した事例をあげておく。時間はさかのぼ

るが、7－8年前に筆者は東京の郊外区における宅地開発に対する近隣住民による活動によって、公共空間

が改善された事例にかかわったことがある。

　前2者の事例とは異なり、開発計画は近隣住民からみれば突然やってくる。ようやく郊外部にマイホー

ムを手に入れたその住民にとって、目の前の生産緑地が解除されて数十軒の戸建住宅地とする計画は寝耳

に水だった。しかもその生産緑地の一角には文化財的価値こそ低いもののローカルな価値の高い古墳があ

り、計画によればその古墳は中心部分を除いて宅地化される計画だった。

　開発地およびその古墳に隣接するその住民は自らの住環境を守りたいというモチベーションのもとに

立ち上がり、まずはごく近所の方々と話し合い、そして近隣住民に呼びかけることによって徐々に輪を広

げ、開発に反対ではないが地域価値向上のためにベターな代替案を示したいと筆者に相談をもちかけた

（その他にもさまざまな方面への働きかけがあった）。このケースでは既に代替案は配置図レベルで考えて

あり、どの程度までなら可能性が無くはないとの読みもしているようであった。そこで、開発地の模型を

作成する（代替案を示す部分は模型を取り替えられるようにする）ことと、地区全体の緑地等の資源ネット
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ワークの観点から当該開発地の古墳周辺の位置づけを図面により示すこととした。さらに他の研究者と連

名で区と区議会に意見書を出すこととした。これらは区の環境審議会で当該住民によって説明され、結果

的に代替案が採用されることとなり公共空間の質が高まったものである。

3．3．3住生活基本計画の「横断的視点」の再検討

　住宅政策を狭くとらえると以上の3事例は「まちづくり」分野の話題となるが、いずれも「住環境」関

連事例であると解釈したうえ、住生活基本計画（本稿では平成18年9月に発表された全国計画を指す）で

「横断的視点」とされる4つのキーワードと関連づけて事例の意味やこれからの政策展開のあり方を考え

てみたい。

①「ストック重視」

　ストック重視には2つの側面がある。ひとつは質の低い既存ストックを良好なものとすること、もうひ

とつはフローの質を高めて良好なストックとすることである。さきの事例では1番目の狭隆道路整備と2

番目の駅前整備が前者、3番目の開発計画の変更が後者にあたる。

　本稿では住宅そのものの善し悪しではなく住環境をテーマとするため話はそれるかもしれないが、この

場合「質」の善し悪しを決定づけるのはそのプロジェクトの公共性である。より正確にいうならば、特に

その地域の価値向上につながるという公共性の有無およびその程度であると考えられる。

　ところで住生活基本計画では、冒頭の基本的な方針において住宅が「社会的性格を有するもの」であり

「社会の礎として位置づけられることができる」としながら、すぐあとに続く部分で「一人一人が自ら努

力することを通じて実現することを基本とすべきである」としているだけで、ある場所に住宅を建てる際

に必要な公共性について言及していない。それは「まちづくり」の議論かと考え「関連する施策分野との

連携」の部分をみても、そこでは実際面での連携を述べるにとどまっており「公共性」の議論にはなって

いない。住宅は個人の財であるから公共性の議論はなじまないとの観点からはこうした記述はやむを得な

いし、これまでの日本の住宅政策はずっとそうだったと弁解できなくはないのだが、「社会的性格」「社会

の礎」をどのように踏まえ実現するかを考えるとどうしても公共性の議論は避けて通れない。

　一方、この公共性の議論を従来のようにアプリオリな概念としてとらえていると実際的でないことが先

の事例からわかると思う。1っ目の狭隆道路問題でも、2つ目の駅前整備問題でも、3つ目の開発計画問題

でも、最初は3人の有志の活動や地元の陳情や隣接住民の活動がきっかけであり、公共性というには裏づ

けに乏しい。したがってこうした段階にとどまる活動は全国に山のようにあれどそのままにとどまり住環

境は改善されない。しかし1つ目の例では「タウンマネジメント協議会」という公共性をもつ場に持ち込

まれることをきっかけに次第に公共性を高めていく。2つ目の例では単なる陳清が複数の空間提案の裏づ

けをもっことで（またそれが「和田町いきいきプロジェクト」という公的活動成果を踏まえたものである

ことによって）公共性を獲得し実際の整備に結びついていく。3つ目の例では1人の活動が周辺住民の共感

を得ることで公共性を高めていき、さらに現実的な代替案の作成や空間表現等によってそれらを多くの人

に理解できるようにしていくことで審議会や行政内部の理解を得ることに成功している。こうして公共性
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を高めたプロジェクトが実現することによって周囲の住環境的価値が高まり正の循環が生まれるのだと

思う。

　さて、「ストック重視」を考える際に、もうひとつ必要な視点はその地域のビジョンである。なぜなら、

個別ストックの積み上げだけでは果たして地域全体の価値が高まっているのかどうか不確かであるから

である。とりわけ人口減少という新たなフェーズに入った日本社会において、将来のあり方を空間的にも

しっかり見定めておく必要性は高いと思われる。これについては本稿の最後にまとめて触れる。

②「市場重視」

　事例1も2もあえていえば「市場も失敗」「政府も失敗」した現実を地域側で是正しようとする行動で

ある。事例3も強いて言えば同様に「市場も失敗」「政府も失敗」だったかもしれない計画を近隣住民ら

により是正した行動である。「失敗」というと責めているようで申し訳ないのだが、ここでは話をわかり

やすくするためあえてこの表現を使う。

　なぜ「失敗」するかというと、政府も市場もそんなローカルな事情まで読み込めないからであり、その

ローカルな事情はきわめて個別的だからである。それでも「市場」論者はいかにローカルであれそこに市

場が成立するというかもしれないし、「政府」論者も客観的分析によって事情が把握できるというかもし

れない。しかし後の「地域の実情を踏まえたきめ細かな施策展開」の部分では多少その限界（政府だけで

は手が届かないこと）が表現してある。また、さきの「一人一人が自ら努力することを通じて実現するこ

とを基本とすべきである」の部分では、市場だけでは限界があるからそれ以上の部分は自己責任でなんと

かすべきである旨も断っているようにみえる。

　しかしそのように苦しい説明をするよりも、市場も政府も失敗したらどうしたらよいか表1をみて確認

したい。そこには第三の道「ネットワーク」が残されている。

　筆者は「市場の重視」という基本には賛成である。これまであまりにも市場をうまく制御できなかった

政府の失敗をただすためにも是非そうなってほしいと願う者の1人であるが、市場の限界も大いに感じて

いる者の1人である＊2。特に先の3事例をみれば明らかなように、まさに「一人一人が自ら努力すること

を通じて実現することを基本とすべき」であって、誰かが行動を起こさない限り住環境は良くならない。

正確にいうなら、もっと良くしたいと思っていても市場や政府に任せていたのでは自分に順番は回ってこ

ないのだ。しかし「一人一人が自ら努力することを通じて実現することを基本とすべき」ではあるが、そ

の努力が公共性を獲得しなければ、消費者としての自分は良質な住宅を購入できたとしても、市民として

の自分が望む住環境はなかなか獲得・維持できないはずである。そこには左記の表の「ネットワーク」欄

が示すように「信頼」関係が必要であり、「駆け引き」すなわちさまざまな交渉や協力が必要であるし、

得られるであろう結果が「相互の利益」になると感じてはじめて周囲の共感が得られ実行に結びつくのだ

と思う。その際、相互の利益がどのように得られるかについては、先の例のように模型等の空間表現を通

して各人にイメージを持たせることも決め手の1つであった。一般に「利益」というと誰がいくら得する

かという損得の問題のみ強調されがちであるが、「地域価値の向上」という公共利益にはさまざまな側面

がある。六指道路問題でいうならばそこを通学する我が子の危険性低減であったり、緊急時に救急車が入
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って来れないリスク低減であったりする。そうした「利益」は予め把握することは不可能に近いから、重

要になるのはさまざまな意見を出し合い創造的に解決する公式、非公式の場である。さきの3事例にもさ

まざまなシカケが予め設定されていたり、それぞれのプロセスでその都度形成されていたと思う。

住宅政策はこれまで国や県の施策が中心だったから「市場の失敗」「政府の失敗」という議論の枠組み

で議論可能だったかもしれないが、住民、市民一人一人が主役となる分権・自立時代の今、こうしたロー

カルな課題解決の道をもっと真剣に模索しなければならない。

③「関連する施策分野との連携」

　このキーワードは語るに易く、実行は甚だ難しい。本稿はその難しさを述べるのが目的ではないので、

やはり先の3事例から「連携」について考えてみる。

　3事例では1つとして行政に連携を迫ったものもなければそれを過度に期待したものも無い。逆に、行

政の連携を待っていてもできないものばかりである。もう一度先の表の「ネットワーク」欄を見ながら詳

しく分析してみよう。

　実際1つ目の狭隆道路問題では、横浜市が小学校ごとに組織化する「スクールゾーン対策協議会」で毎

年この問題点が指摘されていたものの聞き置かれただけだったし、2つ目の駅前整備問題では陳情として

単に聞き置かれていた。3つ目の開発計画も行政の定めた開発基準は満たしているので行政としても何も

できなかった。そのような問題は実際、「どこにでもある」のである。

　逆に、行政が自ら内部で連携することは可能だっただろうか。1つ目の狭隆道路問題では、そこが整備

されると決まったならば「ここまでは○○課」「この先は△△課」と事務は流れるようになっている。ま

た、条例制定のプロセスでは各課の課題を出し合ったかもしれない。しかし、「どこにでもある」問題を

「そこ」だけでやるために連携することは一般にありえない。2つ目の駅前整備問題ではどうか。既に検

討の結果、和田町駅前はマスタープランに「整備が必要」とは書いたものの実現手段を持てなかった。ど

のセクションと連携してもそれは無理だった。第一、警察行政とは矛盾する面も問題として抱えていた。

行政内部では手が出せなかったのである。3字目の開発計画はどうか。開発基準を満たしている以上、ダ

メとは言えなかった。たとえ指導したとしても事業者は従わなかっただろう。財政が豊富なら古墳地の一

部を行政の判断で買収することも可能だったかもしれないが、そのような時代は過去のものとなっていた。

　どちらから見ても実現困難な設定だったし、そのような場面は日本中ほとんど「どこにでも」あてはま

るのではないか。ではどのように3っの事例は連携が進んだのか。

　1つ目の三三道路問題では、提案を皆で実現しようという趣旨のタウンマネジメント協議会の設立総会

に老人会も参加しており、老人会のメンバーでもある住民3人は協議会に提案を持ち込んだ。その説明お

よび丹念に調べられた写真と地図のついた資料が共感を誘い、この問題を検討することになったものであ

る。ここまでで相当な連携ができたといえる。このあと行政の狭隆道路担当部署に説明とお願いに行き、

結果としてその部署で整備の位置づけをしたためにその部署から予算の裏づけの行動が起こり（「待ち」

の個別建て替えではない「攻め」の路線型建て替えを重点的に行うことが施策としてもちょうど打ち出さ

れていたことも要因の1つと考えられる）、予算がとれたので業務が土木事務所に回され事業化された。2
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つ目の駅前整備問題でも地元から実現可能な空間整備案も含む要望書が出されたことで行政も動きやす

くなり、それなら警察も非公式に「しかたないですね」となり、地元としても極力歩調を合わせて真剣に

取り組んだ結果事業費が認められ（行政内部の努力も相当あったと思われる）、事業は担当の土木事務所に

回されている。この過程では市の教育委員会こそ関与していないが地元小学校の校長先生は地元検討会に

加わり、「タウンマネジメント協議会」の前身を支えた保土ヶ谷区地域振興課は区政推進課にバトンタッ

チしていた＊3。3つ目の開発計画では当該地元住民は行政には相談に行き現実的な「落としどころ」につ

いても非公式に可能性を示唆されていた。連携は地元ベースでエネルギッシュに進められ、さまざまな場

の設定や外部サポーターとの連携等により、ある意味アントレプレナーあるいはイノベーターとして「で

きそうな」案への支持を固めていった（行政内部でも相当なやりとりがあったと思われる）。審議会という

場は連携の場ではないが代替案が「地域の利益」になると判断されたとすれば、いわばさらなる連携があ

ったとも解釈できる。

④「地域の実情を　まえたきめ細かな対応」

　このキーワードも深い吟味が必要である。実際、このようなキメ細かな対応をするためには行政も市民

も事業者も相当な経験の蓄積が必要である。

　もう一度表1にかえってみる。きめ細かな対応には「ネットワーク」的な関係が前提となり、マーケッ

トの立場でも政府の立場でもそれをしっかり踏まえないとうまい関係が築けない。なぜならこの種の対応

には「相互依存」が不可欠だが、どうしても行政は「上から」の押しつけ・指導になりがちだし事業者は

「独立」的に振る舞おうとする。「信頼」が不可欠なのだが行政は権威に頼ってしまい住民からは不信の

目で見られ、事業者としては価格が折り合わなければ相手にされない。「相互の利益」が大切なのだが行

政も事業者も価値の次元が異なり折り合えない。

　では市民側にそのような力量があるかといえばそれも現時点では「否」である。しかし先の3事例が示

すように可能性は大いにあるし、その気にさえなれば必ず実現すると筆者は考える。

　もう一度3事例を点検してみよう。3事例とも、その当事者が置かれた状況をなんとかしたいと本人が

思い、その思いは最後まで一貫している。それが無ければいずれもどこかで頓挫していただろう。つまり、

「きめ細かな施策」は与える側のパターナリズムではなく、当事者の自己の置かれた環境をなんとか改善

したいという思いが無ければ実を結ばないと思う。それは「一人一人が自ら努力することを通じて実現す

ることを基本とすべきである」という意味ではまさにその通りであるが、文脈で読む限り住生活基本計画

のこの文章は、3事例で示したその後の展開とはかなり異なる、従来型の思考を表現したもののように見

える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　つまり、「一人一人が自ら努力することを通じて実現することを基本とすべきである」が、もしそのよ

うな真剣な人が真摯に行動したならば必ず共感があり、「実は私もそう思っていたんだ」「一緒になんとか

しようじゃないか」という気運が生まれてくるものだと思う。それがたとえローカルな住環境改善活動で

なくても、例えば「日本の住まいを良くする」活動であっても「災害後の住宅復旧活動」でも同じ「ネッ

トワーク」である。「信頼」と「相互の利益」がそれらを結んでいく。
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3．3．4　「アーバンビレッジ」による新時代の地域マネジメント

　ここまで3っの事例をきっかけとして基本概念を吟味してきた。その中で1っ「宿題」を残している。

それは「ストック重視」のところで重要なもうひとつの視点として残した地域の「ビジョン」である。特

に人口減少時代という新時代に入った今、住生活基本：計画では「豊かな住生活は、国民一人一人の価値観、

ライフスタイルやライフステージに応じて異なるため、施策の推進によって実現すべき国民の豊かな住生

活の姿について一概に論じることはできない」とされている「姿」を、都市計画を専門とする筆者として

は「ビジョン」研究として行っているものである。

　ここで紹介するのは1990年代以降イギリスで提起され世界的に普及しつつある「アーバンビレッジ」

というコンセプトである。

　アーバンビレッジは近代都市計画により軽視されてきた、あるいは結果として実現できなかった用途の

混在や公共交通の充実によって、もう一度活力ある、人にもやさしい住環境を実現しようとする運動であ

る。その詳細は別儀＊4に譲るとして、ここでは本稿の文脈から、筆者らが現在検討しているアーバンビレ

ッジ戦略のうち郊外住宅地部分を紹介しつつ、「成熟社会」のまちづくりについて考えてみる。ここでの

検討の素材は横浜であるが、普遍的なビジョンになればと考えている。

　これまで検討してきた本稿の3事例では地域の側からの提案がいかに実現に結びついたかを強調したも

のであるが、都市づくりの問題解決には、やはり行政や民間事業者の果たす役割が大きい。要は、先の表

の「マーケット」「ヒエラルキー」「ネットワーク」が緊張関係をもちながらもうまく補完的にバランスす

る関係を構築していくことが望ましい。

　郊外住宅地スタディー［本報告書最後の資料の前半部分］では、住民、行政、民間事業者が参画面て具体

ビジョンを共有したうえ、それぞれの主体ごとの努力において、あるいは相互のコラボレーションによっ

て日々の活動を行っていくことを想定している。具体的には、

1）当郊外住宅地は専用戸建住宅に特化しているもののそのような住宅地としての価値をもつ地域である

　ことは認めつつ、将来的には地域で自律し安心して暮らせる市街地に再編していくことが必要である。

　特に車依存型のこうした郊外地は高齢者にとって暮らしにくく、やむを得ずもっと便利な地域に転居せ

　ざるを得ない現実がある。そこで、センターにあたる「ビレッジコア」の密度を高めて（具体的には用

　途地域変更等）高齢者対応住宅の供給、専門店等の誘致や中心施設の充実をはかる。

2）敷地面積の広い宅地がより単位面積当たり価格も高いことに着目して、そのような住宅の保全とさら

　なる住環境の向上をはかる。1人暮らしの高齢者等で便利なビレッジコアに住みたい世帯の住み替えを

　支援しつつ、広域から庭付き戸建てを希望する活力ある世帯を募集し持続可能な住宅地として再生する。

　また、地域の中で象徴的な郊外戸建てイメージをもつ一角をそのような場所として認知する。

3）サブセンターとして計画されたが活気の無い商店街［d］を「サブビレッジコア」とし、センターと競合

　しないようバザール（市場）的な施設として再生するとともに、現在専用駐車場として利用度の低い空地

　を多目的化して活力ある空間とする。

4）地区内に計画された歩行者専用通路が緑の軸にもなっていることに着目して、それらをさらに団地周
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　囲の緑や水と接続させネッシワーク化する。この住宅地が開発される以前はもともと豊かな森だったこ

　とも記憶にとどめる配慮も必要である。

5）地区内にある小さな路線型商店街は近隣のスーパーと競合している。そこで、ここを地域内外への人・

　物のデリバリーセンターとして再編する。お年寄りの送迎サービスなども新しいまちづくりビジネスと

　して育てていく。

6）地区内には相当数の空き地や空き家が出始めている。それらの管理や仲介、ひっこし相談なども含め

　ると、かなりの数のビジネスチャンスが眠っている。空き地や空き家でなくても、高齢世帯の庭木の手

　入れなどさまざまな需要がある。その多くは民間ベースで成り立つビジネスと考えられるが、さらにき

　め細かく地域のニーズに対応するために「まちづくり会社」を設立し1）で述べたビレッジコアに本部

　を置く。この本部にはタウンカフェが併設されており、その場を通してさまざまなネットワークが編集

　されていく。

補注

＊1文献1による。序章p．18。

＊2　たとえば、文献2。

＊32001年度にスタートした「和田町いきいきプロジェクト」は保土ヶ谷区地域振興課からの呼びかけでスタートしている。

主旨に賛同する商店街および大学関係者が自発的に協議の場を設け、そこでの区との共同研究により成果をあげようとする

ものだった。行政の役割として、このような創造の場を設定しそれを支援し続けたことは特筆に値する。

＊4高見沢実、他「人口減少時代の住環境ビジョンの構築に関する研究一横浜市における動向を踏まえたアーバンビレッジの

提案」住宅総合研究財団研究論文集第33号、2007

参考文献

1）Stoker，　G編著『The　New　Management　of　British　Local　Gover㎜ent』，Macmillan　Press　Ltd．，1999．

2）高見沢実「密集市街地整備を取り巻く状況変化と法改正後の課題」『新都市』57（7）、pp．11－18．
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第4章計画管理の強化による効率的・効果的システム運営

4．1PDCAサイクルと都市計画システム

　計画管理の第一歩は、都市計画を策定一実行、という断片的な場面だけの世界にすることをや

め、策定一実行一評価一システム改善のためのアクションというPDCAサイクルに位置づけ、持

続的な計画管理を行なうことである。また、それが可能なような計画システムを確立することで

ある。

　イギリス2004年法改革にはそうした視点が強くあった。日本の都市計画システムをどのよう

にすればそうした形にできるかを考えるのはテーマ大きすぎるため、ここではとりあえず、日本

でも1992年に導入され第一ラウンドの策定が終わったと考えられる都市計画マスタープランを、

第ニラウンドに向けてどのように充実していくか（実際には改定作業の終わった自治体も多いの

で、その場合はさらに次のラウンドを想定する）という課題を想定してみる。また、都市再生特別

措置法や中心市街地活性化法にもとつく各種「アクションプラン」をいかにしてそうした全体の

計画システムに反映していくか、また、良いところを全体システムの改革に波及させていくかを

想定してみる。

　そのような観点から行なった研究を以下に整理する。

　まず4．2では中心市街地活性化関連の評価システムのあり方を考察している。事前評価のみに

力点が置かれた現行の認定計画の限界と今後のあり方を考察した。

　4．3では筆者らが実際に行なった近隣商店街を核とする地域での6年間のエリアマネジメント

の中から、BSC（バランススコアカード）を用いたエリアマネジメント手法を提起した。

4．2　中心市街地活性化基本計画にみる評価システム

4．2．1研究の背景と目的

　まちづくり三法の制定後も中心市街地の衰退傾向に歯止めがかからず、2006年に中心市街地活

性化（以降：温血）法が改正された。これにより「バラマキ」型の支援から、「選択と集中」型の

認定制度という支援体制へと大きな転換がなされた。改正にともない支援措置が拡充され、基本

計画の認定を受けた市町村には、従来よりも大きな裁量が与えられることとなり、各々の中心市

街地の状況に合わせて、ビジョン実現のための事業が選択しやすくなったとも言える。しかしな

がら、それと引き換えに住民にわかりやすいかたちでの「成果」を、定量的な数値で測定するこ

とが求められることとなった。これは法改正の意図のひとつが、中活事業に評価の仕組みの導入

を義務づけることにあったとみることもできる。

　このようにまちづくりにおいても経営学の視点が持ち込まれるようになったが、日本において
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評価の歴史はまだ浅く、未だ初期段階にあると考えられる。ここでは、認定基本計画の評価の現

況を理解し、先行事例より示唆を得て、今後の中活事業の評価のあり方をみていくことを目的と

する。

4．2．2　業績評価の理論

　目病では小さな政府へ行政改革が進められるなか、説明責任を求める声の高まりがあり、近年、

業績評価の仕組みの導入が省庁で義務づけられ、その動きが都市計画の領域にも及び始めている。

　業績評価とは「公共政策の目的・目標・成果を明らかにし、成果を測定する指標と数値目標を

決め、定期的にその指標値を収集することで、当初の数値目標の達成度を評価し、現場での実施

改善、意思決定および説明責任に利用する仕組み」とされ、従来の評価理論を実務者の立場から

簡略化し、体系づけられたものともいえる。アメリカで主に利用されている評価システム

「Performance　Measurement」の訳語であり、これは日本においてはまだ新しい概念であり、「政

策評価」、「行政評価」とも訳されるが、ここでは「業績評価」とする。業績評価を実施する目的

は、ハリー・P・ハトリーによれば、対内部として「意思決定」、対外部として「説明責任」に集

約することができるとされている（『政策評価入門』東洋経済新報社、2004）。

　まず業績評価の導入には前提条件として、3点ある。はじめに、成果指向型管理とは、従来の

ように事業のアウトプット（結果）について評価をするのではなく、アウトカム（成果）につい

て評価を下そうという概念である。次に、組織内分権化とは、成果指向型管理と表裏一体の関係

にあるもので、アウトカムについての責任を問うかわりに、実施する主体には権限委譲がなされ、

また少数の中間管理層の上に立つトップは明確なリーダーシップを発揮しビジョンを描くという

組織形態である。最後に、経営計画の立案とは戦略的な計画を作成するための方法論である。計

画策定プロセスは「組織体制の確立」「分析・課題の抽出」「計画策定」に大別できる。まず、計

画策定の前段階として、目標を実現するための実行部隊として推進体制を整える必要がある。次

に、外部環境と内部環境の分析をすすめ、SWOT分析を通じて資源と課題を明確化させる。以上を

踏まえて、最後に目標達成のために、戦略的に計画を策定する。

　業績評価は「事前評価」「中間評価」「事後評価」の3段から成る。事前評価では、基本方針に

基づき設定された施策に対して、アウトカム（目標）、アウトカム指標および目標値を設定する。

計画される事業はこのアウトカムを達成するためのツールとしての位置付けにある。また、事業

の有効性についても検証されることが肝要である。中間評価とは、計画の実施期間中においてア

ウトカム指標の値を定期的に収集し、比較・分析を進め、状況に応じて適切な対応策を講じるこ

とである。事後評価では、期間終了後に指標値と目標値の比較・分析を進め、成果発現の要因を

明らかにし、今後の対応や新たな計画の作成に活かすなど評価結果をその目的に利用する。

4．2．3　認定基本計画の業績評価の現状

　ここでは、碗乙・1方雛の蕎荏化を図るための基衣：的な方針および中鷹塞本諦画認宮謡講ヤニユ
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アノ〃の認定基準より基本計画の業績評価への姿勢を明らかにし、18市の認定基本計画をみていく

ことでその現況の把握を試みる。

（1）基本的な方針および認定基準

　まず前提条件では、研究背景で既に述べた通り住民にわかりやすいアウトカム（成果）を目標

に掲げる必要がある代わりに支援措置が拡充されている。計画立案では、パートナーシップ体制

で活性化に臨もうという姿勢が伺える。また、中心市街地の現況を多面的に捉え、より適切に対

処しようと努めており、計画される事業に対しては有効性を担保する認定基準が設けられている。

　業績評価では、事前評価が組み込まれたことで事業はふるいにかけられることなり、選りすぐ

られた事業が計画されていると考えられる。しかしながら、中間評価と事後評価については、簡

単に数行記述されているだけで認定基準も設けられておらず、基本計画の策定においては事前評

価を重視していることがみてとれる。

（2）認定基本計画18市

　全体としてはマニュアルの認定基準に沿ってきちんと計画が作成されており、そのことで2つ

の面を持っている。一方は良い面としては、組織体制が整えられ、分析／課題抽出をふまえたうえ

で、効果的かつ実現性の高い計画の策定がなされている。また、事前評価が導入されたことで、

過剰な数の目標が設定されている計画もなく、目標値に関しても根拠なき数値設定はなされてい

ないと考えられる。他方は悪い面として、認定基準にみたように中間・事後評価についての詳細

な記述は非常に少なく、評価測定後に比較・分析等がなされ、評価目的のために利用されるのか

という点には疑問を持たざるをえない。しかしながら、各市の基本計画を細かく見ていくと、浜

松市と長野市では市以外の第3者の評価機関が立ち上げられ、業績評価の測定が確実に実施され

ることは当然のこと、評価結果の合理性および客観性が担保されると考えられる。また、参考指

標の設定やひとつの指標に対して複数のデータソースを用意することで、より多面的、より精確

に成果を捉えようと業績評価に対して積極的な姿勢をみせる市もいくつか存在する。

　以上より、認定基本計画の業績評価の現状として、事前評価という要素が注入されたことで、

従来の予算編重型と椰楡されてきた計画策定から一歩前進したと言える。

　全体を傭日話したとき、説明責任を果たす対象と主とする資金調達先の関係がみてとれる。日本

においては納税者である住民に、MSPでは住民、民間企業を含む幅広い関係者に、例えばイギリ

スのTCMでは民間企業に対しての説明責任がその評価目的とされている。また、民間投資の呼び

込みには計画の実現性が鍵であると言われているが、民間から資金調達をしている海外事例では

実際、実現性を担保する仕組みで事業の資金に関しての合意形成も図り、事業熟度が高い計画が

策定されていると言える。

　認定基本計画の次のステップとしては、まちづくり交付金制度にみるように中間・事後評価に

関する丁寧なガイドラインの策定を進め、次に海外事例にみるように、目に見える成果の事業の

計画策定や評価指標の有効性を考慮する等の目的意識の向上が肝要であると考えられる。
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4．3バランススコアカード（BSC）による地域まちづくり事例評価の試み

4．3．1　研究の背景・目的

　横浜市保土ヶ谷区にある和田町商店街を中心に、商店街および地域の活性化のためのまちづく

り実践活動が、平成13年度に「和田町いきいきプロジェクト＊1（以下、当該プロジェクトと呼ぶ）」

を愛称として始まった。この活動は保土ヶ谷区、和田町商店街、横浜国立大学、周辺地域住民が

協働で行うものとして始まり、平成19年度で7年目を迎えている。

　まちづくり実践活動は、特に商業の活性化等については、郊外の大型商業施設等に商店街が対

抗することは非常に困難であり、活動の初動期において目に見える成果が少ないのが現状である。

そのような活動に対する評価の手法としては、活動の効果を単純に評価するだけでなく、まちづ

くりを担う各主体の能力向上や各主体間の連携による地域力向上によって、持続的な地域の発展

を目指す視点から評価することが重要である。本研究では、当該プロジェクトを取り上げ、プロ

ジェクトの良し悪しだけでなく、そのプロセスの視点等からも評価を行う評価手法を用いる。そ

れにより今後のまちづくり実践活動の評価手法についての提言を行うことを目的とする。

表1　各主体からの評価まとめ

調査主体

調査方法

評価概要

商店主

アンケート・ヒアリング

■商店街の現状

・商店主の高齢化、後継者不足が深刻化

・業績の低下

・一閧ﾌ割合で新規参入店舗

■プロジェクトが商店の業績に与えた影響

「売上が下がった」が273％に増加。しかしプロジェクトとは関係な

い評価をしている。

■商店街の協働体制と協議会の認知

協働体制について「どちらとも言えない」、「分からない」が大半を

占めているため、評価はし難い。またこの協議会の認知度があま

り高くない結果となった。

■地域内協議の不足

「和田橋緑化」。地域内で和田橋緑化事業についての協議がしっ

かりできていないことが問題が生じた要因であると考えられる。

■商店主ニーズとの乖離

「商店街ホームページ」、「子ども販売員」。商店主の求めている

ものとの乖離が生じているのが現状である。

地域住民

アンケート・ヒアリング

■全体の印象

「人のつながりが広がった」が

23，2％から39．4％と大巾副こ増

加。

■プロジェクトとの関わり

「イベント・活動等に参加した

ことがある」は、2007年では、

31．4％まで増加。

■参加住民の評価

「タウンマネジメント協議会」、

「商店街ホームページ」、「子

ども販売員」、「安全・安心の

まち宣言」を高く評価。「学

生、住民同士との交流ができ

た」」と「和田町がアピールで

きた」が主な理由。

行政

ヒアリング・報告書

■新しい政策モデルとして

地域振興政策と経済振興政策

の政策融合を横浜市の一区が

担うという意味で新しい政策モデ

ルとなった。

■商業活性化から地域まちづく

りへ

幅広い分野で商店街活性化や

地域コミュニティ形成の視点から

様々な成果が得られた。

■大学との交流事業

「和田町駅前広場整備事業」は

大学の教員の専門的な知識を

活かした具体的な提案によって

実現した事業であり、大学との協

働による成果である。

大学

ヒアリング・論文

■連携による効果

複数の主体と連携したことが、その活動

の効果を高める要因となった活動が多

い。

■住民参加による効果

まちへの意識改革や学習の場として機能

した効果がある。地域の人的資源の活用

と世代間の交流を図ることができた。

活力のある人材を呼び込めた。

■商店街内の問題

商店街内部で組合員間のコミュニケー

ションがうまく取れていないのが現状で

あった。

■実践によるまちづくりの技術面の成果

実践したからこそ明らかになったまちづく

りの技術面についての成果がいくつか

あった。

4．3．2　研究方法

　評価については、プロジェクトの主体である商店主・地域住民・行政・大学からの評価をそれぞれ

調査する。商店主・地域住民からの評価はアンケート＊2・ヒアリングに基づき、行政からはヒアリン

グ・報告書に基づき、大学からはヒアリング・当該プロジェクトに関する論文に基づき評価を行う

（表1回忌主体からの評価のまとめ）。そしてそれらの調査による評価を本研究で提案する評価手

法により整理し、その評価手法の有効性を検証する。

4．3，3　過去のまちづくり評価手法に関する研究

　過去のまちづくりの評価手法に関する研究は、a）単発事業のアウトプット・アウトカムの達

成度を評価したもの、b）総合的な計画の基本指針・目標の達成度を評価したもの、　c）事業に参
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加する主体の意識の向上を組込み評価したもの、d）主体間のパートナーシップを事業の成功要

因として評価したもの、という分類ができる。

　その中で本研究の評価手法は図1の通り、総合的な計画に対し、その達成度だけでなく参加主

体の意識レベル、パートナーシップに対する評価を組み込んだ評価手法という位置づけとなる。

灘穂瀞1総合的な計画に

ﾎする評価

P発の事業に

ﾎする評価

＝画

ア トツト・ア

ﾉ対する評価

ト ム 多加　の論
激xルに対する評価

パートナーシッ

i協働）に対する評価

図1　過去研究と本研究の評価の位置づけ

4．3．4　BSCについて4）

　本研究では、バランス・スコアカード（Balanced　Scorecard：以下、　BSCと呼ぶ）をまちづく

り実践活動、特に当該プロジェクトを評価する際に、大いに参考にできる手法として提案する。

BSCとは、近年多くの企業で導入されている企業経営のための戦略推進ツールである。

BSCは「戦略マップ」と「スコアカード」という2つの形式で表現されている。戦略マップは、

複雑な戦略シナリオを一枚の紙に明快に表現したもの、スコアカードは、個々の戦略の達成状況

を表すものである。企業の戦略を定量的な目標に展開し、その達成状況を業績評価や報酬決定に

反映させることで、戦略の着実な遂行を図るというものである。

　戦略マップは具体的には、企業の中期的な戦略「最終的な財務成果を実現するために、どうい

う顧客にどのような価値を提供するか、そのために仕事のやり方をどう変え、どのような組織能

力を高める必要があるか」、すなわち「財務」「顧客」「社内ビジネスプロセス」「学習と成長（人

材育成や社内インフラ整備）」という4つの視点に基づいたシナリオを1枚の紙に表現したもので

ある（図2）。4つの視点ごとに戦略目標があり、それぞれの因果関係は「リンケージ」という矢

印でつながれる。これらの戦略目標とリンケージでつながれた一連の流れが戦略仮説である。

財務の視点
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図2　戦略マップのイメージ
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4．3．5和田町いきいきプロジェクトの戦略目標

（1）戦略マップによる評価手法

　まちづくり実践活動では、商店街の業績向上や多額の資金を要するハード整備といった目に見

える成果というものは、初期段階では僅かなものである。しかし、目に見える成果が僅かだから

といって、その活動が評価できないというと必ずしもそうではないと考える。

　重要なのは、将来目に見える成果につながる目に見えない成果である。当該プロジェクトでは、

商店街だけでなく地域、大学、NPO等が協働で取り組んでいるからこそできたこと、和田町タウ

ンマネジメント協議会という様々な活動を生み出すための組織、大学やNPO等の各主体の能力向

上といった成果が挙げられる。

このような目に見えない成果をきちんと評価できる手法として、BSCを当該プロジェクトの評価

手法として応用する。

（2）戦略目標の抽出

　「商学交流事業　保土ヶ谷区商店街の活性化に関する研究　その1平成13年度報告書」から、

当該プロジェクトの戦略目標を抽出した。まとめると以下の10の点に絞られる。すなわち、より

よい地域づくりを目指した商店街の活性化のために、

①商店街の経済活動の経験を活かす。②周辺地域住民のユーザーの立場からの視点と率直な声を

活かす。③大学がもつ若い学生の柔軟な発想と活力、長期的な視野にたった調査と探求能力を活

かす。④行政がもつ支援のノウハウ、人的ネットワークおよび調整能力を活かす。⑤商店街、地

域住民、横浜国立大学、保土ヶ谷区が協働で行う。⑥その成果が保土ヶ谷区をはじめ、課題をか

かえている全国の多くの商店街の活性化に活かされる。⑦商店街にとって話題性を提供し、新た

な展開の可能性が開ける。⑧大学にとって、実践的な能力を養う教育・研究が可能となり、起業

家の育成に役立てる。⑨徒歩圏内の身近な地域で（商店街において）、日常生活の用が足りる。⑩

商店街において、人と人とのつながりが生まれ、保たれることによって、日常生活が豊かになる。

（3）4つの視点と戦略目標

　BSCの4っの視点を参考にし、当該プロジェクトの視点を「最終目標の視点」、「プロセスの視

点」、「商店主・住民の視点」、「主体の能力の視点」とし、上記の10の戦略目標をそれぞれにあて

はめると図3のような戦略マップとして表現でき、各視点に対し評価を整理する。

4．3．6　各視点に対する評価

（1）最終目標の視点に対する評価

　最終目標の視点に対する評価では、商業の活性化と地域の活性化がどれだけ実現しているかを

査定する。

　「商業の活性化」について；商店主アンケートで「この3年間を振り返ってどんな印象があり

ますか？（全体の印象、図4）」との問いに対し、プロジェクトの実施により「売上が下がった」
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図3　和田町いきいきプロジェクトの戦略マップ

が3．4％（H16）から27．3％（H19）と大幅に増加した。「自店の業績」は「低下している」、「商店

街の景気」は「全く悲観的である」という意見が多く、商業の活性化については、ほとんど成果

がなかったと言える。しかし商店主は当該プロジェクトの影響ではなく、路上駐車の取り締まり

強化による車利用客の減少などの影響で売上が下がったと認識していることがヒアリングによっ

て分かった。
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　「地域の活性化」について；地域の活性化として「人のつながりで生活が豊かになる」という

目標があり、アンケートの「全体の印象」で「人のつながりが広がった」との回答は、商店主で

は23．7％（H16）から15．2％（H19）へ減少（図4）、地域住民では23．2％（H16）から39．4％（H19）

へ増加している（図5）。特に地域住民からの評価が高く、プロジェクトへの関わりにおいても、

イベント・活動等に参加したことがあるという地域住民は着々と増えている。参加した住民が参加

したことがない住民よりも人のつながりに対する評価が高いことからも、プロジェクトが地域の

コミュニティに与えた成果は大きいと評価できる。
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図5　地域住民アンケート
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（2）プロセスの視点に対する評価

　「タウンマネジメント協議会」について；タウンマネジメント協議会は当該プロジェクトに関

する既往論文にもあるように、協議会という協働の場の設置によって、様々な主体間の連携が多

く発生し、その連携によって活動の効果がより一層高まった。そして協議会へ地域のNPOが参加

したことによる隣接地区への波及や、行政との関係が当初の保土ヶ谷区だけでなく横浜市各局と

の協働の定着等、協議会の影響力が高まっているものと見られる。

（3）商店主・住民の視点に対する評価

■「商店街の経済活動の経験を活かす」について；商店街組合長のリーダーシップの下、参加す

る商店主らは活動を牽引している。しかし、商店街全体の協働体制では課題が見える。商店主ア

ンケート「商店街の中での協働体制」の回答は「どちらともいえない」「分からない」があわせて

75．9％で、「各イベント・活動の評価」において「和田町タウンマネジメント協議会」を「知らな

い」との回答が42．9％である。

　この結果から商店街からの参加者が一部に限られている現状が分かる。ヒアリングでも、「活動

しているのはほとんどが商店街の役員で組合員の協力がない」と語っており、商店街全体からの

協力が少ないという現状である。

■「住民の視点と率直な声を活かす」について；地域住民アンケート「プロジェクトとの関わり」

では、「イベント・活動に参加したことがある」は6．8％（H16）から31．4％（H19）と、地域住民

の参加が大幅に増加している。

　住民参加による効果として、「コミュニティオフィスWAD＠CO＊3」において、地域に住む商業者で

はない活力のある人材を呼び込み、一般の商店主とは異なる発想で、地域に自身のコミュニティ

ビジネス活動を拡大している。また「子どもまち探検＊4」では、地域の歴史や生活に詳しい人材と

して住民に参加してもらうことで、地域の人的資源の活用と世代間の交流を図ることができた。

　そして商店主・住民に共通する評価として、商店主・地域住民アンケートにおける「各イベン

ト・活動の評価」に着目する。各イベント・活動の「（良くなかった）／（良かった＋良くなかった）

率」を高い順に見ると表2の通りである。
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表2　（良くなかった）／（良かった＋良くなかった）率

個別プロジェクト 商店主 地域住民

和田橋緑化 31．0％ 24」％

和田町駅前広場整備 29．5％ 12．5％

和田町商店街ホームページ 28．1％ 17．6％

子ども販売員 26．7％ 10．5％

打ち水大作戦 17．9％ 4．8％

いきいきボード（掲示板） 16．2％ 13．2％

公園の支柱に絵を描こう！PJ 15．6％ 5．5％

すずかぜ舗装 14．0％ 5．2％

　その率が最も高かった「和田橋緑化＊5」を「良くなかった」と回答した理由はヒアリングの結果、

植物の管理不足・地域内の情報共有不足であることが分かった。商店街組合役員が「管理体制等

について商店街・町内会で話し合ったことがない」と語っていることからも、地域内での協議が不

足していることが、この問題が生じた要因であると考えられる。このような協議不足の活動は、

より多くの住民・商店主の参加と協議の促進によって課題を解決していくことが必要である。

（4）主体の能力の視点に対する評価

■「大学の発想・探求能力を活かす」、「大学の教育・研究に役立てる」について；平成19年度ま

でに日本建築学会には当該プロジェクトに関する論文は20稿が発表されており、まちづくりの実

践による、まちづくり技術の確立等の成果がある。また当該プロジェクトは平成16年度に採択さ

れた現代的教育プログラム（現代GP）の原動力となっており、「学生参画型実践教育」として学

内外から高い関心と評価を得ている。

■「行政の支援のノウハウ・人的ネットワークを活かす」について；平成15年度に保土ヶ谷区商

学交流事業が終了した後、各活動の継続のために横浜市商学連携支援事業やコミュニティビジネ

ス活動拠点事業など活動毎に制度を利用している。協議会メンバーのNPOは横浜市経済観光局の

地域経済元気づくり事業を受託している。また保土ヶ谷区や横浜市各局からタウンマネジメント

協議会の参加も定着している。

■「課題を抱える多くの商店街活性化に活かす」について；大学と商店街が連携してまちづくり

を行っている組織が集い、情報発信・情報交換を行う「商学交流フォーラム」が平成14年度から

計3回行われ、他地域に和田町の成果を発信できたと共に、区の商学交流事業は市の商学連携支

援事業へと発展し、横浜市の他の商店街活性化に活かせている。

4．3．7　今後のマネジメントの方向性

　本研究で行った当該プロジェクトの評価では、地域振興やそのプロセス、各主体の能力の成果

は大きいが、「商業の活性化」「商店街全体のコミットメント（関わり）」が課題であると判明した。

それぞれの商店主が求めているものは当然、売り上げへの貢献が第一であり、その成果を期待し
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ているのである。そしてその成果があまり見られない当該プロジェクトに対するコミットメント

が弱いままになっていると考えられる。その解決のためには、地域振興的成果だけでなく、より

商業的成果を求める戦略への重点化が求められる。

4．3．8総括

（1）戦略マップによる評価手法の有効性

　本研究では、当該プロジェクトの「目的・コンセプト」とされていた部分を戦略目標とリンケ

ージとして整理することで、戦略マップという一つの表で傭轍できるようになった。そしてそれ

ぞれの戦略目標の達成状況を明らかにし、評価に反映することで、目に見えない成果を把握する

ことができた。今回の評価および戦略マップが協議会メンバーで共有され、協議会メンバー全員

が、戦略やその達成状況を理解することで一人ひとりの行動に対するモチベーションの向上、そ

して密なる成果の向上が期待される。

（2）今後の課題

　BSCでは戦略目標の達成状況を明らかにするため、戦略目標に見合った成果指標と目標値を設

定しているが、本研究においては、評価基準は設けているが、明確な成果指標・目標値設定がで

きていない。また当該プロジェクトの戦略目標は平成13年度の報告書を元にしたものである。こ

れらの戦略目標・成果指標・目標値は、今後BSCを用いた定期的なPDCAサイクルを経ることで検

証がなされ、洗練されることを期待したい。

補注

＊1　当該プロジェクトの活動の詳細については参考文献1），2）を参照のこと。

＊2商店主・地域住民に対するアンケートは既にプロジェクト着手時、4年目に実施し、今回で3度目となり、定

　期的なチェックを行っている。

＊3空き室を利用し地域生活者のビジネス活動等の場として活用している。

＊4子供達が地域を探検・調査し結果をまとめたものを地域で展示した。

＊5横浜市ヒートアイランド対策モデル実験事業の一環として、和田橋（帷子川）の欄干をマメ科植物種（クズ）

で緑化した事業である。
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　街活性化に関する研究」その1一その4

4）森沢徹他　（2005年1月）日本経済新聞社「バランス・スコアカードの経営」
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第5章　ビジョンの提起によるアクション型都市計画への展開

5．1住環境ビジョンの再構築をめざした論考

　人口減少・市街地縮減などの新たな課題や都市再生・地域再生などの政策課題に対応するには、

単なる制度改善やプロセス上の工夫にとどまらず、そもそも私たちがいかなる都市、市街地をめ

ざすのかについて一定の共通認識が必要である。共通して考えるべき視点や論点を整理する。

5．1．1　住環境と1まイ可か

　そもそも「住環境」とは何かについて共通了解があるわけではない。筆者が学生時代に習った

のは、住環境とは住宅の屋外環境、なかでも相隣環境や街区環境を指すもので、問題市街地はそ

の質が低くなんとかしなければならないというような素朴な説明であった。

　近年教科書として編まれた『住環境一評価方法と理論』1）では住環境を、狭義には物的な住宅ま

わりの環境、広義には社会的、経済的、文化的な環境をも含むとし、あとでみるように持続可能

性を新たな議論の柱としている。これに対して『住環境整備一心直しの理論と実践』2）においては、

（現状の）住環境概念は「個人の負担で取得すべき範囲の住宅と周辺環境」であるが、（将来的には）

「個人と社会との協働により確保される望ましい居住空間」となるかもしれないとしている。筆

者も最近の論考において、新しい住環境のとらえかたにつながる経験を紹介している3）。

　もう一度「住環境∫を定義しなおすべき時期だと思う。静的なモノとしての住環境にとどまら

ず、地区レベルの自律性や都市における持続的な「部分」の形成、周辺市街地への動的波及など

のようなダイナミックなプロセスそのものを住環境としてとらえられないだろうか。

5．1．2　良い住環境とは何か

　良い住環境を規範として考えると、いわゆる「安全性」「保健性」「利便性」「快適性」といった

古典的性能があるが、第八期住宅建設五力年計画においてに「持続性」が加えられた（保健性は利

便性に含めて考えるものとされた）。「持続性」は元の4規範とは異なり時間の概念を含んでいる。

　住環境に時間軸を含むということが「1」で示した動的プロセスを住環境に含めて考えること

とつながっている。

　より普遍的に考えるなら、ある時点で測定・評価された住環境が、なんらかの工夫によって次

の時点で良くなっていれば「良い」のであり、静的・絶対的な意味での「良い住環境」に加えて、

「住環境を良くすること」「住環境を良くすることを可能にする仕組み」などを、「良い住環境」

を考える際に本来考えるべきであったという視点である。

5．1．3　「良い住環境」とは誰が決めるのか？

　では、めざすべき「良い住環境」は誰がそう決めるのか？
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　以前より指摘されていたのだが、住環境のなかでも「安全性」のような人間の生存の基盤とな

るような基礎的性能は人類にあまねく必要なものであり、したがってある程度最低基準を客観的

に決められるのに対して、「快適性」のような高次の住環境規範はかなり主観的・個別的なもので

あって、そうした基準を定めることは難しいし適切でもない。この種の規範の場合は、例えばロ

ーカルなルール等によって目標を定めその達成をめざすのがよいと。

　しかし実際にはたとえば「安全性」と「快適性」の間に矛盾する面もあり、「安全性」も「快適

性」も合わせてそれぞれの場面のなかで総合的に解決すべきことが多い。むしろそのような個別

の場面でこそ、そこに参加する主体によって「良い住環境」の内容が決められるのが現実である。

　しかしさらに考えると、そこに参加する主体の間で何が「良い住環境」なのかについて共通了

解があるから内容が最後に決められるわけではないことも多い。例えば、デベロッパー等の供給

サイドが採算性や独自のコンセプトにより「良い」と判断した住環境は、そのデベロッパーなり

に総合的に判断した結果としての住環境であって、本当はもっと低密度にしたがったが採算性の

ためにやむを得ず超高層にしたのかもしれない。あるいは採算性の面というよりも「新しい住環

境の提案」をビジョンとして示す会社としての戦略がそうさせたのかもしれない。一方、この開

発に反対する周辺住民が「良い」と考える住環境はむしろ現在ある住環境そのものであったり、

その人が許容する一定範囲の住環境であったりする。

　そうすると、そこで調整された結果としての住環境は、いってみれば「双方が受け入れられな

いことはない程度の住環境」であることが考えられる。しかしそうしてできた個々の住環境が集

積してできた住環境は、ある意味中途半端な住環境である。

　上記の場合、折り合いがっかず紛争が長引く場合は双方にとってロスをもたらし、また、一方

のみがくじける場合にはまた別の弊害をもたらすことも考えられる。

5．1．4　「良い住環境」はルールで決められるか？

　では、「良い住環境」はルールにより事前に決められるのだろうか？

　答えはおそらく、一定部分はそうだがそれ以上ではない。まさにそこがさらに考えるべき点で

ある。

1）　時間の経過による問題

　建築協定に典型的にみられるように、最初のルールが後に足かせになるなどの場合がある。建

築協定の場合は協定期間を設けて見直すことが一般的である。

2）意味あるルールになっていない場合

　ステークホルダーの意向が必ずしも一様でなく、やむを得ず抽象的な努力規定にしている場合

が一般的である。利害が対立する場合はさらに問題含みである。

3）新たな現象が問題となる場合

　近年郊外住宅地で発生しつつある空き地・空き家は、ルールでは防止できない。あまりにその

管理がずさんで近隣に迷惑をかける場合などは一定のルールによりその改善が可能と考えられる
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ものの、例えばそこがポツンと空いていて活気が無いといった程度の抽象的な「問題」ではルー

ル化のしょうがない。むしろその何が「問題」かを明確にしたうえで、的確な取り組みをおこな

うことが必要である。

　以上をまとめると、「良い住環境」について事前にルール化できる部分もあるにはあるが、そも

そも共通認識が得られない場所ではそれも難しく、また、たとえ事前にそれができた場所でも時

間の経過により新たな対策が必要になる。その場合、それが「問題」であるとの共通認識や、と

ろうとしている対策に対する継続的なコンセンサスづくりが必要になる。

5．1．5　「悪い住環境」についての共通認識

　では逆に、密集市街地のような「問題市街地」をなんとかしなければならないとする共通認識

は本当にあるのだろうか。

　いわゆるスラムに近い場所であれば話は別だが、今日の「問題市街地」の問題は相対的である。

したがって「誰もが」問題と感じる場所はそもそも少ない。また、たとえかなりの人が問題と感

じていても、それを改善する具体的取り組みにコンセンサスを得ることは困難である。もちろん、

「この辺にまともな道路があるといいね」というくらいの了解を得て（強い反対者がいない程度の

了解を得て）地図上に道路の線を引き、それを○○地区整備計画と称することは可能である。しか

し、そのことと実際に道路をつくることとは別次元である。

　では、どのような解決策があるか。

5．1．6　小さなプロジェクトの積み重ね

　2006年度の建築学会大会（横浜）で開催したワークショップ『小さなプロジェクトの積み重ねで

災害に備える』はそうした問題意識から実施したささやかな試みであった。「いえ・みち　まち改

善事業」という横浜市独自の制度に可能性を見出すべく、小さなプロジェクトでよいから、まず

は一つ一つできることを積み重ねていこうというコンセプトをめぐって各地区の取り組みを報告

し、課題を抽出して議論した。

　密集市街地ではないが、特徴が薄く問題も多く指摘される横浜のとある駅前商店街で筆者らが

取り組んできたプロジェクトでも、その「小さな」積み重ねが実を結びつつあり、こうした方向

が間違いではないことを実感している。

　小さな「できること」を積み重ねつつ、一方でフレームワークにあたる部分を構築し、その相

互作用によって住環境の質が持続的に高まるような方法論が有効ではないか。

5．1．7　もう一度原点に立ち返ると

　「良い住環境」の実現とは、それぞれの地域における何らかの共通了解のもと、持続的な行為

の積み重ねとして地域課題に取り組み、時間軸に沿って徐々に成果をあげていく動的プロセスそ
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のものである。

　その際、いかに小さな取り組みといえども積み重なれば大きな成果となりうることを再度認識

すべきであるし、実際、どのような主体であれ不断の行為によって住環境に関与しているのだか

ら、一つ一つの行為が全体としてのプラス、すなわち地域価値の向上につながるようなシステム

をマネジメントできればよい。

　そのような結果を生むためには、それを可能とするフレームが必要であり、そこに制度等が登

場することになる。

1）地域価値の向上という視点

　フレームの第一として、住環境の向上は、実は地域価値の向上という大きな目標のもとに行う

べきことがある。局所的な物的住環境が（ある時点で）良いだけでは地域価値が高いとはいえず、

結局財産価値も高いものにならない。地域価値の向上は一見遠回りのようにみえるが、実はそう

したフレームがしっかりしていてこそ個別行為に意味が生まれるし、逆に地域価値向上につなが

る「小さなプロジェクト」は公共性を持ち得るのである。

2）評価サイクル

　その地域価値も、そうと認識しなければ人々に共有されない。そういう意味で地域価値の測定・

評価が不断になされていることが重要である。狭義の意味では地価がそれを表す代表的指標であ

るが、むしろ構成員の満足度が高いことなどローカルに意味を持ち共有できる指標を開発して、

住環境を持続的に評価し、「小さなプロジェクト」の積み重ねがその向上につながるようなサイク

ルをつくることが重要である。

3）情報公開

　そうして評価された地域情報、あるいは評価方法そのものは公開されることにより市場へのシ

グナルとなると同時に、地域住民が日々の行為をおこなううえでの指標となりうる。

4）意味ある計画づくり

　単なる「こうしたい」という計画ではなく、実行でき、しかもそれにより確実に地域価値が向

上するような質の高い計画を策定すべきである。実行できる計画とは、関係者のコミットメント

が得られる計画であり、だからこそ計画策定に各主体の参画が必要である。矛盾する目標は場合

によっては議論によって、また別の場合には補償などの仕組みによって調整すべきである。

5）縦割りの克服

　住環境には実は多岐にわたる行政が関係している。もちろん国土交通省分野の施策も関連する

が、福祉、環境、市民、財政等の諸分野をうまく横つなぎする必要がある。行政はある意味縦割

りにしないと業務が行えないので、むしろ地域の側の住環境向上のためにうまく行政を使う力を

つけることが必要である。もちろん行政のほうでも、場面場面での総合化が円滑に行える組織的・

制度的改善を積極的におこなうことが必要である。

6）デザイン力

　住環境が良いことには、デザインが良いことがかなり含まれている。デザインには力があり、
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良いデザインにより地域価値は高まる。良いデザインとは、今の5）との関係でみれば、縦割りに

より分断されがちな、あるいは効果のあがらないさまざまなプロジェクトを現場において調整・

推進し、住環境を維持・管理する主体にうまく引き継いでいくことであるともいえる。

7）地域力

　良い住環境づくりのフレームができてくると、ある程度自然に個別の行為が良い結果につなが

るようになる。マンション紛争なども新たなルールを設けることなどにより事前に防止できるか

紛争の程度を低減させることができるだろう。しかし、さらにローカルな「良い」住環境をめざ

すためには地域力の向上が不可欠である。

5．1．8住環境ビジョンの意味

　最後に、なぜ改めて「住環境ビジョン」（の議論）が必要なのかにつき整理してみる。

　第一に、ビジョンは思考のフレームを与えるものだからである。デザインが総合的であるよう

に、ビジョンも総合的であるがゆえに有効である。たとえば人口減少時代の郊外市街地の諸問題

を解くには、個別の施策を並べるだけでは不十分だろう。施策相互がからみあっているので、む

しろそれらを一括して解くようなモデルが必要ではないだろうか。モデルは一度に見つけられる

わけではないが、繰り返しモデル化して考え、時間の経過とともに修正するようなプロセスが必

要である。

　第二に、ビジョンは先に述べた7点の取り組みの多くを総合的・効果的におこなうためのきっ

かけになり得るからである。取り組みがバラバラでは効果も薄い。

　第三に、ビジョンはコミュニケーションのための道具になり得るからである。専門家同士の議

論ばかりでなく、市民同士の議論や行政と市民の議論など、ビジョンを媒介にして私たちが真に

欲している将来像を明確にし、それぞれがコミットメントできるようなビジョンの獲i得が急がれ

る。

　筆者の注目しているビジョンに関連して、ニューアーバニズムとアーバンビレッジについて少

し述べ結びとする。

　タレン（2005）4）は、ニューアーバニズムは全く新しい思潮というよりも、アメリカがこれまで開

発してきた4っの流れを汲む新しい動向だとみる。地域主義、漸進主義、計画されたコミュニテ

ィ、いわゆる都市計画の4つである。ボイル（2006）5）は、最近のこうした動きを「都市のコード」

の組み換えの観点から説明している。特に最終章に示されたリ・コードの具体例はインフラ整備

から建築規制まで幅広く、私たちがこれから新しい住環境ビジョンを考えるためのアプローチを

示している。こうした流れを汲む「アーバンビレッジ」は筆者の注目するビジョンであり、横浜

をモデルに提案を行っている6）。さらに本年度は具体的な流域圏や鉄道沿線を対象としたアーバ

ンビレッジ提案を行おうと研究会をスタートさせた。

　住環境ビジョンに関する議論が活発化し、提案がなされ、実現に向けた取り組みが各地ですす
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むことを期待したい。
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5．2アーバンビレッジによるアクション型都市計画システム

5．2．1　アーバンビレツジとは

　アーバンビレッジは、バブル崩壊後の1980年代末期から90年初頭にかけて提起された新しい

都市づくり運動で、同時期に発生した北米におけるニューアーバニズム運動と思想的・社会的・

技術的に重なる部分が多い。その後10年強の実践を経て、アーバンビレッジというコンセプトは

各国にひろがりをみせている。

　アーバンビレッジは基本的には広義の「ニュープーバニズム」の流れとして捉えられ、近代都

市計画を批判しそれを乗り越えようとする試みの1つと位置づけられる。ジェーン・ジェコブズ

の思想にルーツの1つがあるといえる（なお、E．　Talen（2005）はアメリカにおけるニューアーバニ

ズムを4つの流れの現代版としてとらえており興味深い）。そうした意味ではアメリカ発の概念と

もとれるが、実際に「アーバンビレッジ」という概念を運動として明確な形で展開した点に着目

するとイギリスが発祥の地といえそうである。

　1989年に発表された「AVision　of　Britain（＝文献1）」はチャールズ皇太子が国民にむかって

問題提起したその出発点である。その後チャールズ皇太子は空間づくりに関係する各界のトップ

に呼びかけて「アーバンビレッジグループ」を結成。1992年にはその思想をまとめた「Urban

Villages　－A　concept　for　creating　mixed－useurban　developments　on　a　sustainable　scale　（＝

文献2）」を発表した。10年の実践を経て2003年には「Urban　Villages　and　the　Making　of

Communities（＝文献3）」（Peter　Nai1編著，　Spon　Press）により成果が集大成されている。およそ

ここまでをアーバンビレッジ第一期と考えてよいだろう。この頃を境として、アーバンビレッジ

が実践された各地ではそれまでの成果を振り返ったり、実績を踏まえて第二期の計画を立てる等

の動きがある。

　この間、アーバンビレッジというコンセプトは各国に波及し、さまざまな形で実践されるよう

になっている。内外の報告例を簡単にまとめてみる。

　最も体系的に「アーバンビレッジ」の実態をレビューしたのがタイトら（2002）である。この研
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究はアーバンビレッジ実践の10年間を節目として、イギリス国内でアーバンビレッジと名乗る

55件を地方自治体へのアンケート調査により特定してその実態を調査・分析したものである。イ

ンナーエリアに事例が多いなどの特徴は見いだせたものの、その規模は1ヘクタールから300ヘ

クタールとばらっくなど「これ」といった特徴が見いだせず、むしろ多種多様であることがわか

った。そして、それぞれの地域のニーズに対応しながらアーバンビレッジというコンセプトが適

用されていると見るべきだと結論づけている。さらに翌年の同グループによる研究において、ア

ーバンビレッジというコンセプト自体が社会に定着するかどうか疑問であり、実際にケーススタ

ディーしてみた3事例からは、理想像としてのアーバンビレッジと実際との間に相当なギャップ

があることを指摘している。

　前者の批判については、「都市再生」や「サステイナブル」などの都市計画用語はいずれもその

ような運命にあるのであり、むしろそうした生きた言葉を使わなければ現実の都市の課題をうま

く伝えられないと考えるべきだろう。しかし同時に計画コンセプトとしてはできる限り普遍的で

応用範囲が広く馴染みやすいものである必要があるといえる。

　後者の批判については実際ネットを検索するとわかるのだが、アーバンビレッジというブラン

ドカに期待した単なる不動産広告的なもめも多数ある。しかしどれが「真の」アーバンビレッジ

かなどと考えてもあまり意味は無い。わかるのは上記文献3に掲載されている諸事例はオリジナ

ルのメンバーにより選定されていることくらいである。むしろ本書では世界中のアーバンビレッ

ジを調べ尽くすというような姿勢は放棄し、文献3を手がかりにしながら他の情報媒体を使って、

とりあげるに値するアーバンビレッジの実践事例を20件選定した。

　国内ではこれまでアーバンビレッジの体系的な紹介はなされていない。太田勝敏編（1998）、佐

藤（1998）によってシアトルやサンフランシスコなどの米国の事例が紹介されたあと、2000年代に

入ると松永により英国の実践事例の評価がいくつかなされた。住宅総合研究財団でもシンポジウ

ムをおこない、おもに建築学の観点から議論がなされている。実際の提案としては有賀（2002）が

名古屋都心部を対象におこない、事業事例として藤本は宇部中心市街地の再生事業にアーバンビ

レッジのコンセプトを用いている。しかし「コンパクトシティ」「スマートグロース」などのコン

セプトが次から次へと世界から発信される現実のなかでアーバンビレッジをしっかり掘り下げた

ものは無く、文献3を手にした者以外はアーバンビレッジの実態は把握されていないものと考え

られる。本書では文献3の情報に加えて広く実践事例を多面的に分析し、アーバンビレッジの全

体像を把握することを1つのねらいとしている。

・Tait，　M．，Biddulph，　M．　and　Franklin，　B．（2002），Urvan　Villages－AConcept　with　mixed　use？，　Town

and　Country　Planning　2002．9，　pp．229－231．

5．2．2　なぜ日本でアーバンビレッジなのか？3つの説明

1）新しい市街地ビジョンの必要性

57



　「都市化社会」には市街地が外へ外へと拡散し、ほとんどの市街地は相互になんら関連が無く、

土地利用にも計画性は無いのが実状である。これまでは成長を前提としたいたためそうした現状

が大きな問題とならなかったが、「都市型社会」を迎え、日本では高齢化と少子化そして人口減少

が並行して進行することが予想され、既に地方の中心市街地や大都市の郊外住宅地等で実際に問

題が拡大している。

こうした状況に対して「減築」のような縮小型の市街画像が語られることが多い。しかし、需要

が減るから市街地を減らしたり庭の面積を広げてゆったり住めるという発想は、実際の市街地に

起こっているさまざまな問題を解決する手だてとはなっていない。むしろ市街地が縮減し方向性

をもたない「都市型社会」における積極的なビジョンが求められていると考えられ　アーバンビ

レッジだけがその解決策できないものの、こうした市街地再生を指向したビジョンとしてアーバ

ンビレッジには大きな可能性がある。

2）新しい計画論・計画ツールの必要性

　都市計画マスタープランが制度化され、地域別構想も含めて全国で計画づくりが行われてきた。

しかし一般にそれらは、「都市型社会」における有効なツールとはなりえていない。その原因の第

一は、それらの計画があまりに一般的で、静的で、さまざまな課題に柔軟に対応できない点にあ

る。行財政がしっかりしていればまだ話は異なるが、今日の地方財政は脆弱で、行政も市民のカ

を借りなければ仕事が成り立たないなかでは、「こうしたい」と描かれたプランは動かない。

　こうした状況に対して「地区プラン」「地区詳細計画」のような形で計画を詳細化しようとする

考え方がある。しかし、そのような方向も方法論を踏み違えると動かないものになる。

　市街地が縮減し方向性をもたない「都市型社会」における計画論は、そうした「縮減」の動き

を積極的なきっかけととらえ、そのきっかけを活用しながら地域課題を総合的かつ創造的に解い

ていくものでなければならない。新しいタイプの近隣計画やアクション計画が必要とされている。

そうしたものの1つとしてアーバンビレッジの計画論がある。アーバンビレッジの計画論では「縮

減」だけがきっかけではない。むしろ「成長」のコントロールや「再生」へのアクションを能動

的に組み込みながら、それぞれの国・地域の実状に応じて適用することが可能であるし適切であ

るような広い計画概念である。

3）新しい地域主体の必要性

　たとえば郊外住宅地の制御手法としての建築協定には建築協定運営委員会が協定の運営主体と

して法定されているが、実際の建築協定ではそうした組織が無いかあっても活動していない場合

が多い。逆に、運営委員会と自治会との連携がうまくとれていないと活動自体がうまくいかない

ケースが多い。また、違反建築是正といった権力行為の重荷に運営が困難となり、近年では地区

計画へ移行する地区も多くなっている。しかし地区計画では運営主体が地方自治体となってしま

うので、地区での運営主体がいなくなることになる。こうして自治会だけが地域に責任をもつ主
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体になりがちであるが、一方で近年ではさまざまなNPO等との活動もさかんになってきており、

これといった定式化がなされているわけではない。

　一方、「まちづくり協議会」と称される地域まちづくり組織がここ20年前後で多くなっている

が、これとて唯一の地域まちづくり主体であるとはいえない。

　アーバンビレッジは、こうした状況に対しあるエリアをそうした新しい計画コンセプトでマネ

ジメントするための有効な手がかりであると考えられる。一般にはさまざまな公民パートナーシ

ップが形成・構成されてプロジェクトごとに最も効果的な形でコラボレーションが積み上げられ

ていく。むしろそうした創造的な試みを「見守る」主体が重要になるとはいえ、合意形成や意思

決定のための「まちづくり協議会」だけでは新しい課題に対応できない。

　以上のようにアーバンビレッジというコンセプトは、人口減少・市街地縮減という新たなフェ

ーズに入った日本の都市において、ビジョン、計画ツール、マネジメント主体の3点をセットで

構想することではじめて有効となる重要な計画概念であるとまとめることができる。

5．2．3　どのような市街地でアーバンビレッジは有効か？

　引き算的にみると、いまだ成長しており何も問題の無い安定した市街地にあえてアーバンビレ

ッジの概念を持ち込む必要はないし有効でもない。

　むしろフェーズが変わって不安定となり、方向性を打ち出せないまま課題が出始めているよう

な市街地に適していると考えられる。その1つは成長都市における成長管理政策として行うもの

で、アメリカ・カナダの西海岸等で実践されている。もう1つは縮減型・停滞型市街地に対して

再活性化戦略として取り組む場合にも有効である。これまでの実践例では主にイギリスの都心近

傍市街地で多く試みられている。

　わが国において考えると、人口減少時代の再活性化戦略として特にこれから有効になると考え

られる。横浜を例にあげると、衰退傾向あるいは不安定化のみられる旧都心部、活力低下のみら

れる近隣商店街を含む地区、高度成長期に大量供給され近年衰退傾向がみえはじめた郊外住宅地

が典型的である。

　横浜の旧都心部は「関内」と呼ばれ、新興勢力の横浜駅周辺地区やみなとみらい21地区に押さ

れて地盤沈下が進んでいる。かつての栄光はその豊富な歴史的建築物等にうかがわれるものの、

一方でMM21線開通を契機として高層マンションが無秩序に林立しはじめ、いくらかのルールづく

りや個別ビジョンがあるとはいえ明確な方向性が打ち出せないままである。

　横浜の近隣商店街を含むかつての地域は、全国的にもぞうした傾向がみられるように近年衰退

傾向にある。「近くのスーパー等に客を奪われて」という要因とともにインナーシティ対郊外の図

式のなかでのインナーシティの落ち込み（人口も経済も）、さらには地域コミュニティ（絆）の弱体

化がある。こうしたなか、商店街活性化のための補助メニューなどさまざまな旧来型行政施策は

あるのだが、いずれもあまり効果が無い。旧来の思考にとらわれない新しい構想が求められてい

る。
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　横浜の郊外住宅地でも課題が出始めている。もともと郊外はリッチ層の象徴であり建築協定も

全国一多く締結されてきたのだが、近年、その郊外に衰退の兆しが明確になりつつある。空き地・

空き家が増加し、高齢者が1人残されて生活に困難をきたし、気づいてみれば自動車依存の市街

地で公共交通も貧弱である。個別メニュー方式ではない新たな地域ビジョンが求められている。

　また、応用として以下のようなアーバンビレッジのアプローチも考えられる。今回は提案の対

象とはしていないが、ちょっとした工夫でアーバンビレッジを構想することが可能である。

　第一は市街化調整区域の見直しの議論との関係である。線引きをどうするか、市街地整備をど

うするかといった個別の観点だけではなく、ある意味、住宅地とその周辺の調整区域をセットに

したようなアーバンビレッジのビジョンがあってもよい。いわば線引きの見直しが都市レベルの

マクロなテーマとすると、アーバンビレッジによるミクロな新しい生活圏再編ととらえるもので

ある。横浜市でも本格的な見直しが検討されているほか、横浜国立大学においても羽沢地区をフ

ィールドに研究会をスタートさせている。

　第二は団地再生との関係である。ある意味、郊外住宅地の再生と同様なテーマといえる。また、

団地が郊外住宅地の中にある場合などは両者を含めて考えることが有効である。あとで整理する

ように、マンチェスター市（英）のヒューム地区では既に団地再生を「アーバンビレッジ」で行い

つつあり、グラスゴー市（英）のクラウンストリートでも同様な試みがなされている。

　第三は臨海部の工場跡地等の新規開発におけるアーバンビレッジの導入である。欧米の経験で

はそうした事例も多数みられる。マルメ市（スウェーデン）の港湾部でそうした事例が進行中であ

る。

5．2．4　海外における実践事例

　『Urban　Village　20の実践事例とモデル提案』（2007、横浜国立大学都市計画研究室）で分析し

た海外での20事例の特徴をまとめたのが次ページの表である。

　そこであげた20の事例はあくまで事例であり、しかも海外の事例である。これらも参考にし

つつ、さまざまな課題に直面する日本でアーバンビレッジを活用する方法を考えてみる。あくま

でこれまでの成果や方法を否定するものでなく、新たな方法を模索するものである。
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表　海外におけるアーバンビレッジ事例

事例 注目点 日本での活用イメージ
歴史活用 産業再生 新産業卵孚化

本術●文化士1 V　住　宅　供　給　1

閣コ
ｫ強化

ンペ開催

デノレ

普閥
阮ｶ　導

a．ジュエリークオーター ◎10iO OlO　l　l 5 ○ 産業再生とからめる

b．リトルジャーマニー ◎l　　l　iO｝ ○ 建物ストック活用

　o　　　　　“メDテンフルハー ◎ Oi◎80 1◎ ○

歴史や産業、空間的特徴を活

ｩして生き生きしたビレッ

Wを形成都心近傍等への住

﨟iSOHO含む）供給とからめ

驕B公は基盤整え民間投資喚

N。

まちづくりコンペ実施

d．キングスハ．ディナ ○ ◎8 10 ○ 新産業のインキ・へ㌧ション

e．ハ㌧ルディストリクト ○
L

ρ｝○ ○ アーラィストが住むビレッゾ

f．クラウンストリート i　l　｝　i◎；　i　l　i 公的住宅団地を建替えオープンな街並み形成

g．Bo1住宅博覧会 i◎｝◎…Oi◎…　i　l　iO 大規模工揚跡地等で実験的な市街地形成
h．ランダルシー 旧産業用地再生

i．アブ．トン …　　　…　i　…　iO 計画的都市拡張

j．ハ．ウンドベリー …　i◎i　　，　iO　　　　　　…　　　　…

ア「・・“ンビレッゾのコンビプトでマスター

vランを描き、ルームワークプランに

謔韈[方金刊乍成、御各や集

㈹`式等に新しい思想・技術

�謔闕桙�ｾデザインガイドに

謔闥i階的開発。

計画的都市拡張

k．キノレクスデイクフェルド
　l　i　i◎i　　　　iOl　　　　i　　　i　　　　i　　　　　l　　　i

2段階コンペ実施

1．ニューイントン

・i◎ii…i イベント型都市開発

m．ハ“ 塔Nーハ㌧大都市圏 …　　iOi　　iOi◎ 系統的にゾーニングを見直す。新ゾーニング

n．シアトル市総合計画 iOi　　iOiO 都市全体にアーバンビレッジ戦略立案
o．マートン区 iOi　　iOiO マスタープランでアーバンビレッジ戦略
P．シドニー市 Oi　　　　　　　　　　　iO 特徴ある居住地をアーソ・“ンビレッジとし特徴強化
q．西オーストラリア州 i◎ 開発誘導のためのがイドをもつ

r．ロンドン郊外部 iOi　i◎iO 郊外部再生戦略としてのアーバンビレッジ
s．ウォルハ㌧ハンフ。トン ◎i　　　iOi◎iOi　　　iO 中心市街地活性化にアーバンビレッジ
t。マンチェスター市 Oi　　　　i◎i　　　　iO 元気の出ない市街地全般をア「ベンビレッゾで再生

5．2．5　日本での応用

ケーヌ：1台般的な地方都市の場合

　中心市街地の活力低下が深刻な地方都市をまず想定してみる。中心市街地といっても多様性に

富み、置かれている状況もまた多様である。また、政策範囲をどこに設定するかで計画の組み立

てもさまざまである。

　最も一般的と考えられる地方都市の中心市街地を想定すると、例えば事例s．ウォル’、㌔ハンプトンが注

目される。この事例では大枠として中心市街地にアクションプランを策定し、その中の主要プロ

ジェクトとして4箇所のアーバンビレッジを定めている。各アーバンビレッジにはテーマがあり、

そのテーマのもとで整備・開発・保全事業をきめ細かく展開しているが、いずれも居住機能の開

発・再生を重視しており、その実現により効果もあらわれている。アクションプランの側でトラ

ムの延伸計画やショッピングセンターの拡張計画などを並行して進めており、全体としてみると

目に見える効果があがっている。日本でもアーバンビレッジ候補となる場所は無いか。テーマは

何か。保全か整備か開発か。どのような居住が想定されるか。それぞれの都市に合ったユニーク

61



な事例を期待したい。

　都市拡張例としてはパウンドペリー（j）が目を見張る。ドーチェスターという小都市に隣接して、

この小都市には不釣合いとも思えるアーバンビレッジを段階的に建設している。日本との違いは

都市が完全にコンパクトにできている点である。従って小都市の割に中心商店街はにぎやかであ

り、まさに既成市街地に接続してアーバンビレッジを順次付加している。いずれ新たなショッピ

ングセンターがアーバンビレッジ内に建設される予定であるが、広大なクリケットグラウンドも

用地として姿をあらわしているなど「理想的な」マスタープランのもとに計画が進行している。

人口増加が見込めない日本では直接参考にならないかもしれないが、コンパクトシティーの意味

を考えるうえで貴重な実践例である。

ケー「塔2　政令指定都市・県庁所在都市の場合

　政令指定都市・県庁所在都市になると中心機能も多様化し、また用途混在状況や事業投資の状

況も多様かつ複雑だろう。そのような場合には中心市街地の範囲からは切り離して、あるいはそ

うしたジェネラルなテーマ設定とは切り離して、その場所固有の計画を考えることも有効である。

a．シ’ユエリークオーター、b．りWヤーマニー、　c．テンプル’、’一、　d．キンゲスパテ◆イナはそれぞれ中心市街地のフリンジに位置

し、独特の個性をもっている。少なくとも「基盤整備が必要」「密集を解消すべし」といった単な

る近代都市計画のボキャブラリーで地区の個性を消そうとしていない。それどころか、グレーの

単調な雰囲気の漂う工場倉庫街を、「資源」の面からとらえて再生しようとしたり（a）、ゾーニン

グ規制を大幅に緩和して混合用途を奨励する（d）など、明らかに新たな方向をめざしている。過去

からの流れに逆らわず、しかし何を残し何を付け加えるか、それを誰がどのように行うかを真剣

に検討し、それぞれの国・時代の制度や社会経済条件のなかで広義の技術的方法論を現実的に組

み立てている。日本の各都市でも、そのような場所があるのではないかと、真剣に都市を見直す

ことが必要である。横浜においても第二部で検討する関内という範囲のフリンジ部分あるいは一

皮外側には最も横浜らしい多数の「ビレッジ」がみられる。野毛などは横浜のテンプルバー（c）か

もしれない。ウルムルーやサリーヒルズなどシドニーCBDを取り巻く特徴的なエリアをアーバン

ビレッジに指定する方法（p）も有効だろう。［巻末のスタディー地区のうち関内地区はこのレベル

のスタディー例である］

ケース3　巨大都市の場合

　巨大都市ではさらに異なる方法論も重ねていく必要があるかもしれない。例えば東京や横浜で

は、基礎的生活圏をアーバンビレッジととらえるような方法（r．ロンドン郊外部）や、都市構造再編（都

市再生）の視点からみてアーバンビレッジの配置をマスタープランに位置づける方法（n．シァト肺総

合計画）が有効である。

　前者は特に、20世紀に蓄積してきた「郊外」の問題を解決する1つの有力手段である。そこで

はまず、ロンドン計画でもそうだったように「郊外」の実態と課題とおおまかな長期ビジョンを
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検討し、個別居住地レベルと「郊外」という全体性そのものへの対処戦略を構築すべき時期であ

る。郊外地への対応方法をまとめた「ツールキット（r）」も方法論として注目される。

　後者はシステマティックにプランニングすれば都市再生のための真のマスタープランになりう

る。ゾーニングの発達した北米都市と同様に日本でも都市全体の密度構造や機能配置は用途地域

を主要なツールとして定めているから、しっかりした現状分析のうえに新しい都市構造を「発見」

したり「創造」できるかもしれない。ロードサイドビジネスの進展を単に問題扱いするのでなく、

新たなアーバンビレッジ形成の核として都市郊外部に位置づけそれらを連結した新都市を描くよ

うな新しい都市計画もあるかもしれない。あるいは工業機能が抜け都市全体の構造が見えなくな

っているような都市では、トラムの導入とアーバンビレッジの設定を戦略的に行うことが有効で

ある。マンチェスター市（t）でもそのような脱力的な時代にトラムが提案され郊外部と都心部が強

力に結合されてイノベーションが起こったのである。実はウォルバーハンプトン（s）もトラムによ

ってバーミンガムと強く結合されたことでシティーリージョンを形成し、単なる一地方都市では

不可能なライフスタイルを実現している。こうした新結合によるイノベーションは大都市内部で

も可能である。特にこれまでアクセスの希薄だった（特に公共交通の面で）郊外拠点同士を結びつ

けることにより沿線全体の価値を高めることができる。ロンドン南部のマートン区（o）はウィンブ

ルドンタウンセンターを隣接区のクロイドンタウンセンターとトラムで結びつけてこうした効果

を確かめている。

　やや交通面に話題がそれてしまったが、アーバンビレッジの用途構成面や形態面に注目するな

ら、新たな用途地域を創造し大胆にゾーニングマップを変更しているバンクーバー（m）が参考にな

る。バンクーバーではこれまでの都市開発があまりに低密度で拡散してしまったので、都市内部

をもっと高度に利用すべきと考え準郊外部の密度を戦略的に高め、同時に新たな集合形式を誘導

する新ゾーニングを定めて順次適用しているものである。実はバンクーバーも市電が走っていた

時代には、当時の郊外部にキツラノをはじめとする多くのアーバンビレッジが形成されていたの

である。こうした市街地では商店街が身近にあり閑静な集合住宅地の中で海や山の大自然をなが

めながら快適な生活を送ることができた。今でもそうした場所は人気が高くそのような生活がで

きる。しかしその後、車社会を前提とした市街地ばかりが拡散してしまい、人口が増加するなか、

バンクーバーという都市圏が多様なニーズに応えられなくなりつつある。また専用ゾーニングは

社会的排除の原因にもなっている。環境面でも車依存の消費型都市はサステイナブルでない。ア

ーバンビレッジ戦略（当人はそのような名称を使っていないが）はそのような文脈でおおいに有効

なのであり、そもそも北米のニューアーバニズム運動の出発点はそのようなものだったといえる。

　日本の大都市は何が課題なのだろうか。アーバンビレッジが有効なのはどのようなレベル、方

法においてであろうか。本報告書の参考資料として、筆者らが行なった横浜におけるスタディー

結果を掲載しておく。
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第6章これからの都市計画マスタープランと計画マネジメント

6．1地区の構想をめぐる近年の動向

6．1．1　近年の都市の動態と地区の課題

　都市は常に変化している。20世紀の近代都市計画の主要な役割は、郊外へ郊外へと広がる都市

の動きに対応して新たにできる市街地を計画的に誘導し、少しでも質の高い都市空間を付け足し

ていくことだった。日本の都市も例外ではない。1960年頃まではコンパクトにまとまっていた市

街地がその後急激に拡大し、ニュータウンの建設や大小さまざまな開発によって計画的な市街地

がつくられた。ただし、その隙間には「スプロール市街地」と呼ばれる広大な非計画的市街地が

ひろがり、必ずしも計画通りに事が運んだわけではない。

　21世紀に入った今日、郊外へと向かう流れにもかつての勢いが無くなり、既成市街地への関心

が高まっている。2000年の都市計画法改正においても「都市化社会」から「都市型社会」への移

行が強調されたし、「大都市のリノベーション」や「都市再生」がキーワードとして語られるよう

になった。これらに共通するのは、第二に、既にできあがった市街地が中心テーマになっている

こと、第二に、対象となる市街地を物的な面からみるだけでなく、「リノベーション（renovation＝

刷新）」や「再生（＝regeneration）」のような経済的・社会的・文化的な面からも注目している点

である。

6．1．2地区を構想する主体の変化

　ところで、こうした時代状況の中で、地区の将来を構想するとはどのようなことだろうか。

　最も単純な理解としては、ある特定のまとまった土地があり、そこが自由に使えるとの前提で

設計図を描き実現するというものである。例えば、東京郊外の多摩ニュータウンでは区域指定し

た土地を行政がすべて買い上げ、その土地をどう整備するか、団地をどう建てるかの設計図を描

いて、それに従って造成・建設作業を行い、できたものを分譲したり賃貸してきた。民間の大手

ディベロッパーにもぞうしたパワーをもつものも現れた。

　しかし、こうしたいわば「フリーハンド」の方法は今日例外的なケースでしかない。むしろ一

般には多数の地主や住民相手に構想を示し、さまざまな意見を採り入れ希望を調整しながら、都

市工学に関連する技術や制度を駆使して、かなり時間をかけて成果を出していくのが一般的であ

る。

　この理由をいくつかに分けて考えてみる。まず、郊外の新市街地であればともかく、既成市街

地となると土地も細切れで複雑にからまっており物理的に困難が多い。また、土地が細切れとい

うことは地権者も細切れであることを示しており交渉に時間がかかる。第二に、行政に財源は乏

しく、高額になった大規模な土地を買い上げて自由に設計するというような方法が一般には難iし
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くなった。都市計画を中心的に担ってきた主体が相対的に弱くなったのである。第三に、戦後の

高度成長期のような均質で大量の需要がなくなり、何かをつくればすぐに借り手・買い手が現れ

るような時代ではなくなってしまった。住宅需要が典型である。また、オフィスビルでは求めら

れる機能の高度化一一一例えばOA化一一一がめざましく、一度ビルを建てれば終わりという安易な方法

が通じなくなってきた。

　まとめると、それまで行政主導で行ってきた都市工学が通じなくなり、成長してきた民間ディ

ベロッパーや、意識が高く個別ニーズをもった住民等のさまざまな力や知恵や希望を結集し、早

い時代変化に対応しなければ生き残れない時代になってきた。地区レベルの計画を立て事業を実

施する場合にも、これら関連主体が連携する「パートナーシップ」が必要とされる時代に入った

のである。

6．1．3地区を構想するための方法

　以上のような背景の変化によって、計画論あるいは計画理論も大きく変わりつつある。以下、

対比的に描いてみる。

　かつての計画論では、さまざまな指標によって地区の課題や開発適地を抽出し、それぞれに適

した整備・開発・保全の方針を立案して、その実現に向けて主として行政が働きかけるというヒ

エラルキー的・個別的・一方向的な考え方だった。都市レベルの計画を受けて地区ごとの計画が

あり、さらに街区があり．．．といったように。地区の位置づけにあたっては、必要性（問題の大き

さや緊急性など）と可能性（ポテンシャル、熟度など）の検討を行い、必要性のあるところの可能性

を高める方向で・可能性細るζころはそれを円滑に進めるといった方法である・

　これらの方法は今日でも決して間違ってはいない。実際、各種のマスタープラン策定過程では

このような方法がとられる場合が多いし、誰がそれを行うかという点を除けば、考え方として通

用する。しかし本章の主要テーマである地区レベルの計画を具体的に構想し実現するためにはそ

れだけでは不十分である。誰が、何に働きかけ、どういう手段を使って計画するかが問われてい

るのである。

　今日では、都市全体のマネジメントの観点や、テーマをもった計画、可能性のある場所を示し

専門家や投資家に呼びかけるための計画など、さまざまな計画方法がとられるようになっている。

　そこで次節ではまず、成長管理的な方法で地域のマネジメントを行った事例としてマンハッタ

ン（ニューヨーク市）のミッドタウンゾーニングを、アクション計画的な発想で歴史的都心部の整

備を進めているエジンバラ市の中心市街地をとりあげ紹介するとともに、地区レベルの計画論に

ついて考える。6．3において計画方法論をさらに一般化したあと、いくつかのアクションを中心

とする計画タイプを6．4で整理する。

6．2　地区の計画をマネジメントするさまざまな方法
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6．2．1成長管理計画．＿．マンハッタンのミッドタウンゾーニング

（1）その背景

　ニューヨークマンハッタン島の中央に位置する「ミッドタウン」は、かつてワールドトレード

センターのあった「ロウアーマンハッタン」とともにニューヨーク市のCBDとして繁栄してきた。

　しかし「ミッドタウン」内部にもさまざまな地域があり、イーストサイド側には開発が集中し

て過密状態となっていたのに対し、ウエストサイド側では1970年代の不況により衰退が進んでい

た。

　一方、ゾーニングを都市計画の基本ツールとしてもつアメリカの中でも先進的なニューヨーク

市では、デザイン・コント戸一ル手法として1960年代以降にゾーニングを駆使した結果、その複

雑化が進み、またその運用面でも行政の裁量が増大して問題となっていた。

（2）ミッドタウンゾーニングの内容

　そこで提案されたのが「ミッドタウン開発計画（Midtown　Development）」（1981．6）である。また、

これを受けてゾーニングが改訂され、「ミッドタウンゾーニング特別地区」が1982．5に施行され

た。具体的な方針とそれに伴うゾーニングの変更点を「成長管理」の観点からみると以下の4点

である。

ア）イーストサイドを「安定化区域（stabilization）」として定め、容積率上限の切り下げを行っ

た。また、それまでの各種優遇措置を廃止し、過密改善のため歩行者環境の改善措置を組み込ん

だ。

イ）ウエストサイドおよび地区南部を「成長区域（growth）」として定め、南北軸であるアベニュ

ーに沿った容積率の上限を従来の1500％から1800％にアップした。ただしこの緩和措置は6年間の

期限付きであり、時間が経過したら再びもとの1500％に戻すこととした。なお、東西軸であるス

トリート沿いは従来通りの1000％またぽ1500％のままとした。また、免税措置や地区環境整備によ

って投資や開発を誘導するものとした。

ウ）ブロードウェイ周辺の既存劇場や歴史的建造物（ランドマーク）、近代美術館（MO脚周辺を「保

全区域（preservation）」とし、容積率の上限の切り下げなどを図った。また、各種保全措置をほ

どこし、特徴ある区域の保全を実効あるものとした。

（3）その効果

　ニューヨーク市都市計画面はミッドタウンゾーニングの効果を追跡調査し、約5年間

（1982．5－1987．3）のモニタリング結果を1987．7に発表している。

　この報告書によれば、ミッドタウンゾーニングの成果はまずまずだったといえる。例えばこの

期間に地区内で開発された全床面積の58％が「成長区域」に位置していたが、1982．5までの5年

間では22％にすぎず、これは明らかな効果といえる。
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（4）成長管理計画の一般化

　ミッドタウンといえば世界の中でも屈指の成長地区である。ここでとられた成長管理的な方法

は、旺盛な開発を前提としていわば「受け身」的な方法で成長を誘導したものといえる。

　これを個別地権者からみるなら、「安定化区域」でのダウンゾーニング等の措置は自らの権利を

減じるものであるが、ゾーニング見直しの手続を踏みそれは実現している。ちなみに、アメリカ

で1990年に普及した「投票箱計画」はこうした土地利用規制の変更の是非を住民投票によって決

めようとするものである。ロスアンゼルス市のプロポジションMをはじめ、シアトル市やサンフ

ランスコ市等でもさかんに活用されている。その多くは西海岸等の成長都市であり、加熱する開

発を成長管理する（一般には、ある枠をはめて制限する）ために用いられるのが特徴である。

　また、本稿では詳述していないが、こうした地域では「公共」側が実現したい都市デザイン要

素をゾーニングにインセンティブとして盛り込むことで、民間活力を利用した都市づくりが可能

となる。日本においても開発の旺盛な大都市都心部等において類似の試みがみられる。

　しかし、例えばアメリカの中にも活力低下の問題は時代によっても地域によってもあり、そう

した場合には「受け身」の計画論では都市づくりは進まない。そこで次節では「能動的」なアク

ション計画について考えてみる。

6．2．2　アクション計画．．．．．エジンバラ中心市街地

（1）その背景

　中心市街地の活力低下が問題になっているのは日本だけではない。より普遍化するなら、都市

の成長とともに郊外へ郊外へと活力の中心が移り、中小都市では特にその影響によって機能低下

が起こっている。こうした場面では、地域の活力自体が低下しているため、単なる規制誘導方策

では効果が得られない場合が多い。そこでアクションを積極的に起こすような方法がとられるこ

とになる。

　エジンバラはスコットランドのかつての首都であったが、1707年にイングランドに併合された

後はスコットランドの行政の中心という位置づけになった。エジンバラの中心市街地の特徴を一

言でいうなら「古都」であり、中世の面影をそのまま現在に引き継ぐ歴史都市である。

（2）具体的課題

　このエジンバラの中心市街地は活力低下が問題というよりも、観光客集中による交通混雑、歴

史的環境の維持保全、開発余地の少ないオールドタウンをいかに有効に活用するかといった点が

主な課題である。

　「オールドタウン再開発トラスト」は、そうした課題に対処するため1991年11，月に結成され

た。主な構成メンバーは当初、エジンバラ市とロージアン地域政府、ロージアン及びエジンバラ

企業局であり、いわば日本の「第三セクター」としてオールドタウンの再開発を専門に行う会社

組織である（なお、1995年にこの「オールドタウン」と「ニュータウン」を合わせた区域が世界
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遺産に登録され組織も統合されたが、オールドタウンに関する業務内容基本的に変わっていない

ので、統合前の呼び方で話を進める）。

（3）「オールドタウンのためのアクション計画」

　「オールドタウンのためのアクション計画」は、1992年以来このトラストにより策定されてい

る計画書で、基本的には以下の内容を含む。

　1）オールドタウン再開発のための基本方針

2）オールドタウン再生のための組織．．．ビジネスやコミュニティセクターも含む

　3）部門別計画．．．主として主要開発想定敷地の設定（図）、街路空間整備計画

4）それぞれの計画の進捗状況．．．段階別。また、具体的アクション別。

　5）計画全体を進めるための資金調達計画（またその実績）

　この「アクション計画」が注目されるのは2）4）5）の要素である。2）は、事業展開のためのパー

トナーシップという意味で、近年イギリスでも普及しっっある方法である。3）4）はセットで理解

するとよい。計画を立てたら終わりではなく、想定した各事業の進捗状況をその資金面も含めて

明確にしている点が注目される。

　また、この「アクション計画」は毎年更新され公表されている点がさらに注目される。このプ

ロセスで、熟度の上がらない事業は格下げされたりはずされ、熟度がどう上がったかはその位置

づけや表現の変化で明らかにされる。進行管理計画としての機能も果たしているといえる。

（4）トラストが行っている具体的仕事

　では、トラストは具体的にどのような仕事をしているのだろうか。大きく分けると2っの要素

がある。

　第一の基本的役割は、個々のプロジェクトを成立させるためのマネジメントである。多様な主

体、多様な財源がからみ、時間的にも徐々に熟成させていくスタイルとなるので、継続的なかか

わりが求められ、トラストはそれに対応できる組織形態なのである。

　第二は財源獲i得のための申請業務である。近年、都市関連の財源はSRB（統合再生予算）などの

形でブロック化されていて、行政単独というよりも、コミュニティやビジネスセクタとパートナ

ーシップを組んではじめて補助や助成が得られる環境に変化している。また、ロッタリー基金の

ように、所管が文化・メディア・スポーツ省でありながら事実上、都市再生に大きな役割を果た

している財源もある。こうした予算獲i得のためには従来の組織の枠組みを越えて、その地域の具

体的な公共目的のために機動的に動ける組織が事務を行うことが効果的である。

（5）アクション計画の一般化

以上はエジンバラの1事例にすぎないが、ここからさまざまな動向やポイントが浮かび上がる。
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　第一に、「地区の計画」というとき、この事例のようなダイナミックなものが今日的であるし、

「計画」そのものというよりも具体的なアクションを束ねたものがむしろ計画であるといえる。

　第二に、そうなるとアクションを効果的・効率的に進める組織づくりが重要になる。

　第三にその際、「公共」を担うのは行政そのものではなく、その地域で行う公共的な仕事をマネ

ジメントする主体になる点である。もちろん開発許可を実際におろすのは行政（イギリスでは実際

は地方議会）であるし開発事業を進める主体は民間や公社等の場合が多い。むしろ多方面にかかわ

る事業を、その間に入って調整しマネジメントする主体が重要なのである。

　第四に、そうした事業を動かす資金も、かつての個別補助金のような形ではなくなりつつあり、

地域で形成された適切なパートナーシップに対して与えられたり、税制とうまく結びついてイン

センティブとなったり、文化的な範疇の資金で良質なプロジェクトをサポートするものであった

りとさまざまである。

　第五に、そうした環境で行う事業過程は動的であり、アクションは継続的に積み重ねられ定期

的に点検・修正され「計画」も変更されていく。「地区の計画」とはそのような姿の全体像として

とらえられるのである。

6．3　中間的総括一一画面他の型の位置づけも含めて

　以上の中間的総括と一般化を兼ねて、2つの観点からさらに地区の計画につき考えていく。第

一は「都市計画の型」に注目する観点、第二は「パートナーシップの型」に注目する観点ある。

6．3．1　都市計画の型に注目して

　Brindleyら（1989）は『都市計画を再生する』の中で、都市計画のスタイルを6つに分類してい

る。（下表1）

　上段左の「調整計画」とは、民間による計画提案を公共の側でコントロールして公益を実現し

ていく規制色の強いものであるのに対し、上段右の「トレンド計画」は民間提案を基本的には受

け入れ、むしろ短期的成果ではあってもそれを促進するものである。いずれにしてもこれらは、

活力の旺盛なエリアでないと成立しない。さきに示したマンハンタンのミッドタウンゾーニング

ではこうしたエネルギーを地区内部でうまく再配分するのに優れた方法だったと考えられる。

表1都市計画のさまざまなタイプ

市場に批判的な立場 市場主導による立場

成長地域
b浮盾凾≠獅煤@area

調整計画
窒?ｇｕｌａｔｉｖｅ　planning

トレンド計画

狽窒?ｎｄ　planning

周縁地域
高≠窒№奄獅≠戟@area

住民主導計画

垂盾垂tlar　planning

テコ入れ計画

Peverage　planning

放棄地域
р?ｒｅｌｉｃｔ　area

公共投資計画

垂浮b撃奄メ|investment　planning

民間管理計画

垂窒奄魔≠狽?－management　planning
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　中段の2つは、民間エネルギーが弱い地域での計画方法論である。力が弱いのだから何かを手

がかりにして盛り立てることが求められる。「住民主導計画」は、地域住民や地域のNPOが中心と

なって地道に計画を進めていくタイプ（ロンドンのサウスバンクにあるコインストリートがケー

スとなっている。後でふれる。）、「テコ入れ計画」は地域の再生等のために権限や財源をもつ公

団等がテコ入れをして一一例えば大きな初期投資をして都市基盤を整え民間投資を呼び込もうと

するものである（ロンドンのドックランドがケースとなっている）。先に見たエジンバラにおける

「アクション計画」はこの段の右寄り、つまり「テコ入れ計画」的である。エジンバラの中心市

街地には活気はまだあるのだが、歴史的ストックの再生や文化的建物の開発のように、公共側で

テコ入れをしなければ成立しない整備・開発・保全計画が多い状況で、アクションを通してその

実現を主導していると理解できるからである。

　下段の2つは、民間投資から見放されて「放棄」された地域である。日本ではまだほとんど見

られないが、英米では少なくともそのような地域があり、特に経済情勢が悪い時期にはかなり広

範にみられる。また、イギリスの公営住宅団地のようにその地区だけに凝縮して問題がみられる

場合もある。「公共投資計画」は公共投資によって問題解決を図る方法、「民間管理計画」は例え

ばPFIのような形で民間活力を導入して解決を図る方法である。しかし、そもそもの問題が大き

すぎて、ケーススタディーにおける評価は厳しかった（「公共投資計画」としてグラスゴー東部地

区再生事業を、「民間管理計画」としてリバプール郊外のノーズリー団地再開発事業をスタディー

している）。

　Brindleyらは1980年代末期の状況をケーススタディーにより分析したあと、1990年代の都市

計画の方法は「トレンド計画」と「テコ入れ計画」へと収束していくだろうと予測した。つまり、

政治的に市場主導の考え方が続くだろうとの予測のもとに、より市場を活用した都市計画が続く

と考えたのである。

　1990年代後半に出された『都市計画を再生する』の第2版では、こうした予測通りの結果では

なかったが、方向としてはそのような分析結果が示されている。

　つまり、1980年代のような「極端な」左右への振れ幅が小さくなりつつ、「応答計画（responsive

planning）」と「パートナーシップ計画（partnership　planning）」に集約されつつあるとした。前

者は特に1990年代になって重要な政治テーマにもなった環境政策などが極端な市場寄りの都市

計画を押し止める要因とし、また、1990年代初頭の都市計画の改革によってマスタープランが重

視されるようになり、市場の声がシグナルとして計画の中に反映されやすくなることで極端な左

寄りの方法もなくなったとした。規制的要素が薄れ、市場にうまく反応する（responsive）計画シ

ステムに変化したのである。

　後者の「パートナーシップ計画」も極端な左右への振れが小さくなった結果としてある。つま

り、ロンドンのドックランドのみならず都市開発公社による強引なトップダウンの方法は1980年

代後半からとられなくなり、地元公共団体等とのパートナーシップが重んじられるようになると

ともに、コインストリートでみられた「住民主導計画」も地域全体のパートナーシップが形成さ
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れる中で相対化され、協働あるいは分担関係のもとで地域の都市計画が行われるようになったと

結論づけている。

　では、「応答計画」と「パートナーシップ計画」との関係はどう見たらよいだろうか。

　一つは、最初の整理に従うなら、成長地域では「応答計画」の形がとりやすく、周縁地域では

「パートナーシップ計画」が向いているということになる。開発のさかんな地域でこそ「応答計

画」の型がとれるといえるし、開発の力が弱い地域ではアクションを起こしてパートナーシップ

で都市計画を進めていくのが現実的だからである。しかしこれは、開発のさかんな地域で「パー

トナーシップ計画」が行われないことを意味しない。例えば近年めざましい東京都心部の大規模

開発の多くは「パートナーシップ計画」といえる。パートナーシップは今日ではかなり普遍的な

形態になりっっあると考えられる。

　第二は、べ一ズ（地・背景）には「応答計画」があり、アクション（図）としては「パートナーシ

ップ計画」があるととらえることもできる。日本においても、背景としてのマスタープランが策

定されつつ、地としての用途地域制が広範に採用されている。よりきめ細かなルールを決める地

区計画も各地で策定されるようになった。それに対して、具体的な場所の整備・開発計画ではパ

ートナーシップによってまちづくりが進められている。どちらの側面が強いかは地域の経済的条

件によっても異なろうし、決められる計画内容によっても異なるだろう。

6．3．2パートナーシップの型に注目して

　では、具体的なまちづくりを進める「パートナーシップ」に限定して、さらに深くその形態を

分類してみよう。Bailey（1995）はパートナーシップの型を6つに分類している。（下表2）

表2パートナーシップのさまざまな型

パートナーシップの型 カバー範囲 事例

開発

р?ｖｅｌｏｐｍｅｎ?

1敷地又は小区域 一般的な開発事業

開発トラスト

р?ｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　trust

近隣 コインストリート

合同協定・連合

ioint　agreement，　coalition，　company

再生地域として定義 グリニッジウォーターフロント

プロモーション
垂窒盾高盾狽奄盾獅≠P

都市レベル イーストロンドンハ．一トナーシッフ．

公社

≠№?ｎｃ?

都市部又はサブ地域 ロンドン開発公社

戦略組織　　　●strateg1C

大都市部、サブ地域等 ロンドンファースト

ア1



　「開発」は最も基本的な形態で、ある敷地の開発時にさまざまな主体がパートナーシップとし

てかかわるものであるが、本章では独立しては扱わない。

　「開発トラスト」「合同協定・連合」あたりが地区レベルのパートナーシップとして基本的なも

のと考えられる。つまり、地区内部のさまざまな主体を何らかの方法によって組織化し、あるい

は計画の中に取り込み、パートナーシップによって目標を1つ1っ実現していく方法と考えられ

る。5番目の「公社」は、ロンドンドックランドでみられたように単一主体のもとに各種事業者

が開発を進める方法が多く、ここでは単独には扱わない。むしろ「合同協定・連合」の一形態で、

特定の公的主体が主導するものと考える。

　「プロモーション」は具体的な事業イメージには乏しいが、地域を活性化し良好な都市空間を

つくるうえで重要な要素と考えられるので、具体的にとりあげる。「戦略組織」は「プロモーショ

ン」の一部と考えて扱う。

　以上の位置づけにより、節を改めて「開発トラスト」、「合同協定・連合」、「プロモーション」

について整理し、最後に地区レベルから都市に向かって再統合する方法論について整理する。街

区レベルから始めて地区、地域レベルに話をひろげ、最後に都市レベルへと組み上げていくスト

ーリーとなる。

6．4　これからの計画マネジメント

6．4．1開発トラストによる計画マネジメント

　「開発トラスト」をより一般的に呼ぶなら、地域密着型まちづくりNPOとなる。アメリカのCDC（コ

ミュニティディベロップメントコーポレーション）など、各国に類似のものがあると考えられる。

要は、地域に密着して活動を行うNPOのうち、まちづくり、とりわけ開発事業を手がけられる能

力をもった組織である。地域のニーズをきめ細かくひろいあげ、信頼関係を築きながら、1つず

つ着実に成果をあげていくのが特徴である。

1）都心部の開発トラスト

　都心部ではオフィス需要が大きく、ともすれば大規模プロジェクトによって、近代建築の林立

する風景に圧倒されがちである。しかし都心部の魅力は、郊外住宅地には無いさまざまな活動が

集積し、そこに居住すればそうした機能を享受できることにある。

　ロンドンのコインストリート（表1）は「住民主導計画」と位置づけられているが、1980年代に

それが位置するサウスバンクにオフィス需要が高まった頃、あえて集合住宅を供給して話題を呼

んだ開発トラストである。自らを「コインストリートコミュニティビルダー」と呼び、着実な成

果をあげている。1990年代には周辺の民間企業等が中心となる大きなパートナーシップの一員と

なり、「コミュニティビルダー」であることは堅持しつつも複合開発などにも取り組んでいる。そ

の象徴が「OXOタワー」である。このタワーは、破壊されようとしていた歴史的建造物の一部を
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保存・活用した複合プロジェクトである。下層部は小さな区画ごとにデザイナー等のオフィス・

店舗として貸し出され、最上階は市民に開放された展望施設およびレストランになっている。そ

の間の階はアフォーダブル住宅が供給されて地域のニーズにこたえている。別棟として保全され

た倉庫はミュージアムとして公開されている（近年閉鎖された模様）。そしてこれらはテムズ河畔

にあり、サウスバンクの遊歩道沿いに位置していてロンドン市民の憩いの場になっている。

　日本の都心部においても、かつて「都住創」が大阪都心部で一連の住宅供給を行ったことが有

名だが、東京都千代田区でもコミュニティビルダー型の事業を手掛ける集団があらわれた。千代

田区街づくり公社の支援もあって都心共同住宅づくりに取り組んでいる。実はイギリスの開発ト

ラスト型NPOも、その地域の住民が行っているというよりも、専門技術をもった集団が自分たち

の生きる場をある場所で見出したケースが多いようである。開発事業＝大手ディベロッパーという

方法だけでは活き活きとした都心部はつくれない。しかし一方、個別地主が権利を主張するだけ

ではカが分散される。地域をベースに、根気よく1つ1つの事業を積み重ねるような開発トラス

トを日本の都心部でも育てていくべきだろう。中心市街地活性化に取り組む際にも、こうした組

織が重要な役割を果たすと考えられる。

2）インナーシティーの開発トラスト

　「インナーシティ」とは、都心部の周辺にあるかつての郊外だが、都市が大きくなるなかで相

対的に都心化した、密集市街地や住工混在市街地等を含んでいる。新たな郊外へと活力の中心が

移るなかで、居住者の高齢化が進むなど、活力低下の問題もみられる。

　開発トラストという形態は都心部と基本的には同じであるが、その業務内容・組織形態は若干

異なるかもしれない。広めに解釈して日本での事例をみると、実績としては関西に多く、寝屋川

市の東大利地区、門真市の朝日町が初期の例である。震災後には多くの事例・タイプが登場した。

新在家南、野田北部などが代表的である。また、真野地区では震災前から実績を積んできている。

関東では埼玉県上尾市愛宕地区の事例や、東京大田区蒲田での事例まで含めていいかもしれない。

これだけの豊富な事例があるので、もう少し多様な分類が可能かもしれない。以下に試みてみる。

　第一は「組合方式」である。最も一般的な方式で、ある複数の敷地の権利者等が集まり組合を

つくって事業を行うものである。寝屋川市の東大利地区、門真市の朝日町などが近い。民間コン

サルタントの継続的なかかわり、地元自治体の支援、さらにディベロッパー（公団を含む）の理

解、地元リーダーの存在などがパートナーシップを組むうえでのポイントである。限界としては、

事業がその街区にとどまり周辺への波及効果があまりない点である。ここを突破できれば次のス

テップを構想することができそうである。

　第二は「民間企業主導方式」である。実例では東京大田区蒲田の事例であるが、少し広げて考

えると震災後の神戸市兵庫区湊川の事例（組合型区画整理を事業者代行方式で実施）も含まれるか

もしれない。さらに今後の可能性として、民間資金の活用により、純粋な民間企業ではなく公益

的事業者が業務を行う方式が考えられる。広い意味でこれらはNPOといえる。震災後の新在家南
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で実現したいくつかの事業もここに分類できるかもしれない。地元コンサルタントの役割が非常

に大きいが、特定のディベロッパーとのパートナーシップでいくつもの事業を成立させている点

が注目される。

　第三は「地区総合マネジメント方式」である。これには相当な力量を要するが、神戸市真野地

区はこれを実践しているように思える。また、：埼玉県上尾市愛宕地区もこれに該当するだろう。

震災後の野田北部地区もこれに近い。地元に継続的にかかわる民間コンサルタントが重要な役割

を果たしている。次項で述べるまちづくり協議会の事業部門とも考えられるが、その関係は上下

関係というより水平的・協調的・調整的な関係である。またそうしないと、民主的合意形成を本

旨とする協議会と、事業推進を本旨とするトラストの関係が硬いものとなり動きづらくなる。

　第四は「法定事業に合わせて行う方式」である。震災後に区画整理事業が実施された鷹取東地

区（野田北部地区を一部含む）等では、「申出換地」を行って同じ意思を抱く者同士で共同ビルを建

てている。ここでは共同敷地適地を探すために地元まちづくり協議会が一定の役割を果たしてい

る。特に行政施行で区画整理事業が行われる場合、インフラ整備等の施設整備に力点が置かれす

ぎるきらいがあるので、それを補完する意味でも上物の「生活」にかかわる部分では開発トラス

トによる貢献が期待される。

3）地方の開発トラストー一一グラウンドワークに注目して

　地方の課題といってもさまざまで、歴史環境の保全、自然環境の保全などがある。そこで、こ

れらを「地域資源を活用するという共通目標のために集まって共同で活動を行うこと」として一

般化してみる。それは「水路」でもいいし「近代建築」でもいい。イギリスのグラウンドワーク

は荒廃地再生をメインテーマとしているが、ここでは広い意味で「グラウンドワーク」という言

葉を使う。こうしたセクタは、最初は行政からの働きかけや補助が必要かもしれない。しかし、

こうした組織を独立して運営できるようになると、行政からの事業委託もできるようになる。湧

水の美しい静岡県三島市では、10余年の活動を通して「三島グラウンドワーク」がカをつけ、行

政が重点的に行うようになった「直中がせせらぎ事業」とも呼応しながら、さまざまな成果をあ

げている。

6．4．2　まちづくり協議会による計画マネジメント

　さきの分類では「合同協定・連合」と表現されていたが、ここではよりイメージしゃすいよう

「まちづくり協議会」という表現を用いる。「まちづくり協議会」という用語にはさまざまなイメ

ージがあるが、ここでは、「地域に存在するさまざまな主体が共通の目標やルールをつくり、それ

にもとづいて行動するために設立する組織」と定義する。

1）都心部における「まちづくり協議会」

都心部のように民間企業のカが強く多様な主体が対立しやすい場所では、各利害の代表者から
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なるステークホルダー型の「まちづくり協議会」が考えられる。個’々に「開発」（Baileyの分類

の1つ目）を行う事業者や「開発トラスト」（Baileyの分類の2つ目）も協議会のメ．ンバーとして

位置づけられる。これは基本形であるが、実際には利害の構成内容や事業内容などによってさま

ざまな組織形態が考えられる。

　例えば、まざまな大規模プロジェクトが展開する東京都港区では、地権者を説得して土地をま

とめあげ「開発」を行うタイプの事業（六本木六丁目など）をはじめ、大規模土地を区画整理して

各街区を叙事業体が開発するタイプ（汐留）、さまざまな事業展開が予想される区域全体に骨格的

な計画を立てるタイプ（六本木大街区）などがあり、それぞれに組織がつくられている。今後の課

題としては、ともすれば開発事業の内部だけに目がいきがちであるが、周辺との調整も含めて考

えるべきこと、地域で展開する各事業の情報公開を十分におこなうべきことなどがあげられる。

2）インナーシティーにおけるまちづくり協議会

　密集市街地の整備や震災復興まちづくり等のために各地でつくられてきた「まちづくり協議会」

は、基本的には地区の将来計画を民主的手続を経て策定することを主要な目的としており、直接

事業を施行する主体ではない。実際の事業との関係では、空間的な枠組み計画をつくることによ

って事業を調整することが可能になる点が重要である。先にあげた「開発トラスト」と「まちづ

くり協議会」との関係は基本的には都心部の場合と同じである。

　これに対して、福祉や教育、防災の問題も含めて地域で解決を図っていくタイプの協議会も考

えられる。ボランタリー組織やコミュニティ組織が活発な所では、協議会というよりもそれぞれ

が独自に活動を行い、それらの連絡・調整組織があるというイメージかもしれない。ハード系と

比べると土地への固着の度合いが低い分だけ自由な活動の余地がある。地域の福祉施設づくりを

インナーシティ特有の問題解決と合わせて行ったり、防災訓練をより実践的に行うなどの活動が

イメージされる。

3）地域再生協議会

　以上の2タイプとは別に、現在縦割りになっている補助金の体系を地域へのブロック型資金と

して与え、その運用組織として地元で組織づくりをする形が考えられる。既に中心市街地活性化

法がらみではその意図が見えている（地元に設立したTMOが主体となる）。中央で運用を縛ろうと

せず、地域の主体に任せることが重要である。任せられた地域側では情報公開の責任と、実行し

たことに対する責任が発生するがその分、自由に事業に取り組むことができる。

　密集市街地等のその他の地域にもこの方式を使えるようにすることが重要である。密集市街地

では特に木密事業の守備範囲が狭すぎる。狭い中に精緻に組み立てられている。むしろもっと大

雑把にし、「地域の課題解決のための資金」というくらいにする。ただし資金を得るためには地方

自治体が責任主体になる場合においても、これまでに述べてきたさまざまな地域のパートナーシ

ップとの連携のもとに共同して事業を行うことが条件である。また、地方自治体だけでなく、他
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の主体も予算獲得・運用の主体になれるようにする。

6．4．3地域のプロモーションによるまちづくり

1）都市の文化拠点の形成

　1980年代以降、東京都心では下層部に店舗やサービス機能、上層部にオフィスという形態ばか

りが一般化して、結局世界に誇れる文化ゾーンの形成は果たせなかった。ほとんどの新たな文化

機能はそうした複合施設のごく一部に組み込まれている（アークヒルズのサントリーホール等）。

むしろ現在では東京臨海部やディズニーランドのようなテーマパーク風の商業主義に圧倒されて

いる観さえある。

　しかし今後、新たな発想のもとに、世界に誇れる文化ゾーンをつくりたいものである。その場

合、トップダウン型ではなく、地域をベースにつながりが形成されていくようなタイプを模索し

たい。例えばロンドンのサウスバンクでは「ミレニアム」を前後して文化拠点が線状につながり

はじめ、多くの市民や観光客で賑わっている。もともと戦災復興イベントとしてサウスバンクの

地に文化拠点が形成されたものが半世紀をかけて充実し、「ミレニアム」を機にさらに意図してそ

れらをつなげようとしたものである。

　都市レベルでパートナーシップを形成し、期間を限ってアクション型の事業を行う方法もよい。

ドイツのIBA、フランスのグランプロジェ、イギリスのミレニアム事業のような方法以外にも、

近年ヨーロッパで毎年行われている「文化都市」指定による都市活性化事業等のさまざまな方法

がありそうである。既にいわゆる博覧会方式は時代遅れになりつつあるなかで、地域のニーズを

受け止めながらさまざまなパートナーシップが協働して都市の文化を発信するような事業の構築

が期待される。

2）市民倶楽部によるまちづくり

　「横面まちづくり倶楽部」はまだスタートしたばかりだが、これまで出てきたどのタイプとも

異なる。「横濱まちづくり倶楽部」は名前が示す通り「市民倶楽部」なのだ。横揺（＝古き横浜とし

ての関内・関外地区）が好きな人、もっと地域を良くしたい人、地域になにかかかわってみたい人

（特に何らかの技術等をもって）などにより組織される任意団体である。

　地域を学習し、地域の改善について提案し、できることは自分たちで楽しみながら行う。実現

できる主体に働きかける。さらに進化すると、商品を事業化して会社をつくる。しかし単に会社

をつくるために倶楽部をやるのではない。1番目の開発トラストとの関係はこの辺で出てくる。

サウスバンクのコインストリートコミュニティビルダーによるOXOタワーは、横濱まちづくり倶

楽部がめざす究極のモデルの1つかもしれない。横浜の山手で行われている市民による施設運営

と地域づくりへの貢献（例えば、山手234番館）もこのタイプに入れて良いかもしれない。

　インナーシティーや一般住宅地においても基本的に都心のそれと同じである。阪神・淡路大震

災後、ダメージを受け更地となった土地に花を植えた活動や、空きスペースに喫茶店をオープン
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させた活動がいかに地元の人々に安らぎを与えたか。地域に埋もれたさまざまな「いいこと」、つ

まり「生活の質を向上させること」はどの地域においてもすぐに実践できるまちづくりである。

　さらに、より広く市民の知恵や資金を使いながら、多くの市民の生活の質の向上につなげるス

キームを創設することも重要なテーマである。太陽電池普及のためのドイツのアーヘンモデルや、

地域資源をトラスト方式で守り活用する方法など、さまざまな型がありそうである。イギリスの

ロッタリーファンドはさらにこれを国民スキーム型とでも呼べる規模で運用している事例と考え

られる。地域通貨（LETs）の試みもここに分類してよいだろう。この型の特長は、資金（資源）提

供者とその利用者が地域で循環していて、それぞれに自分が関わっているとの実感をもてること

である。上からあるいはよそから与えられるのではなく、自分たちで共に生活を変えていくこと

が実感できればそれはやがて大きなカになるはずである。

6．5　地区の計画から都市計画へ

　地区レベルの計画は個別的である。しかしその場所が活き活きとすればそれは周辺に波及し、

やがて都市全体へ波及していく。これまでに述べたさまざまな方法論に加え、最後に2っのアイ

デアをっけ加えて本章の締めくくりとする。

1）公共交通の再生を通して地域の活性化

　トラムはヨーロッパでも大陸において事例が豊富だが、近年、イギリスにおいてもその展開が

はかられている。ロンドンでは1999年に営業を開始したクロイドンのトラムがたいへん参考にな

る。

　これは準郊外のウィンブルドンとクロイドンを結び、特にクロイドンのタウンセンターにおい

ては環状に路線を設定するとともに（環状といってもかつてのリング道路のように商店街から離

れて設置するのではなく、商店街の中を通っているのでたいへん便利である）複数のラインがサ

ービスする仕掛けになっており、サービス水準は良好である。路線の主要部分はかつてのナショ

ナルレイルの鉄道敷きを転用しっっ駅の間隔を狭くし、また周辺からのアクセスをスムーズにし

て、地域住民の「足」となっている。ちなみにこの事業はPFI事業である。大都市部においても

今後おおいに検討の余地がある。ムーバスなどの普及も含めて、地域の「足」となる公共交通の

再生が21世紀の都市づくりの鍵となろう。

2）アーバンビレッジ

　「アーバンビレッジ」については1990年代を通してさまざまな試みがあった。イギリスでもチ

ャールズ皇太子が呼びかけてグループが結成され、各地で実験的なビレッジづくりがスタートし

た。この場合も含めて、普通「アーバンビレッジ」と呼ばれるのは、さまざまな機能がコンパク

トに共存し活き活きと暮らせる地区レベルのモデルのことを指す。
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　もう一つのタイプは、そうした要素を都市レベルにまで組み上げることを発想したものである。

アメリカのシアトル市総合計画で盛り込まれたアーバンビレッジは、4つのタイプに機能分けさ

れたビレッジを市内各所に設定し、それらを公共交通で結ぶ構想をもっている点で注目される。

　マスタープランによる上からの位置づけと、本章で検討してきたさまざまなスタイル、レベル

の下からの積み上げがうまく相互作用することで、より多くの市民が関わりを実感し、持てる力

を発揮して自らの生活の質を向上していけるような仕組みが組み上がっていく姿を将来ビジョン

としてもち続けたい。

参考文献

・Midtown　Zoning（1982），New　York　City　Planning　Commission

・Midtown　Development　Review（1987），City　of　New　York

・Action　Plan　for　Edinburgh　Old　Town，　Edinburgh　Old　Town　Renewal　Trust

・Brindley，　T．　et．　al．（1989），Remaking　Planning，　ROUTLEDGE

・Brindley，　T．　et．　al．（1996），Remaking　Planning（2／e），ROUTLEDGE

・Bailey，　N．（1995），Partnership　Agencies　in　British　Urban　Policy，　UCL　Press

［注：この第6章の文章は、既発表の「都市内部の各地区を構想する」（『都市を構想する』第4章、鹿島出

版会、2004所収）を一部修正しつつ再収録したものである。アクションを中心とした成熟社会の新しい都

市計画システムとしての考察をおこなったものとして強い関連があるため、あえて報告書の中に取り込ん

だものである。］
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おわりに　これからの都市計画システム

　「都市計画法の抜本見直し」が喧伝されている。成長を前提に組み立てられた現行制度の見直

しが必要なことは論を待たない。しかし、こうした抜本見直しの際に重要なのは、そのように議

論している私たち自身の状態を客観的に見つめることである。本研究では、「成熟社会の新しい都

市計画システム」とは何かをテーマとし、「アクションを中心とした」「マネジメント型の」都市

計画システムを構想した。

　アクションを中心とするのは、こうした時代の都市計画システムは「受身」のままでは有効で

ないことによる。そして、アクションを中心とするためにはそれを正当化する理由が必要である。

「都市再生」「緊急整備」などの一般的説明にとどまらず、本研究では第3章において、方向性の

定まらない、どちらかというと縮減に向かう日本の状況においては、それらを「非常時」のアナ

ロジーでとらえた「進行管理型」の動的システムによって受け止める必要性を示した。このシス

テムの特徴は、一定の期間・範囲を定めた特別のミッションを持ち、工夫された主体の関与によ

って、計画管理をしっかり行なうことである。特に一旦定めた「計画」は頻繁にチェックされ、

その都度軌道修正（これもPDCAサイクルでいえばアクションである）を行なうようなシステムで

ある。第1，2章で明らかにしたイギリス2004年都市計画法はまさにこの点を改革するものであっ

た。

　マネジメント型である所以は以上の説明から出てくる。これまでの都市計画は、計画評価を行

なうことはほとんど無かった。PDCAは教科書としては教えられてきたが、実際にはPDの際限

なき繰り返しだったのではないか。Cの部分も無くはなかったが、例えば近年の傾向では単純な

B／Cのみに頼りすぎているきらいがある。この点に関しては本研究の第4章において計画管理

の強化の必要性の観点から、アクション型の計画システムの萌芽と考えられる認定中心市街地活

性化計画をとりあげ、事前評価の充実に比べて事後評価の希薄なことを明らかにした。事後評価

がシステムに組み込まれていなければPDCAサイクルは回らない。しかし、気のきかない事後評

価では質の高い都市計画システムとはいえない。そこで本研究ではバランススコアカード（BSC）

にそのヒントを求め、単なるアウトカムだけでなく、そこに関わった主体の成長も含めた都市計

画によるアクションや効果の関連性を描き出し、戦略的にベターな都市計画を行い、それをPDCA

サイクルで回して戦略の評価を行い、アクションによって次の体制・次の都市計画を常にブラッ

シュアップしていくようなマネジメント（計画管理）手法を提起した。

　では、有効なアクションとはどのようなものだろうか。本研究では第5章においてビジョンの

有効性に着目し、アーバンビレッジという近代都市計画を乗り越えようとする計画コンセプトに
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特に注目してスタディーを行なった。縮減時代を迎えた今、上からのコントロールや近代的な法

制度ではうまく状況に対処できない。もちろんそれらを使いこなす能力をもつ主体がいて、他の

要素とのからみでそれらを使うという意味においてそれらは重要ではある。しかし、そうした主

体が行なうべきはその地域の将来ビジョンを描くことであり、そのビジョンに照らしたアクショ

ンの束を実現可能なレベルに落とし込むことなのではないか。巻末に資料として収めた横浜の郊

外部および都心部におけるアーバンビレッジ戦略は、その第一歩としてモデルを提示したもので

ある。ここではじめてアクションの1つとして用途地域の緩和や建築規制の合理化が題材の1つ

となる。しかしそれらは単なる1つの要素であって、むしろ縮減時代の地域はその活性化が強く

求められている。

　本研究の第6章ではそうした問題意識も含めて、これからの都市計画システムを、各地域にお

ける主体的活動と都市全体のシステムづくりが呼応する持続的シクミとして描いた。また、地域

のプロモーションも重要な柱になることを論じた。こうしたシステムでは「公共性」とは予め用

意されたものではなく、常に創り出すものとなる。第3章の後半で論じたのはこの点であり、駅

前広場整備であれ、狭山道路の拡幅であれ、制度によってそれらが実現するのではなく、制度メ

ニューも1つの手がかりとしつつ、人々の熱意とそれらを共有し大きな「公共性」にまとめあげ

る主体のネットワーク・主体間の協働、そして都市計画・まちづくり専門家の絶えざるコミット

メントが重要であることを示した。

　もし都市計画制度の抜本改正を本気で考えるならば、以上のような不断の行為を支えるシステ

ムとしなければならない。成熟社会の本質に根ざし、計画管理力をもち、質の高いビジョンの実

現に資するような、そして熱意を持って参画する人々を支援するようなシステムである。

　イギリス2004年法自体は単なる計画システムそのものでしかない。しかし随所に計画管理の

要素を持ち、成熟社会を支える主体群を前提とした特質を暗黙のうちに宿し、長年の「都市再生

（regeneration）」～イギリスはビクトリア女王時代の終わった20世紀初頭以降既に100年以上の

間、衰退する老大国のレッテルを貼られてきた。regenerationに込められた意味もまた格別であ

る～で培った技術を前提としている。

　そのように考えるならば都市計画制度の抜本的な改正も、それ自体は単なるシステム改革にな

ったとしても、その背後にある諸々の課題や日本の特色・特長等をしっかりとらえた、成熟社会

という新たなコンセプトを真に踏まえたものでなければならない。
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参考資料 横浜におけるアーバンビレッジの提案（郊外部／都心部）

出典『UfbaH　Village　20の実践事例とモデル提案』

　　　　（横浜国立大学都市計画研究室、2007）
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　〈〉三箆況（図1，2）

　　巣屡南部住望∋地鼠には住宅地が均一に広かリ、その中に緑地・繭業施設な

　どが計画的に駅置ざれており、現状では閑静な住宅地としての評棚が論い。

　　しかし今後の社会状況の変化に俸い、当該地域おいても地域無謀の嵩齢

化、空地の増加、地価の下落、地域経済の不活性化などハード・ソフトの両三

　において多くの問題が生じることが予想され、その変動を計画的に誘導し、

難外任宅地における緊縛代モデルを示すことが都計團の翻標である。

　　地磯上で現状を分漉すると効率的に緑地が分散ざれているが、案際に行

ってみると金鉱としての回遊性が低く、緑地（公園〉の質も爾くはない。また、

　翻動蒙利飛を根底に考えられた地域であり、任空間としての安藝駐や侠適性

　（俊宅敷地外の街路鍵間などについて）が低いと思われる。

　　次に、現段階の土地便i格などから閑静な住宅地としてのニーズの高さが

読み取れる。それは、幹線道路沿いの土地の値段がそれほど葛くなくi璽地が

多いのに対し、中心部から少し薙離をおいた周辺部のまとまった土地の緬

格が比較的高く、そこでは空地が少ないことからも備える。

　　なお、よリマク礁にながめると別の観点も浮かび上がる。すなわち当地区

ね横浜の中では羅も南に位置しており、港北ニュータウン等が立地する北部

に比べると圧倒的にポテンシャルが低い。これは地価勤向にも如案にあら

われており、東京に近い横浜北部では蘇並み地価が上昇傾向に転じたのに

対して、楼浜南部地域ではいまだ地価下落地点がみられる（20074時点）。
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◇計翻課題

麦

f

現況を踏まえると、以下の誌点が計画課題としてあげられる。

・設画さ’れた自然や手つかずの自然が多くあるが、有効に活用されて

　いない、また、質の面でも課題がある。

・既存の商業施設に老朽化や陳腐化の傾向かみてとれる。地域全体の

　葛齢化等を考えると、さまざまなサービスも含めて、全体的な戦略

　のもとに諸膳設の刷新をはかる必要がある。

・鉄道駅から遠い孤立した郊外住宅地であるため、地区外への公共交

　通の確俣を前提としつつ、地区内部においても自律し淀生活ができ

　る国璽がある。そうした観点から、地区内のセンターをより開確に

　し、そこを：中心とした賑わいの創出をはかる必要がある。

・嵩齢化に伴い、地域内での移動手段がますます重要になってきてい

　る。センターへのアクセス向上も大きな課題である。

・高度成長期に供給された大量で均餐な戸建て件宅が、時間経過に

　よってさまざまな誤題をもらはじめている。欝要への対応と地域響

　理、地域活力の維持向上の疋めに、戦略的な住宅更新ら供給計蔭を

　たてる泌要がある。

・地区内には多くの欝欝利用が存在するか、なかでも公共道路き魎用

　地の利活用は緊急の鐸鐘である。

・これらの課題に対処するためには、地域のマネジメントを行う主体

　が欠かせ難い。行政や地域内外の誌主体と逢蒸しながら、地域価使

　向上のために積極的・痔続的に活撫する母妹をつくることが重要で

　ある。

写轟了地屡を按けるメインストリート 写翼2周辺部（南）の一般的な住宅
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郊外住宅地アーバンご㌦・ノニ2♪戦賂

アーバンビレッジ戦略
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◇基本自檬：変動要閣を積極的にとらえて地域餌値の向上をはかる

　地域緬値向上のためにはざまざまなアプローチが考えられるが、閑静

な郊外住宅地という添地一三大の価値に着陣すると、それを維持・増進

することが本地区における墓本的視点になる。

　仮に、場当たり的な個別対応に終始した場合、日本全体の入口が大き

く滅少するなかで、横浜の中でも叢南端の孤立した当地区からは転出者

が続出し、空間的には「閑静な郊外住宅地」ではあっても住みにくい場

慣というネガティブな評価がなざれてますます消費者からは敬還され、

空き地や空き家が増加して、やがては「立ち枯れた郊外住宅地」となっ

ていく薪能性もある。その場合、端的な指標としての不溶産価格は著し

く下落していくだろう。

　逆にみれば、その不動産価格が相対的に安定している状態が「閑静な

郊外住宅地」として積極的な評価を受けていることであるといえる。そ

こで、この点に懇目して長期戦略を模式的に示すと図2のようになる。

場当たり的な強慾ではなく、こうした墓本的視点にもとつく長期ビジョ

ンおよび戦略をもつことによって、持続的な正の循環（負に落ち込まな

い乳酪）ができてくると考える。
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◇アーバンビレツジ戦略（図3）

　地域価値向上のためには働きかけるべき要禦は複数分野にわたる醇簗、

かでも吝種センター機能の湾生・新生と環境軸の強化・公薬空間の難i

向上が重要な要繁である。さらにこうした諸豪業をプ臼グラミングし三

盆体と運携しながら推進する「まちつくり会社」の創設が欠かせな魑雪・

　　　　　　　　享
　　　　、　　　　ド

軌　　　‘　　ゴ

㌧

「　　　　　　’

図1・アーバンビレッジ戦略図

1まちづくり会社の創設
　　　地域緬値向上のための諸撃藻の要

2ヒレッジコアの形成
　　　周辺から孤立した当地区が鰹立網に機能するための中心聲強化

　δ用途地域の見黒し

　　　住宅専用・低密度の市街地の侵さは維持しつつ活力を与える

　b初動プロジェクトの推進

　　　中心性強化のためのきっかけ謬業

　　一低度利用空間への複合プロジェクト

　　　空き家の多い中心施設を目口え撚【ミ化

　　一高齢者対応住宅供給

　　　孤立する高齢巻の地域内任み鎧え篶要に応える

　⊂「ゆとりのca魚通り」によるイメージアップ

　　　中心性を二二した新しい郊外轡提示

3サブセンターの再生・新生
　　　ビレンジコアを補完しながら地区全体にサービス

　dサブビレツジコアの再生

　　　バサールを中心とするにぎわいの核に爾主

　eデリバリーコアの新生
　　　「待ち」の簡店街から「配達Jrサービス」のセンターへ転操

4公共空閤の需生
　　　全体的観点から地域岡岬向上をねらった押堀藁展醐

　f緑道の整備・再編・拡充
　　　既存の歩行者空間としての縛逼を：再活性化

　gバス停をコミュニケーションの場に
　　　体二目断も兼ねパーゴラのあるPed　Shed

　hKey－Landscapeの形成
　　　当地区の地域価漉を象徴する界隈を指定し魑及させる

　｝街銘空間の高質化

　　　均一な街路空間を二二化してメリハリある空晶〕に

5環境融合型の新しい郊外二二に向かって
　　　「住宅勉」のみの市街地からr環境融合型斬郊外」に

　1周辺の環境との融合
　　　周辺の館献を意識させる軸縛強化／ルート設定等

　k親水公園の整備
　　　既に整舗か進むrいたちμijへのアクセス改毯と監傭

　1基軸公園（（仮）桜プロムナード）の整備

　　　完成が還い幹緬遵路一足地を育効利用

　m自然調和型住宅モデルのプロモーション

　　　地域｛面纏の象徴を鱒確輸し外からの住み唱え健遮
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　　　　　　　　　　　！レ　・、ソ輸兇

1。まちづくり会社の創設

＊1

この地区の宅地闘発を行・＝）た不勤謹会

祉を想霜している

◇ビジョン

　栄鑑南部住宅地区が魅力ある街として持続的に発震することを自的と

して『栄南まちづくり会社3を毅立する。その基本的アブ［コーチは融頁

の図2に示したとおり、さまざまなアクションによって当地区の地域価

値を維持・向上させることである。

◇会社概要

　・不動産会社絹、行敬、住民の出爽により設立

　・窟利部門と葬常利部門を供せ持つ

　・ビレッジコアに本部を置く

◇事業概要

　さまざまな不動産・開発事業がその墓本となるが、あくまでそれらは

まちづくりの熱的を達成するための季段である。次頁以降で述べる畢業

も含めてその全体像を示すと［表1｝のようになる。

　まちづくり会社の関与の仕方はさまざまであり、直轄撃業として手が

けるものもあれば、民間デベロッパーやNPO簿と絹んで嚢業化するもの、

行政との協働によリ行うものなどがある。

　いずれの場合にも共通して璽要なのは、まちつくり会社は常に当地区

の長期的懇懇向上をめざし、アーバンビレッジ戦略に墓ついて適切な階

期に的確な塞業を越こし、さ’まざまな主体との連携のもとでそれらを実

行することである。（図1）

薮陰’蓑ちづくり金鍍の搬饗三冠

畷ビレッジセンター建設・運奮攣業（沿．34）

　・まちづくり会社本部設置

　・ビレッジセンター運営

畷集合イ室三宅建設・運警垂毒；業　（p，33）

　・高齢考サービスの発巽した貯金イ主宅を建設

　・付加価値となる生活サービスの充翼

圏ニヒ地編集峯業　（P33）

　●中心部の集合住宅への移転や地区外転出によって空き麗となった

　　止地建物の土地を編輿し、建物をリフォームし懸儂を上げて販亮

闘サブビレッジバザール建設・運嚢餐業（p3S）

　・バザール建設（再開発）と施設三三

　・テナント募集

　・定期市企画・プのモーション

園デワバリーセンター事業（p35）

　・センター全体の企藪・プロモーション

　　　　ースペース難題コンサルティング

　　　　一撰の窮達ビジネス

　　　　一地域ニーズマッチング

園公共窒間再生事業（p36）

　　　　一窒ぎ地・鍵き鎌港用ヒ：ジネヌ、

1

◇地区内の現況写真

ビレッジセンターを貫くバス遡り ビレッジセンターの桂山公麗

墜
義♂

選

土地編集謬叢を予定する低利露地

「／戸

周辺部の広々とした弦竃

1　　　　　　　　影盤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

　　　不動産会社，

・　1行敗など身

・中心部め土地

　　　　　　　　　　　　　　　アメニティ
　　　　　　　　　　　　　　　利便牲
　　　　　　　　　　　　ぐ：，＿＿＿＿＿＿　　　簡店街プ鴬モ冊ション＆リ：ノベ遍ション．

　　　　　　　．吋　　叢

　　　　　　網レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1幽、

　　　　　　レ難鶴．i離部鍍地

騒等：まちづくり会穀墓燦スキームのイメージ
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◇土地纈鍛副業のコンセプトおよび概要

　高齢巻が快適に過ごせる街の案境、緑叢かで閑購な住拙地という魅力

の強化を図る。中心部に蕎齢者向け生活サービスの充慰した集禽穣宅を

整織して、周辺部から中心郡への移転を促す。岡疇に周辺部の土地は激

三跡積が大きく緑豊かで鵬瀞な住瑠境の性格を強比して他地区との差別

化を図り、この地区の価値を維持・向上ざせる。

①纂合住宅建設・襲職聯桑

　地区中心部（コア）に高齢者サービスの充実した搾汁住宅を建設する。

その際、現在の用途地域を晃直す。すなわち、次項の「ビレッジコア」

で説萌するように、地区中心の中心性を強化するために一部区域の用途

地域を変更することにより事業を可能とする。また、この箏業を起爆剤

として次に述べる土地纏集中業を本格的に拡大する。

麗ターゲット

　地区周辺部に住んでいる子育てが終了した中高年や高齢春をターゲッ

トとする。彼らの住宅に対するニーズは広さから「生溝サービスの充案」

「利便牲」へとシフトしているだろう。このこ一ズに応えるのが覇しく

建設する集舎住宅である。

囲ポイント

　集合住宅の付加価値となる「生活サービスの充実」。この付加価値は

まちづくり会社が出則する「高齢者向けサービスNPOjや「商店街リ

ノベーション＆プロモーション」によって生み出される。異体的には、

この輿合住宅へ商店街の商品を無料でデリバリーするなどである。

圏薯業性

　実際に地区の中心部（現在駐章場として利用されている）750㎡の土

地で纂含住宅の建設をシュミレーションしてみると表運のようになる。

中心部には他にも空き地があるので、徐々に事業を拡大していくことを

想定している。

，∴、一

　ノ　ノ

、． @轡£・
羅三二

闇

闇1二趣1陰〉⊃

　緬格（万円）　敷地面積

a．　1930

b，　2100
く．　2780

d　　2980

e．　4480

‘　3470
9．　4200

124

董64

i88

15a8
279
133

163

鯵h

，奮盆

　一顎穂：・

パ㌔㌦～．，．．L蘭＼．．

’　，

　　　　　　　！r岬1㌧・

　　　　　　／

憶・．r㌦
　曳・　．…’藷　・
　　澱『〆

㌔．

’7三

　　　　露＼ンシヨン鱗彰

坪単価　　　　億格（万円）

　51．4　　　　h．　　2980

　423　　　　i　　　i460

　487　　　　」．　　　1080

　62．l　　　　k、　　ア30

　53．1

　863
　849

璽1：当地区の不動産催路

桑

暦倥形態　　溺取り
　集イ叢　「　　　3しDK

　製生　　　3のK
　集イ主　　　3しDK

　集住　　　4K

②土地編纂悪業

＊2

建醗貿の蝋鰯ξ川6万ノ婿

患地鰍葺の謙価綜20乃／α｛

として誠騨

堆3

Y麟◎く）翠勤薩翻べ（2σQ惑．1◎時点）

　自然と共生する住宅地、ライフスタイルという本地区の魅力をより強

化するため、地域価儀向上につながるさ’まざまな土地纏輿華業を展鷲す

る．喰然黙秘型柱宅モデル」を確立する主要畢業である。

耀ターゲット

　売り手としては①に示した層が想定さ『れ、碧い手としては帰山調帯

型微風モデル」を遷証する着無から中堅の高駈軍艦が想定される。

躍ポイント

　中心部に建設する集合住宅（前述）への移転や地区外転出によって空

き農となった土地建物を編集する。基本馨業としては、古くなった建物

をリフォームし価儘を上げて販売する。直接売覆するか仲介するかなど

の選択農は多様にしておき、できる限り個別ニーズにこたえる。

　バリエ…シ箏ンとしては、2軒以上違解して空き屡が発生した場合な

どに、まちづくり会証が土地建物；を蟹収して纏集する。

籔嚢業性

　窃嚢を勢照。初動プ鋤ジェクトを成功させることが璽饗である。

　　　　　　　　　　　　・｛z→　・，　T

「

i
i

L

羅2：土埴塩魚ビジネスコンセプト

【獲湾ユ

　既存研舞により、郊鰯憲騨也にで奮た窪曹糠に織する中華はかなりあ

ることがわかっている。例えば嗣じ神禁川吊忍（拶鈎麟お）における調

憲（巾騰聡麿他「憲都圏郊外の電地蘭難における躍膏地・叢壱窯の解消

方法に魍する研究」都幣欝繭編文簾卜1◎39、ρP．63ト636）のモデル認奮｝に

よれば、隣地が蜜を地に：なつ蹴場脅に隣地金馨；の購入費2割の憶帯が騰

蟹し、地鷹内に騰繋の烹地があれば移り儀iんでよいとする撹購も3劃弱

いたとざれる。

表1：話合住宅建設箏業の単純なシミュレーション紐

集合住宅データ　敷地薗積1280π1

建築面積 640r㎡

延床薗積 1920㎡

建蔽率 50％

奮玉門 150％

階篤 地上3F
総回数 2二二

三隅暗室（1驚あたり） 80酪

販亮鰍姦（1欝あだり） 3000欝溝

鎚含櫨竃灘灘収支

鷺出 土地購入鍵 25600万粕

建設鷺 30720乃円

収入 鰻麹躍上 72000乃鱒

矛1溢 13680万溝
，i一

纏の繋叢の馨糞髄、出養金、億の葵創豊竃建毅に港繕ずる
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2。ビレッジコアの形成

◇ビジョン

♪リノピノ〆ノニ！

ビ㌧〆ズユ！

、　擢　些　　　　　　ノ5アノ　　ノ　　甲

魍1　3つのコア

　崇地区内外の老瀦舅女、多様な人々の生類を彩るヒ：1ノッシコアを形戯

し、他地区に依存しない毫葎した生二二を形成する。

◇プロジェクトの位置づけ

　現在当地区には、繭店衙を中心としたセンターか3箇駈葎価するが、

（図1）どれも衰退の一途をたどっている。しかし、逆に言えばこれら

の場所の再生を促すことが、このような郊外住宅地再編への一歩となる、

縛に（図1中1）の区域を「ビレッジコア」と呼び機能強化を図っていく。

そのスタートとなる初動プロジェクトのイメージは以下のとおり。

◇初動プロジェクトのイメージ

①ビレッジコア・　蜘難画の・　と　’・蜘鐡の　曹、　叉2

　粥外に孤立した地区の畠立をはかるため、ビレッジコア再生地区浄画

を立案し、併せて馬途地域を見糊す。この中で、コアを藁酌に貫く韓線

道路；を「ゆとりのcare通り」と名づけ、郊外のゆとりとアーバニティが

融合した篇質の暴観を形成する。

＿迦鐵　　の紀爆剤　か　ビレッジセンターの重設　叉3
　ドビレッジコア」の中心には大手スーパーがある。道をはさ’んだ前面

には闘争当初に配置・計画したと思われる商店街丸隻含建物）があるが、

周辺住民（消翼巻）はイト一団一塊堂に流れている。対象区域内の数店

舗が売りに出さ’れていることからもそれは明らかである。また、簡店街

近辺には保豫團や高齢春施設が立地するが、彼らの受け磁となるような

空閲は欠けている。

　そこで、現在密度の低いこの場所で初動プロジェクトを行い、往事と

腰蓑・サービス、コミュニティ施設篭が複移する空間を提供し、地域再

生の起爆剤とする。なお　この中心施設には「栄南まちづくり金社本部」

を麗き、こごを拠点としてニコ．一ヒジネスとしての胤地編鎚拳業や、庸

辺の空き店舖や空音屋の管理を行う。

　3蕎齢出汐一“ソ　‘　一路Aノ　の日給　翼一
　離頁で述べたとおり、ビレッジコア内の空き地に高齢瓢湖の集合住宅

を供給する。

ビレソジコア中央の大手スーパー（A）

　　　　　　　　　　　　　鴫
　　　　　　　　　　　　　　壌

　　　　　　　　　　　　　　謹

難山公園（（二）

、　　讐

諺

・飾風酒》喚

ゆとりのca飽通リ握案地（B＞

　　　　　＼　　　　昌
　曜　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　歪

螺

齢彩憂鐵

腿
ゆとりの（∂飴遡リ饗禦地金難（D）

庭
3F
　〆

二乙コアz二7∠ユ乙＿∠ヲ

＿＠」巫多のカフェ’肖‘　に　るイメージアップ　文2’

　中心街を麹く通り沿いを「ゆとりのカフェ通り」と呼び、歩行養空闘

を高質化・ユニバーサルデサイン化してにぎわいを演出する。

50｝給

　2F　　　　　　　　　　テラス

丞朗話ご：二三∫£7

　　　　　　象ちつぐり本部　会き緊畢

∴二讐ぢ％
　　　カフェ　　　　　　　　寝餌

鶏3　ヒ1レッシセンタ｝解鋭イメ…シ

　　　　　　　　　　　　　　〔ビレ・カア（①）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビレソジセンターの建設（②）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　羅旨齢茎首向‘ナ輿台信三宅言秀導∫妃区　（③）

　　　　　　　　　　　　　　1　　　：ゆとりのしa‘e遍リ（④）

　＿＿　．一　　　　　　　　　　　　崎　　境況写翼撮影地声

㌦ゼ“∵ヤ　。バ・麟　　　　　π
　一覧ゴ　　　　・＿一。㌦．轡一一／．＿等一海　．．．左
　　　　　　　　　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　き　り　　さ　に　　　　　　　　　ノ　ゐ　ま　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ

，1二幡哺声濠晃極毒姦母親1鴇
　・い一　　　　1　　．　㌧，　　　　　・∵ん鼠、賦
　べ＝＝貿．．、＿．」一一四……　　　し　　　　　　　　　ご『

1τ競7厩1∴一詞藻燃艦・1罷
瞬＿＿三き。．㍊無＿桝罫1　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　〔、　　　；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瞳　　　　’
ぬゆり　　　　　　　ラ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ド　リ　　　ゆ　　　　　　　　　　　に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キ

　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　硬　　　1　『噸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・一

　　“　　　　　　　．」…　｛　　　　　．ノ臼　’u　　　＿〆；　軸挿　篭　…　　　　　　　噌封　一　隔費

。二∴．∴＼∫ン∴認寸1煽財7で誉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職2

ビレッジセンター内の＝〕一ナーでは老着男女が交流

一一 ?圃瞳域艶嬉し鉦威

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿．＿、，一ゾ噌一　　厨一一ヂ了」’＿＿　論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　壕蒙糧誤擁議蕎諭∴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　撮な鳶譲轄紫1譜

痴”　嚇噤@脚　…陣∵☆∴黛二警欝◎；∴享1墾∴言
妹　G惣憎轡漏詮．讐．漕一轡…一詣三画蘭轟蓋・。磁痴蝋。錨煕脚幣嬬哩《醒唱響：ギご一・．㌦，’㌧　ド…　　㌔　　へ∵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　も　　ゆへ　い　　いな　　ハ　　　　　　ボ　　　　　　　　　　　も　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨烈翔∴町デ、い・♂ぎ、．，冠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卯　　　　　　季踊　’　　戸　　曳　　　～　　　　　叩　　　　　　　叫　　　　　　　　　丁　　　　　　　　　　　　　，轄　　　　　　“厨　乳　　　r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビレソシ離ア戦鰭閣
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3，サブセンターの再生・新生

◇ビジョン

　ビレッジコアを填究しながら勉区金｛本にサービスする額たな撚点をつ

くる。2二三それぞれに特微をもたせる。サブビレッジコアは、ハザ鼎

ルを中心とするにぎわいの核に再生する。もうひとつの小ざな商店街は、

購ち」蠣店懸・ら鷹劃「サービス」のセンターへと轍噺生を

はかる。

　ビレツジコア、ザブビレツジコア、デリバリー．コアの3つが鱒生され

るごとにより、地域経済が循環し、コミュニケーションが活登になり、

地域価簸が高まr）てゆく。

◇サブビレッジコアの再生（図1中2）

　この簡店街自体は活気がなく寄月

気味で、高店街の勇纐が迫られてい

る。再編にあたっては、他地区との

差別化を図るため、rパサール（市）遷

をコンセプトとした空間に再編する

ことで地域の蕪雑者と消饗者を直結

させるとともに、生産と消饗が融念

した新たなビジネスを篶てる。まち

づくり会社が企翻立異から逢営まで

広く闘与する。

匿ハード鍵藁

商濤街の現妖

①商鷹街の浅側に分散している瓢箪場を敷地の外側に蒙とめるこ乙

　　で、敷地全体をバザール空間として再生ざせる。（図2）

　②再生する建物自体は仮設畦が強いぎ／ミザール£的なものとする。

　　鴬設店舗も峯に現在の耀利者の受け豆脳こするのではなく、前向きな

　　蕎売をしょうとするテナントを公募する。

③敷地の；葛低差を琴豪して敷地申央1こス鱗一プをもつ広場を設ける。

　　この真野；を使って野バザール唐をB常的に開催する。（喋イメージ図）

函ソフト事翼

　④罫バザー’殖には蕎店街の各鷹舗から旬な圏品を出＆するとともに、

　　盗地爆内外の生産者もさまざまな品を出品し交流の携とする。

　⑤地域住罠も出品できる場とすることで、消欝蓄と生産者が融合し、

　　この場に集うこと自体、自らが主役となるようなイメージづくりを

　　展溺する。

　⑥鍾バザール誘が蕎われていない時間は、中央の空闇は犬由幼稚園の

　　園児の遊びの場となる。商店街の人々の騒に触れるので安金性は高

　　い。

サプビレツジ瓢アのバザ～ルの穣子

∫薗・［

　　」

　甲等

、こ雌綴

　　5

……“　騨㎜
V

彩

＝

蔵し顯
　蕪　　1

／偏 　　　　　　　　　　　1　罪一一L～、風
　　　　　　　、身詰講」　柳
　　　　　　　　　　　　モ　　
　　　　　　　　　　　　兇磯難

圃2　サノビレソジ』ノフの三生

◇デリバリーコアの新生（図1申3）

　嶺商店街は地区内幹線に沿った小さな繕讃談である。現在、遣捨イ簸i

等の利便のために一定の震献を果たしているものの、すぐ近くにコープ

が存在しており、周辺の顧客はコープに流れている。そこで、この篇一

プとは競合せず、近隣住民の利便ばかりでなく地区全体へのサービス1ζ

資するようなビジネスセンターに新生することを提渇する。

そのコンセプトが3デリバリーセンタづである。この事業にもまぢづ

くり会社がコミットメントする。

囲ハード事翼

　①当商店街の旛利者を核としつつも、地域から広く出資を募ってト

　　ラックや潔動車を謁達する。必ずしも新年を購入する必要は無く、

　　稼動していない馨や空き跨問の調整により纂業に必要な機勢罐

　　運転手を確保する（蛋の遭逢ビジネス〉。

　⑦当商憲街の権利者を核としつつ、稲望マる器財分野を店空から歎

　　て、当該物件スペースをいかに活用したらw既w沿の関係が饗蟻

　　かを模索する。まちづくり会凝がその媒介役となる。（：スペース灘

　　用ビジネス）

翻ソフト事業

　③一方、地域内に二二するデリバリーニーズを広くリサーチゲると

　　ともに、地域囚の各種サービス提供事業春やNPOと違携して、ヂ

　　リバリー二ニーズと簸の謁達ビジネスをマッチングさせる。デリバ

　　リーニーズとしては、地域の高齢春や妊婦等の体の不自蜘な人気

　　賢い物で陣門がいっぱいの子連れ、さまざまな配違、場合によって

　　は簡鱒な家事代行箸、あらゆるものが考えられる。（ニーヌ：マヅ多

　　ングビジネス）
　④以上3つのビジネスを地域金体でマネジメントすることを墓園と

　　する「栄繭デリバリーセンター」を雛誕として本絡展閲する。羅霧

　　は権利巻とまちづくり会祇による小さな事様から出発するが　耀く

　　ゆくは本格的なコミュこティビジネスとして営利と非営利の各穫懇

　　糞；を展醐’ずる。

　　　　　　　　　　　　　　、　　　　盛

　　　　　　　　　　　　　　　も　　　　　、

，　　　　　辱　　　　　　　庫

　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　2撃ブビレソツ盤ア

　　　　　　　　1　ビし’ノジ驚ノワ　　　　　　　　　　　　　　　ば　　　　　　．

　　　　　　　　㍉　　　　　．　　　　　3
　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　戸　　～

　　　　　　　　　　　　　　　　二．、触　　　む4

　　　　　　　　　　噸腕　　　　　　　　　べ▽・

　　　　　　　　　　　　　　　ア　　　　　　　蕩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3デリハリ醐欝ア
　　　　慌夢鰯域

・磯一　　　デリバリーり一ビス　　　　　　　　　　　　　　　　　　箋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　需

　　騒魔　3つの難アと：ヂリバノー黛ア楚らのサービスイ〆～ソ
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4．公共空間の再生

莚

A

＆

蓬望5　　Keyしa臼dscape候ネ毒堤3

鍔敷　　液

ぎ

擁

　A環状道路書十勘地
　（さくらプ〔〕ムナードp37）

磁鱒毛磯

Bゆとりのcaね通り（p　34）

吾1

◇ビジ策ン

　嵩度成長期に大盤・画一・均質に供給ざれた1ベッドタウン」の典型

である蚤地区を、その驚源を簸大隈活かして、中震が輝き、多様を靴工

にあふれる安金・安心な近隣に再生させる。

◇緑道の整備・再編・拡充（図1・2）

　醐発時1ご計画された緑遷は、饅立たないながら地域の魅力資源になっ

ている。この空闘をコミュニティスペースと位置づけ、入自の多い「み

んなの通路」とする。人々が利用することで「地域の自」が増え、家々

の間をこの緑道が抜けることで遵行く人も安心感が得られるたろう。

　既存の緑道は途中で止まっているのてこれを延伸して、エリア内の公

圓を緒ぶネソトワークを形成する。また、緑道は狭く駈々に空き地が発

生しつつあるので、「みんなの通路」として質的に拡充をはかる。

鋒留総点］

　1防犯牲を高める
　　　一日を長して鰺驚か出鼻ないように緑のボリュームや薯ざ、肩幅、

　　街灯の配置に気をつけ、晃通しの良い空闘を創出する必要がある。

　n歩車間の安全牲を高める

　　　通過交遍が入り込まないプラン（東留めを轡りる、ハンプを用い

　　る等）とする。安全な遊び場となり、また小さ’なイベント暗の会場

　　ともなる。

◇バス停をコミュニケーションの場に（図3）

　バス停は地区内に点在しており多くの住民が利用している。しかし、

バスを待つ場があまりないのが現状である。バス停の厭目藤付近に待合

場として、ベンチと緑を設けた空間を配置する。これをPed　Shed

（Pedestrlan　Sheds＞と呼ぶ。

隅Ped　shedのデザインイメージ〕

　低木やパーゴラを設け、顯易に臼光と雨贋を凌げる雨宿り空閤を劇出

する。ベンチをii費け、パスを待つ闘や、散歩、買い物の途中に休める空

闘とする。

◇Key塾しandscape等の形成（図5）

　当地区の地域価値を象徴する界隈を「Key－Land』cape」に捲試して地

区のアイデンティティーに対する住民の認識を啓発する。それにより、

埋もれていた地域価値を再発見し、守り竃てるべきものとして次極代に

残す機運が嵩まるだろう。そうした界隈を守るだけでなく、藩たに鷺て

追加していく。

　「Key一しandscape」の再側見と並行して、「眺望地点」などの視寛的な

資源にも着漏し、それを地域の共通財産とするような取り組みも行って

いく。

讐建遂メ　欝

匙｝鐸遇・公進の交笈部　　・幡の広い道空

　　　　　　　　　　　・後遷と：綬遣の交蓄点にはハンプを用いる。

　　　　　　　　　　　・議々にベンチを設け、立ち止墓れる盗閉を修るり

　　　　　　　　　　　’璽湛と緑運のテクスチ妙一に変化をつける

曝2綬這一州零露

〈＝　〉

・街灯を満度に配躍

・叢叢の逢

・低木を綴織僑ざ05～1餓難度）
・夜臨でも瞬るく、見遡しの畏い空鷺になるよう饒慮篶る

彗蕪競

’欝洩億
庫

ふ

＼

＼ 、
へ

＼、

」

㎝ド榊

梱紅ダ　　畠畠

◇街路空間の高聴化（図4）

　大難・画一・均質な近代的郊外住宅地は、放置すれは人々の心を圧迫

する。そこで、よく観察すればメリハリのある地域門下；を再発箆し、均

一な街路空欄を差別化してメリハリある空間に再生していく。再生と

いっても大がかりな工霧をするわけではない。要は隣晃」と「認識の

共有」があれは、ほんの小さなプロジτクトによリ［コーカルな憲味が生

成していくはずである。

　　　　　ξ、薦一

　　　　　麹3　Ped　Shed
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5、環境融合型の新しい郊外地像に向かって

露鍔郵
轟緊

講糠

践鷺
いたち1μ

◇ビジョン

　醤勉域は、周縢を縛で囲蒙れ、こ方雀惣黙の舵行を残すいたちlilが浜

れる、誉からの難然が多く残る地域である。そこで本地区のまちづくり

にジョノとして、これらの麹然を活かすという従築型の発想を一歩進め

て、環境融合型の斬郊外へ脱皮・威長ずることを提翼する。

◇周辺の環境との融合

　「周辺の環墳との融合」といっても、振り返れば当地区は自然環境を

劇って入工環境としたものだった。いわば自然を酌って団地をつくり、

残っ疋自然を「まわりに自然が多い」と表現しているだけである。

　ごれからの郊外往宅地は、一麓關発以前の状態を想起し、これから都

葡側の需要が滅っていく中で、どうしたら入間と自然の農好な閣係が纂

けるかを翼剣に考えなければならない。

麗ソフト事業

　その第一歩として、人間か往むことによるさ’まざまな負荷を見つめな

おす小さなソフト興業を積み籔ねることが必要である。そのうえで、以

下にあげるさまざまな華巽を展開する。

麗ハード職業

　④周辺の盤然を慧識させる軸線強化とルート設定（図1＞

　　　自然を「剴って」造成された団地と、周囲の自然との闘係を再認

　　識したうえ、特に歩行者系の動練については、団地丙部の自然空闘

　　と周囲の自然とが遼写するように空間の質的向よ：をはかってゆく。

　②親水公園の整備と電街地への接続（図2）

　　　既に整儀が進む「いたち四一へのアクセス改革と整備をはかる。

　　舞体的には、いたち期の冬田蒙でアクセスしゃすい公園を設ける。

　　緩やかな土塗を譲け、既存の公圏と一体化さゼる。

　③墓靴跡圏（（振）ざくらプ鋤ムァード》のi襲備（密3）

　　　実成が偉い幹線電路予定麹を「環境融含型新翠苔｛」のコンセプト

　　に沿って整制する。競に地死説罷などがなされてお怯誘糞i異界の

　　薯能性が高い。

　④霞然講乳型注宅モデルのプ臼モーション

　　　本地区の地域儀樋の源泉となっているゆったりとした蔦建て住究

　　地を、入込調莉型住宅として再認識し、ランドスケープとしても位

　　置づけながら、地屡外からの需要を持続的に強きつけるプロモー

　　ション活動を行う。禦た、そうした空閾イメージを強化するような

　　粘しいゾー＝：ングを指建する。

街窯凝滞を流れるいたち川の戸逮までアクセスしやずい公匿巻設け乱
羅やか唇二藩を簸け、議論の公欝と一似鵜さぜる。
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繋趣心部ノね一バンごンツジ戦醜
関内地区の現況と課題
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◇現況

　・広域的位躍づけ（函3）

　　　関内地慶の北西に位回するみなとみらい地区、および南饗に位譲

　　する元町・中藁街地区は近無、それぞれオフィス街、海外的にも名

　　が知れる商業・観光街として三農を遂げている。主な祷難として、食・

　　佐・商が一体となったみなとみらい地区の大規模再醐発、閣下港横

　　浜としての玄闘となる穴桟橋の完成、都心からのアクセスを向上さ

　　せた地下鉄みなとみらい線の開通などがあげられる。

　・地区の動向（図2，3，4）

　　　その様な周辺環境の中で関内は、バブル崩壊後のオフィス街とし

　　ての褒退（賃料の下落、空璽率の増加）から立ち直りつつあり、ま

　　た先にあげた周辺環境の良さから住宅（マンション）の供給が著し

　　く進んでいる。しかし、そういった一連の勤きの中で、歴史的建遷

　　物を多く冠する伝統的なオフィス街としての関内のイメージは崩

　　れ、また増える居回人口に対しての住環境としても生活支援施設の

　　不足など多くの課題を抱えている。

◇今後の大きな流れと課題

　現在横浜弔では関内地区を甲心に『鼓術文化都市構窺を展開してお

り、旧来利用の禽麟やオフィスを芸術家に貸し出し、またアートフェス

ティベルを關催するなど、若手芸術家のインキュベーション都市という

方向を向いており、多くの教鷺機関（大学・奪門学校）が関内に教塞を

構えるようになっている。こうした新たな動きを前向きに受け止めなが

ら、職と住が適切な密度と質をもって融合するような新しい都心ビジョ

ンを描く必要がある。

・、、
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◇現状の関内

挺

図3　用途地区と都心誘導特別用途地区
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灘診療鑑務熱讃駕ヒル（1～3フこ］ア）

醗清談響務所保轄ビル（4フロア以上）

罫∫バ50戸朱薦の億宅俣奄ビル

薩50戸以上の盤宅俣蕎ビル（マンション）

懸住宅と儀入子藝務勝が混在するビル

盤上載写照撮影霧斬
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甲

◇基本方針一職・像・遊と横浜文化の融含

　近無の佐囎床（マンション〉の増撫に伴い、窪職酬幾能に特駕したオフィ

ス街から、窪住』機能が混荏する街へと変化している。そこにざらに繊舌

を加え、それらと横演文化が融含した多様性のある魅力的なアーバンビ

レッジを形成する。菩機能についての特徴は以下の適りである。

　唯職1：関内地区は公富庁・金融街として栄えてきたため、弁護士・

　　税理士を始めとする個人事務所ビルが多く立ち並んでいる。今後も

　　空オフィスなどに対してそうした需饗が一定三度あるほか、アー

　　テイストなどにも穫極的に利用されると予想される。こうした利馬

　　を考えると、大規模なオフィス開発などはできるだけ避け、グラン

　　ドレベルで活動が密に展開しうるスケール感や空閾構成を維持・増

　　進ずる。

　曜儀：マンションの乱開癸を制御するため、住宅容積を一定量以内

　　に抑えたり往宅のみで構成される開癸を抑制することを慧図した都

　　心機能誘導施策が近奪馨入された（前項図3＞。これらにより、極

　　端な過翻開i発はある程膜擁制されると考えられるものの、積極的に

　　艮質な住環境を形成するためには限界もある。そこで、柱機能が街

　　に認翻するような空間創リ（形態規制）および趨業施設の配置（ソ

　　フトマネジメント）を行い、佐宅開癸・街づくりの両方にメリット

　　をもたらすことを重規する。

　・『遊詠外国入居留地という歴史をもつこの街は」AZZ（近年では獲術〉

　　に代表される文化的な「遊び」が盛んであり、一方で海岸・都市公

　　園などの空間的に「遊び」を楽しむ場厳も充実している。これらの

　　要素を積極的に取り込み楽しめる墾かな都市を創造する。

5’

　　　　　　　ゐ

鷹月：アーバンビレッジ戦醜園

．鶴

／鰻○

◇計圃靴師

　・オフィスの蓑退／大規模マンションの乱立といった一方向のトレン

　　ドを制御しながら、認機能がバランス良く融堕する欝街地を穣棲韓

　　に創る

　・関内の歴史；を象徴する歴史的建造物の活用し、都市遺産を後雛に愛：

　　け継いでゆく

　・他に例を見ない臨海都市であることを生かして、海岸線のオープン

　　スペースを活用し生活の中に海；を感じられる街とする

　・生活の中心軸を設定することにより、単調で場藤の認識がしづ弘く

　　街並みに濃淡を描き出すとともに、増加する夜間入口のこ一ズにも

　　対応する

　・特徴的な藝路地を持つグリッド街区の特性を生かし、職盤遊が莱蓼

　　する街とする

　・点在する低利馬の空地（駐箪場を含む）に暫定的なプ備グラムを鍵1

　　り込み、街に簸わいを創出する

　・老朽化が進む建築に対してスクラップアンドビルドの単親な璽懇、

　　鋏小敷地に建つ建築の再編を健胃し均整のとれた街並みを復元する、

◇アーバンビレツジ戦略（図1）

　上記の基本的視点にもとづき、ここでは以下のモデル戦賂を提鍵する鉱

　1．ビし・ッジコアの形成

　　　　購髭に流され無｛麟隻になる第臨地に生活の核をつくる

　　∂．初動プロジェクトの推進

　　　　ビレッジのヘソの低申出用地を聡難の転欝

　　b、ビレッジスクエアプロジェクト

　　　　2素謡を議たがるビレッジの顎しい空闇

　2，生活軸の強化

　　　　既存の隣漣施設や桜並塩を漬かして生活の鷺を認める

　　c皿盛街の達携強化
　　　　ビレツジスクエアの活駕を上して次翼に遜携

　　d、ストリートファーニチャー・サイン設置學業

　　　　入にやさしくわか｝ノやすい衙藁み

　3．余畷文化軸の形成

　　　　弁ヲミ遜りを蕎欝な余鍛文化蟹穏葺に

　　e．プロムナード形成嚢業

　　　　単霧な街路デザインを改め境寛的・機能的に嵩籏．免

　　乳ケータリング等による街路空間活性化峯繁

　　　　e「でで費荒雛既を鐘い瀟甦i化

　4．コーナー・スクエアの活性化

　　　　点本には珍しい街区潔の街縛みを活かす

　　9コーナーの積覆的活用
　　　　ちょっとしたたまりの武闘・惰報・筏寛効鯉

　　卜・スクエアの登発と翻殺

　　　　ビレ・ンジの核となる場漸

　5。インナーベイの湯壷

　　　　どレッジに溝を駿り込む

　　L＄ea　Viewの形戒

　　　　鑑漉軸巻胴までのばす

　　i，インナーベイ・プロムナードの形成

　　　　バリアを取り縁き海辺蒼駒放

　　k野外イベント構想
　　　　触妄陰れプ七無辺の窯蘭鷺灘用

　　Lレジデンシャルホテルへの篇ンバ…ジ3ン三尺
　　　　短期灘餐クリエーター捲泊

　6，騰灘的建造物の灘綱

　　　　どレッジ醗に謀難實る譲源毎オ…ブンワソー．・．ス鑑

　7，小路識ミ瓢瓢騨イの揖磁

　　　　オモチとウラを勤つ機縫融爵燕簡

　8，オ～プンスペース溝腱鱗簸

　　　　駐藁堪｝の乱雑な掻掘讐プラスに甑疑葛
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1．ビレッジコアの形成

糞

環筏の横浜メディアセンター前の繊子

瓢　公鶴空地は濃｝癖さrれていなし・

下　公開葦：地のフリンジの乃一ドレー

　ノレがバリアとなっている

　オ7イス機能の；二選、マンシ鶉ン化の遜贋1、無徳文化都驚除毒にもと

つく謙ちづくりなどが遣iむ関内であるが、これらの勤尚は縞鋼バうバラ

に進行しており、総禽的な下学街地ビジョンが欠けている。ここでのアー

バンビレッジ戦略の断案はそのビジョンに絹蜜するものであるが、その

起爆鶏としてビレッジコアの形成を提案する。この捉翼は、これといっ

た拠点のない崇地区をアーバンごレッジとして再生ざ誇るため、その杉

となる蠣勝をアーバンビレッジの考え方をもってしっかり形成するもの

である。

◇ビジョン

　本地区のコアに、新しいビジョンを持つ人や新しい三三を生み出す

入々が舞うビレッジコアを形成写る。クリエーターやアーティスト、ま

た個人で仕事をもつフ鋤フェッショナルといった自分たちの仕蒙に没頭

している人々をこの場所に滞留さゼる。人々が莫まり、刺激しあうこと

で、ここから新しい文化を発信していく。

◇初動プロジエクトの位置づけ（図1・2）

①当地区の甲心部で核を形成しうるエリアを、横浜メディアゼンター

　　（街区B）およびその向かいの街区（街区A）と定め、醐蓄わト帯となつ

　　た新しい空閣を創造する。両街区の間にできる開けた空間をeビレッ

　　ジスクエア2と呼び、隼闘を遇して多自的な活動が展開ざれる。

②街区Aでは初勤プOジェクトとして、『長期滞在型レジデンス開

　　発事業（A一眼および7ク1ノエーターのためのコンバージョン事葵

　　（A－2）議を推進する。これらは当地区がアーバンビレソジをめぎすこ

　　とを蜜言ずるメッセージとなる。

　③　この初動プOジェクトは上位の「生活軸の強化」と「余暇文化軸

　　の形成」プロジェクトを推進する第一段階ζ位置づける。『ビレッ

　　ジスクエア君は両軸のクロスポイン1となり、四季折々のごまさま

　な出会い；を演出する場となる。
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・フ　　ハ、ンヒ』　　・毒

◇初i勤プ窃ジェクトの異体イメージ

　境在、携勤プロジ甑クト対象地にはタクシー本社・嘗業筋（鼠講A嚇

と長選建て駿盆ピル（敷塘A－2）が存剥しているが、前餐は土地利箔とし

てこの場漸に野ましくなく、後者は建物が談叢に利用ざれていない。そ

こで、臨地A一気をナ地利用藤霞して噺規に慶発を行し＼敷地昏2はコン

バージョンにより拠点施設をつくる。

　この際、当叡聞がアーバンζレッジを翼西に貫ぐ「生活軸」およひ「余

鍛文化軸」のク瓜スポイントになることを踏まえた整備内響とする。

幽『長期滞在型レジデンス閣発事箕｛敷地A－D二（図2）

　この開発を還してアーバンビレッジの咳をつくるごとζ、1生活軸」の

拠煮施設となることを門標にする。

⑦生鮮上品正門スーパーの誘致

　瑛在、「鑑活量」となるr関内桜通り」には盆鮮食品を扱う店舗が無い

ので、ビレッジの生活を支える「生鮮食品専門スーパー歪を誘致する。

このスーパーは24時闘営策し、クリーニングやコピー・クリエーター支

援サービス、カフェ等を併設する。既存商店街と：は競含せず、むしろ補

劣し合う。これによりマンション居住餐等に高次のサービスを提供でを、

アーハンビレッジ文化の継立となるだろう。

慨物1

鳩灘

①タクシー会社の新規ビジネス展麗

　タクシー業界の閤題は値上げだけにより解決できるものではない。こ

こでは当敷地を適切なよ地利用とする際、以下の新規ビジネスをタクシー

会㌃に提陣するものとする。

　a本纂業は、タクシーr本吐機能の建慧えを含む換a琴業とする

　b戦規スーパーや既存商店街、企鑑等と逢饗したデリバワーセンター

　　を置く

増区A－2のピルの潮況

③長期再臨型レジデンスの闘発

SOHOも含む斬しいライフスタイル／ビジネススタイルを提案。

∂緊観

　　ここに設けられた彙大な闘放空閣は居住餐に「盆」と「海」を疑

　購らすひとときを提供する。例えば嚢には、海遊から上がる花欠を

　楽しむ絶好のスポットとなるだろう。

b周辺環境
　　隣境敷地内には顎ギャラリーノがあり、アー｝を勇近に蔭じるご

　とがでぎる。また、余暇文化軸には轟次のリラクセーシ蕊ン施設（後

　述）があり、適当に使麟の疲れを癒すことが耗能である。

團『クリエーターのためのコンバージョン覇業（敷地A－2＞嘉

　敷地A－2の畏屡建て集含ビルの1階は、主に飲食店か軒を逗ねてい馨舞

上階は集合住宅であるが空き家も多い，，しかしこの建物は関内の透代鵜

を象徴する形態をもってあり、卑なるビル関発ではその趣が損なわれる

可態性がある。そこて、この建物をつンバージ三ンし、余暇文化軸形薦

の起爆剤となる鍵メインギマラリー∫をつくるとともに、ビレッジヌク

ニア（髄述）に淫する部ガを大きく改造してビレッジニアの雪囲気を鎧ジ

立てる。

　①諭コレクターとアーディストたちのギャラリ「・の設置

　現蕉、模浜添に佐むコレクターの多くがコレクソヨンの奴蔵嘱翫に滋誓

ているようである。さらに多くのアーティスト達のノきむ場所や作畠髭豊

の場所が不足している。そこで、i際部分に余暇文化軸の中心施設の1

つとなる；ギr・ラリr・をつくる。蔓不的に農設民営である。

　②fアーティスト・イン・レジデンス託ζしての和田

（：コミュニティ

　　マンション内には羅像審のコミュニティ空鰻が、隣掻敷地には

　しアーアィスト・イン・レジデンスμ後述〉があり、多膨な嫡々の

　交流がすすむ。

腿ヒllノツジスウエアブ難ジ災クト（胤舞衡2♪

　之悲2つの馨算によリビレツジのヘソに公興繋薦が慧凝れるので、こ

れを衡覇王の二黒簑i増と禽わ媛てジヒレツジスクエフ’ζと：呼ぶ曾遠田の

鷲自警の公蘭騨琶≧はゆ遽繍鵡で瘡ζんどう譲欝黙れてい弔いが、織羅鰍

の欝増凝一振的に馨驚備翠口恥～ご響寄窟ざ潔なアクゲイビデノゐ燭解ご

数嶺．ごの際，慰二心のカ～ドし・一ルは撚濃毛ア　環鎚塞が魅ジコのにの界

隈慧灘慧駕ざ覧る瀞

　ビ島ツジスク瓢アの漉撃滅）い℃簿：後灘す7る羅一プンスペース㌣塁ジ

メン｝・ヂ～ムの器簸と嘗勘臼

　空鍵の自立つ『ギマラリー2の上部階を『アーティスト・イン・レジ

デンス謙として活博する。ここに住むアーティストたちには優先的に野ギマ

ラリー孟の活周を促す。

メ〆ンダヤ7リーの轡畢（イメ・・シ）

副
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2，生活軸の強化

ボ　　　　　を

拙㌧営。ソ包、ノ
　　　　帆　！　煙　　　㌔多魯㌦　　嘆《

．・
?＼∵〆∴㌧・

＼く溜㌧『

　闇闇軸を設定する「閲内桜適り」の磯溌は図1のとおりである。その

璽駿には、鯛国の頃、iヨ本人街として商入等が店を橘えた痕跡を残しつ

つ、やがて黛本の各企鑑の簗店文化を担ったオフィス群や飲食底街が色

濃く残る。建物利用をつぶさ“にみると、こ：うした機能が低下したあとに

新たに飲食店等が立地しはじめてはいるものの、新たに急増した夜間人

口や1丁企業を支援するような機能が弱い。むしろ場盗たり的に土地利用

が徐々に変化しているといえる。しかし本地区全俸からみると、このヂ閲

内桜通り」には既に最も多くの生活機能が立地していることから、この

軸を手がかりとしてビジョンを繧み夏てることとした。

◇ビジョン

　アーバンビレッジの虫要な橋成要棄である「生油を支える軸とする

ことを叢濃に打ち出し、初釜プ鋤ジェクトと違乱さ’せながら徐々に生活

支援機能の充実をはかる。ここでいう「生活Jとは郊外のそれとは異なり、

夜間人口も欝欝人購も勤めて入々が一建時間をそこで過ごすことをいう。

　ゆげみ　ル　ぎ　ダ　　　ドへゆこ　　ゾほが

”！i　：ド
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團欝臣

◇プロジェクトイメージ

　初勤プロジェクトと禽わぜて生活軸を・段隆的に形成するため、以下の

施策を実行する。

①「ビレッジスクエア」の活用を通した商店街の遵携強化

　　婁　　写轟玉
副齢w　鴇厚ザ　　　≧群滋嚇，燕

　初勤プロジェクトにより生活軸上にできる3ビレッジスクエア壽の活

用を『マネジメントチーム』に任せ、無闘を通した様々なイベントを案

施する。

　イベントに興味を示した簡店街の有志で協議会をつくり、生活軸全体

を奮めたエリアマネジメントへと発展させる。

②小さなハード事業を積み璽ねる

》ζゆ　喫　脚離脚騰へ〆ヴじ駄デ鼎一鳴㌶　、
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　エリアマネジメント協議会により、既存巌店街のインフう等の検討を

行う。この簡店街は沿道の並木が潔しい禦観を作り出しているが、それ

以外の街灯や歩道部分の整備は十分でない。そこて、生活軸づくりの観

点から事渠の順位づけを行い、行政とも連撲して整傭を進める。歩道部

分へのストリートファー：＝チャーの設置やリインの統一等が考えられる。
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！∴認譲乳⊥臥髪嘉畿一

郵　　へ

　　　　　　　羅

湊蝦

　　　　　　　　・膚聖；

　　　　　　　＼～　　　　．＼麟

スーパー離の回暦の樵子

霧・ンビニ・ンヌストア∴熊

◎藁馬　　　　∵飲躍

費クリ鴫ング　∵鍍
の難院・マ・努ジ趣鯖

右図凡｛葵、

欝

國柱房

慶ガソリンスタンド

膿財フイス畷覇

影驚義
董

タヘへ

翻》繊細
団　　　、

避

警

♂降》騒．

霧轟2

この峯・ノは島詳かレ’なぐ、

また総が多いためのんび

りしノこ第憩澱が別ってい

　へ　艪　ミ
　｝

輔滅警

　　　　　　　　　　　　へ

織　ﾋ警　轡薇ジ、・

難賦こじど劉
　　　　　ゆゆ　　　　　　びにへ

1「　　｛　　！

　　　　　　　　　．。／’　　　、

　　　　　　　…喚や暁、　〆
　　　　　一．郵幽，
　　　　　　　｝　婁一

　…へ　?勉
∵㍗物ゑ昼陶
　　　　　　り　　　　　　　　　’　　　　　、

襲γ
、こ＼

こ父ミ、
　　　　、ビレノジコア

1｛

　　　　　　　　　　　窮マ　酸　内桜運りの現況
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3．余暇文化軸の形成

．＼∵翼
　ぞ　　　　柔∫　　、

、＜一概嘱｝
　　　・　　で一♂；㌧燕か

一　ご。・∵〉㌢

～ぐ撰＼愉

＼14留1

　アーバンビレッジを藁顔に震く多くの街路のうち、隣掻地区との接続

が懸もわかりやすくビジョンが打ち出しやすい1弁天通り」を余蝦文化

軸として位齪つけ、生活軸とともにビレッジを特徴づける軸とする。

◇ビジョン

　弁果逢りという名称の元となった弁財天はこの遙りの難端に位置し、

聡鴫慈愛・家業降栄と量楽や弁舌の才をたすけ福をも疋らす神様として

知られた。今の弁天射りにその名残はほとんど無いが、よく観察すると

弁護士その他の奪門職智見所が遜り沿いのビル上階に入尼し、地域の文

化人が箋うサ日ンやギャラリーが立地している。それらを手がかりとし

て、三内に生活し関内を筋れる趣味入や文化人、プロフェッショナルな

どのためのプロムナードを形等し、よ位のワラクゼーションを握供する

門門らしいストリートにする。

　　　　　　　　躯　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ざ　　　　　　　　∫

聚一一　蕊一図r一‡1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム
　　　　　　　　　　　　　　　　響

当
襲

軒

　　　　ほに　む　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆに　にごニ

鷹　←　　　　　　　　　　　　←　　　（濃｝　　←　　　　T工　　←

，　　　｝
図1　弁天遜りのプ韓ムナード化

◇ビジョン実現のためのプロムナード形成（図衿

　弁天遜は現在、片測に駐璽スペースが確保さFれているために変化に乏

しい画一的な空間になっている。また、沿進の店舗は舞種・凝議がさま

ざまで必ずしも蓬続していないため、街路に活気がない。そこで　ビジ拳

ンにもとつく模濁らしいストリートをめざしてインフラのデザインの螢

轟轟を行う。

【ハード闘

　図モに示すように歩道に疎密な空間をつくることで駐箪ヌペース芝講

鰯に確保し、変化に欝んだ空間とする。これにより、Dショップへの鍛

入空問、2＞ショップの購わいを外部空間にあふれさせる空閾、の驚餐を

満足さ‘せる。さらに、3）道路がボンネルフ的になることで菓のスピード

が剃限ざれるので歩行者にとって繋金な塞間となる。

【ソフト面】

①路上駐學帯を肯いて、窃一プンスペースマネジメントチーム認に

　よるケータリング事糞を行う。これにより、店舗と一体となった鰻

　わい空間が翼現する。

②ワ～22時の間を歩行者天国とする。仕肇帰りや仕事の搾憩中に難

　軽に立ち寄れる空間として位置づける。

③中期的には『街つくり協建醤』を作成し、陶ラクゼーション施講

　の誘導を図る。建物の胴囲部分にζリラクゼーション施設£（フィッ

　トネスクラブ、パーカフェ、雑貨屡等〉を誘導するために、協定馨

　では、店舗・建物の形態や用途をルール化し、ファサード・犠糎・

　室内装飾などについても、オーナー緯織に町会役員や悪口化が参馨

　する協議会を設け、より良い計画になるよう知恵を絞る。

4．コーナー・スクエアの活性化

申1

アートNr｝Oは、窃罵鍛冶の理葱にもと

づさ、ア・トと穀勲の櫛渡し登懸して、

彪広く縷域をこえた囎○と漣携し観か

な償尉祇金を劇出する役割篭拶r艶てい

ます脇アートは社壷の変化奄先取リず

るカを樽ウており、フート鯉Oは耗禽
を鐙鑑す勘灘流において人髪なカを鷺

揮で智る之驚えまr凱そのためには、

さ蕊奮窪なハード加登簸り越壌、麺熱

盤嫌蔵叢進窟穏麟籔があり諺1瓠アー
トNP◎ソンクが苔う霧籔のζξゴζ穂出謎

れた畿繕や跳餐化富れた驚・ズ誉も亡

に離：触解潔に晦づて聯り糠みに謡挙し

ていき諜サ。

　蘭内は賑本の都鷲としては珍しく薩洋愚の街区i建徳を薦している。公

共空闘を充実ざせることがすなわち当贋物の活重生化に薩結するといえ

る。

　そこで、こうした特牲を顕等化・活庵するべく、以下の翼難を日進する。

囲コーアー（辻空間）の積極的活馬

　関内地区には辻薗（コーナー一　に壁函；を持つ建物が多く存荏する。闘

内地区は古くから街区型市街地であり、街区の平面形状と建物の平面形

状が近似している。これらは都毒の中で、その「町筋」を示すランドマー

クや饅刷物となっていると考えられ、都市暴観上または広奮・蜜伝スペー

スと：して慶蔓であると考える。

　まアこ、建物の角が隅切りとなっていることでちょっとした広場として

の役割を集たしている。そして建物の隅切り画の使い方はそれぞれ鍵

なっている，噛階が食べ雪遊やお店であれば入り灘としての肝腎を累た

しており拶讐奮を醗うようにアブ欝～チしている。團廊の鵜愈、隅切り

薩を贋然驚一ナーとして利鰐しており拶いている人を隠ち止獣ら量る。

このような小ざ鳶仕掛けを滋識しτ難かにするごと費潜性化の麹とず

る騨蒙だ、嵩一ナーへのカフェ簿の積縫的饒致をはかる韓

謹スクエアの発見と創毅

①（振〉ざくらスクエアの蘭設

　生港軸と鹸暇文化軸が交わるビし。ツダコアに（僅）零くらスクエアを

開設ずるβ既にビレッジ濃アの部分で；述へだとおり、このスク丁アは

靭一プンスペ～ス㌣ネジメントチー鼠馨により選露される、ある蒔は

綾鷹街と1奏驚し．ビ朝冷やタ撫が脊われ翫蓉た、あ養鯖は夢アー｝

NPO営tと薦携しτアーヂィス｝た筋の発嚢の鰯とし竃♪くク瓢アの貸し、

慮しを締う。蓼だ、メディアセンタ～内にあ魯W民て壁身ギベントの焦毅

な縛ヅζ圏もらう。このスク鑑アは、蘭噛に魁む人々脚聞内壱醗れる人々

が簗しめ惹薪しい賑わいの塊どなる．

②（仮）ミュージアムスクエアの再発髭と可成

　（仮）さくらスクエアが賑わいの中心とするなら、この（復）ミュ｝ジ

アムスクエアは慰索の中心である。いわば「勤1と「馨」が対をなす。

　現在はさ画ほどはっきりとスクエアと欝い切れない麺もあるが、ここを

そうしたビジョンに位躍づけることによって、皆で鷺てる空闘と認議さ

れるだろう。このスクエアは神奈川漿立歴史搏物館が地i或の人々（ア　

テイスト等も含む〉と協力して異体的な方針をつくり、市がそれを莱援

する形が望ましいだろう。

豹讐野響饗灘黙弊翫壌㌶澄綬

拷擬
闘ンコ淵一ナー同門）

　　　　　　　野営∵

　　　饗懸繊

ミ訟ジアムスクエア《騰溌）

F～・汐》診ご㍉械鐸㌦醗　　・際　　ノ

翼〃㌶渇レ皐、

数ぐゴ＼1ジ

　　　　鶉2　スケ諜アと灘一ナー・
　　　　（コーi距縛塞代表例のみ記載）
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5，インナーベイの開放

万團樗から昆た関内インナーヘイ

sea　vlew

闘内の内酸かう湾へと抜舛る視紳ζ鴬

二つる。

、2

北仲BRI（：K＆WH汀E

雀あ員の北仲湾北地匿で2004隼まてτ

フイスとして利爺されていた2舷の舷

史的建物の衣装的な故隣であり、その

建物を暫定的に，自用gるプロシュクト

の名称。公募型ブCポーサル方式で選

1よれた鍵聞団脊が慶縦しξいる。ユヒ仲

BRi（一K（IEi馨蚕奮略本教ヒル｝と北押

WH粍G日出夢ビルディング）で、その

1中にアーチィヌk、建笑Σこ、デウイ

ァー、シャーナリス、なと文化芸砦虐

勤に訂するクループや50緯か入賢し、

浮地区の再既莞か冥龍寄れるまての的

i誉蕊（？0055～200610）の間個々の

活動を展璃してい7こ。ミ髭夜は既にフ鶴

シニクト期露を終え、入居鳶は返張し

ている。

x3
公募灘プ〔コポーづル乃式

愛託者を愚定する場合｝こおいて、当鍬

誕艦に芝した知識、技斜力答を算する

凝数の纂翼看等を公藍kよリ選定し、

穐叢巻等が擾出ずる企毫提案等の驚’価

を行い、その鱈興に纂づき受翫者とし

て縁も溝し疏鶏箋姦毎を特冗写る万ゴニ

である。

制御ぐ，r

◇ヒジ欝ン

　薦囲を乃国橋、郵船歴吏博物館、BankAR1などに鑓まれた独特の雰闘

気をもつインナーベイ1こii蒙る動線を新設するとともに、そのインナーベ

／ii薮間を、闘静て落ち緩さのあるコミュニティ・文化譲傭の塚とする。

◇墓本方針

・閤内の新たなコミュニティの場　独特の静けざと内｛購に包み込まれ

ている空間を活かした穏やかなコミコ．ニティ空間を形成する。

・文化芸術を楽しめる空間　多様なアーティストが自然と集まって来

るような、また冷感帰りのサラリーマンか立ち寄れるような萢ち着

きと刺，鐵をもたらす場とする。絵画、彫刻や演劇など多様な規代的

芸術を発訳する。

・インナーベイエリアの回遊性の形成　これまでほとんど入通りが見

られなかった閑瀞なインナーベイエリアに新たな人の流れを作る。

・都市の夜禦の演出　ランドマークタワー、観覧康、赤煉瓦禽厩など、

横浜のイメージを形作る璽紮を一度に眺めることのできる稀な｛立置

にあり、博に早撃はこのインナーベイからしか晃られない。その特

噛を寸分演出する。

◇プロジェクト提案

圏Sea　V！ew胡の形成（図L2）

　①闘内内陸からインナーヘイへの視線を逼し、ビレッジから港を感

　　じさ’せる。

　②渠鴫野をパブリックに開かれた空芝とし、糖鰻共有の掲示板鴛を

　　導入する。

薩インァーベイ・プロムァードの形成（図1）

　8a欣A解NYKから万国橋へ四温ける通りをプ欝ムナード化し圓遡生を確
イ呆。

麗野外イベントスペース構想（図45）

　日本郵船象の駐難場を時間を限定してコミュニヲィの場とし、昼夜遇

して人が集まれる空聞を劇出する。閉鎖空間のため音楽i藝も楽しめる。

活用例　鷺楽祭、演劇祭、野タ｛映画祭、ウェディングバーディー等

腿レジデンシャルホテルへのコンバージョン事象（図3）

　インナーベイに張り出している老朽化した建物をコンバージョンし、

短期滞半田ホテルとする。畢色もよく薄かであり、吐箏や創進の場に適

している。

圏箋二・第三の’北仲BR｝⊂K＆W団TEh構想　？

　創進牲に溢れたクリニL一戸ーを呼び入れ、文化芸術活動の新拠点とし

てオープン答フィスを導入する。また、クリエーターはレシデンシマル

ぶテルにも滞在できる。還営主体は「公募型プロポー1プル方式」’3とす

る。

酪3　レシダンシ《・ルひγルからの麟め

‘こ

、驚
　　　　　　　　　　　　　　　　騨ギ’軽子
＼、

　塀な驚

詮㌘帆
多へ

q／
／

ミ禽

》
鞭響磯欝〉
　　ド㌦　　　　　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　気
　　　　　　　　　　　ヘ　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ヨ
　　　　　　弘　　　　＼、　　’
　　　　　　ま丸＼彙・＿　　　’率

　　　　　　1／一驚こざ愛＿

響

ノ／＼ラ

インナーベイブ05ナート

羅1　〆ンアーヘノエリア全獄鶯

懸灘が

騰滋
勢　箋

譲轟野焼
儀

綾響撃

　　　　，㍗

　　　　　　　お

灘一声
　　　観鍵窪

　難戦瀬
聯　　　　灘が

欝覇灘灘

騨4　野タ融薦祭（建纂壁爾をスクり一ンとして窮罵）

　　三
審

響

　　　　　　　　　　6

みがや
鰭選鉱　　　　　撫け
羅鞍

　　鞭攣　　難
　　　　　　庶　　　　　彰プマ
　　　　　が　雌取　　　　　義

灘山門．
　　・・∵　融叢論弧

　　鋼議　　　　　　　　　　　、

　　調
　　　　　偏㍉

　　　乱翫鞠鋤鵬

騒2　頴aView（閲内的陵から赤れんが愈騨を鰹む）

繭5　ウ」ヂィングパーティー（；蓬上に齢を浮かべてバージン繍一轡を壌串）
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6．歴史的建造物の再生一みる・つかう・すごす・あじわう

主嚢な歴野的建難物

○簿奈川篠懸歴愛1鵡勿鑓　博物｝鱈

○横浜蒼闘港配念会飽公金蛍

○β島土銀行　越｝

　　灸蒙藝術大学大学院

　　映直馨攻出マンパス

αiヨ第一銀行　矯2

　　文化芸術施設

　　（BankAR「「1929♪
○馬箪遵穴津ビル乃『フイスビノレ

○…：井億友鐙行横浜支店鍛行

○撰，兵鰻行協会鍛行

○｝銭萸票三蓑銀行　禧3

　　嵩厨4ンション

携1　順墨窯鉾約

搾i浜郡認定の歴史的建造物てあ5人ト1

！7焦より叢票野窮大学入学院が千乎ン

パスと）τ取得。恋鑑嗣作襲やアート

ノヘン1・などのポテンシマルを拷っ。

論ζ　iし撲；一多叢叢

Bao晒Rγ｝929の主要拠点として、議馬

さ牲ている。企轟震はもちろん、スクー

ル等の開催やイベントなどか行われ、

蘭内廻区：の預術運動の一λ挺点、ζいえ

る。

補3　騒爽憲三隻蟹行

外観を2癒を供存した」二に覧旛マシ箋

ン蒼健設。都町蟹観ごして’の歴吏的鐸

物の逢続牲を贈ったことは評儀で落る

か、憬停のあり乃にに翻しては賞蒼が

動かれる。

　　　　　　　　　　∵。
　　　　　　　　　　　残

　　　　　　　　蓬携犠

　　　　　　　　誓臓鷺

　　　　　　　　　　鷹

　　　　　　撫＿蕊＿＿贈』も艶

繊識購吻館の濁角の蔽薄あ蒼ヒf’レ

慶集抹1甕暮憲士鰻を『｝

、

　　　　　蔓　諺こ　戸　　　＼ヤう評
　　　　ごノ㌻∴、　顎為メ　、　　隈

〉　鉱轟∴浩蔦　》㍉．　　　　・

∵三重：1墨筆ll治下

　　　　　　　　　　9箋　地区内の歴史的懇難物

］

騒玉　汝等歴史博物鐙　環況と嘉賞

多くの購幾わ、ら規し蟹れる場藩、変勇

1＿＿

　　1r甲画

ノ詳フて・し’入トラン

～＿＿＿」

◇ビジョン

　アーバンビレツジ内に点在する塵史的建造物をよリ開かれた形で活樗

するとともに相互の連携を強化し、地域価値を増進させる。異体的には、

こうした観点からの活用が望まれる禅奈川繋立歴史博物館と横淡帯闘港

詑念会館の2つ公共の建物を再生し、開内地区に屠巌・就労する人が欝

鴬に出入りし交流できる場を提供する。爾巻を再生・連携することで、

既存の博物館・美徳特等の価値を高めると共に、都搭禦観としての他の

歴史的建造物の存在をも際立たせる。

◇累立歴史博物館活性化事業

　現在博物館として利用されており、図書室・喫茶墾も付設されている．

関内地区において璽要な位置に立地しているが閑融としている。また周

辺に美術館・博物館等も多いことから観光スポットとしてはやや影が薄

い。

園提案　博物館ライブラリー、ミコ．一ジアムショップ、喫茶鍵牽テプン

　　　ト嚢婁（語享教室や貸し会議箋）、観光インフォメーション職業

　割物館スペースを縮小し．、現荏事務醗や収蔵庫として利思されてる況

銀行としての会議墜や客室を曳閻・NPOに闘放する、異体的には、鷺

学教塞や遭際交流に麗する氏PO華務扉の誘致を軸とし、畏又化交流の

蠣を趣出跨る。興浜市の施策を費難に、繊入や民間レベルなど小さな震

模での国際交流や團際ビジネスの場を増えていくことが考えられ、会議

室や商業スペースとして利用可能な場を提供。その場が母国の歴史を舞

馨できる場であることはプラスである。併せて観光インフ琴メーション、

カフェを併設。常に人が流動、停滞するような場を自指す。

◇開港記念会館再活性化嚢業

　横浜驕港5G周鉦を記念し市民の醤付金により大正6総に創建、昭和

3ム無よリ中区の公会鍵としても利用され、平成元年には国の墾要文化

財に捲足される。時計塩は「’ジャック”と呼ばれ、神奈川暴庁本餓の等

ンゲ、嶺浜税関の物イーソと蜘び、トランプの三塔として親しま賀

τいる。現在、講重や会議窒が開放され安価に利用が可能である、稼動

状況も比較的農好で、公会窒としての役割は異たしているが、串で僧が

行われているのか分からず、多くの人にとっては近づきがたい。

圏撮案公会篁十カフぼ、レストラン機能、利用促進のためのコーデ〆　

　　　卜・PR撰翼
　結婚式（補Dやイベント、ピアノの発表会等の利稽を積極的に押し進紘

地元に密麗した活勤；を主に行い、カフェ・レストランを群設する．薄藍

が働くだけではなく、人生のイベントや発表の場として、多様なシーン

が屡i闘で春、」誉こを｛劃然遍リがかったノkが鼠離できるような仕掛けを縁

駄
山田竃三体震閲のカを滋矯し、施設遷i翻を公募プ鋤ポーザル乃武1ごよつ

　　　　　て聴集ずる、行敵・農關・採po・学譲餐からなる選考婁嚢金

　　　　　が、公等法人・特定弊欝蓉」濡歌屑入（NPO泌入1など鉾憲勃

　　　　　の県界からの擬窯を選噂する。

◇隠れた歴艶遣直の腹囲箆と溝生

　闘鰯糠三‘こは、大小の歴史ある縷物が燕在し、テナントビルなどとし

て掻人活八家（建飛脚・デザイナー・アーティスト・文化人など）斌

そこでさまさ蒙ライフスタイルを展開している。建物は必ずしも圏巻務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ザく外観ではないが、その㊨有の建築空間に惹かれた人々が集まってい～撫

このような展史遺崖、そしてそこに舞濠る入材の爽横は樺浜の大哲な鯵

簾である。例えばインペリアルビルは、關港蜜聴のメイノヌトリートで

ある水町遡りに建てられた外箇人向けのアパートであっプと。だ…ナ～の

惣向で今もその購幾の獅購を留め、環篠はテナントビルとして利鰐ぎ

れてい轟。アーバンビレッジ鱒にある穴漆ビルζと漫うした寒例の隻つで

ある。

翻2卜閣灌毒。慈勲熱　境滞士提鍵
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7，小路：コミュニティの再生
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閣内相生町付近の小路と

写一プンスペース（パーキング）

　　　　　　　　　　　125000

規在の小路空間

◇ビジ欝ン

　無機質に見えるこの地区のグリッドには、遍りの広さが段階的に適う

という特徴があ1人特に矩形の街区の餐学方向をさらに二つに勧る様に

走っている小路（建築墓滋法42条第2項言亥峯）がこの街に特有と欝える。

蔚｝カルなコミュニティを誘発ざせる場所として再応しい身体的ヌケー

ル感を持っているこの小路を活牲化させ、住み・働き・さらには遊ぶ箏

の出来る後合市街地を糞現する。

◇手法

　環状の小路空間にゆとりを欝たゼ光と風を採り入れる。閲内の屡とも

なる壁癒の鋤つたパブリンクな空間を保ったままその獲側にプライベー

トな空間のネットワークを作り出す。それによりひとつの建築に対して、

街路に面した表側はオフィスとしての驚が高く、また小路空間に颪した

山側は住居としての質が高くなる。例えばSOHO建纂を建てる場合、街

路側にオフィスを配躍し小艶側にイ錘§を配する事により1つの建築内に

両方の質を保ちながら共存させることができる。ま疋、既存のマンシ3

ン建築でも小銘側に大きくプライベート窒間をもつことが可能となる。

　異体的手法としては、規制緩和（合理化〉による。
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図1　街路のヒニコこうル出一

Pubhい一街路空閤
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灘現行規制

　・建蔽率　80％

　・窓穫率　600～800％

　・流路斜線制隈→下慶赤照

　・撰浜帯の条例による二二捌繊（30船）→下心欝線

　　罪状の法規制下界に建てた場合（階爾3mで三舞）
　　∂）下図左三G1→913→擁8＋20＋225＞〈6）／27×謹○隣737（喫｝＞

　　b）下「図右（55一←95＋等35－h175一｝・205→・235×5）／285×達O麗645（％）

　どちらも法規頭数の奮積率を十分に使っているが、灘虜階の手簿価値

（婁しく聯繋が小さくなる〉を考えてみても現実的に限界蒙で建つとは

考えにくい。翼際、懲悪には4～7階建てのビルが多い。
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麟耀しい離；覇ζ芳飼

　新しく下震a誘導制鷹を馨離する（’ド圓建築可能範囲参照〉。この新規

剃によると欝欝靱能面積はほとんど変わらないが、高綴階のフランの鐵

由臓が上がる。

　・建ぺい率；80％（瑳状と岡様）

　・容積潔　600％（現状の簸低ライン）

　・壁面位躍の制限　小路側に継して、

　　　①地上爾さ’6mまでは道路中心より4m後退

　　　　但し法律による2mを超え4m蒙では写一プンカフェなどの張出し可

　　　②地エニ6m以上（3階以上）は中心よりア5m後退→次回緑綜

　　　　横浜市のi契例による難度制限（30偽）r・次図醤線

　　以上の条件；を満たした場台、道路斜線制隆の適用；を除外する。

　・形態に濾する嗣賑　1階レベルを小銘へ通り叢け司能な空間（ピロティと

　　など）としπ場含、それを公議空地とみなし容積率の劇脹緩秘（上隈800％〉。
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8、オープンスペース活用事業

・緩・．

　　『…門門　緯
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蟻；等殺

麟夢業スキーム

　ここでは賃君上が問題になる駐難場

を隻貸して覇業を行う場合の事業ス

キームは、庄ページのスキーム図のよ

うになる。
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＊2

ランチ、軽禽、デザートなどを謁理擾供す

る，角≠綴冤頚

＊3

繕浜みなとみらい壇箪を零コ心として丁競

i5奪よリスタート・したレンタル盤鍼膿計

薩は．，堅物「ハマチヤリ」として硬し…築れ、

その後庭PO法人ナイス∋コハマによリ嵐

譲的に運箋。

行政から譲り受けた放躍窪転蒙などを馨蓑

整暴して評し鎖しτいる。錘リだ窪騒豫は

どこのステーションでも返鋤で蓉るので艇

利である。単鷺は近くのサラリーマンや

Qしの足として、また土Eiは競光霧で不建

するほどになリ、短遡蘭で繊い粟臆を収め

ている。
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櫨澁都心郡の崇街蓄の鋤遊鷺・利便牲向上

や地域の湧能化を融るため．みなとみらい

21地鰻関野三三然樹辺におし、て懇懇16無

に行われ薦黙鹸
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◇ビジョン

　隅隅は駐輪場ぐらいにしか利鎌されていないアーバンビレッジ内の空

き地や広場などのオープンスペースを積極的に活用することで、ここで

住み亡く人にサービス等を提供し、持続的に都心らしい塘域価鐙を向上

させる。

◇提案

　オープンスペースの応急をマネジメントする縷織をつくり、スタート

二二としては、1）ケータリング二業、2＞サイクリング事業を震閣する。

さらに、3）立ぜ本仮設店舗等比も実験的に行う。

◇ケータリング主業の概要

　ケータリングカー＊2をオープンスペースに呼ぶ。空き地や関内メディ

アセンター前の広場（（仮）ざくらスクエア）、余畷文化軸となる弁天通

りなどにケータワングカーを藥積させる。オープンスペースマネジメン

トチームが窓口となり、ケータリングカー業者からの営業受付を行い、

同業種が同時に同じ場所で窟業しないようにスケジュールなどを調整す

る。

【地域のメリット】通りに賑わいが創出される。事業の認知度が上がれ

ばケータリングを囲的として地域を訪れる入が堰え、地域全体の経済効

累が見込める。

【業餐のメリット】道路交通法などの規制により出店場所に苦慮してい

るが、この事業に参加すれば認められた場所が与えられる。また、横浜

はまだ葉京のようにケータリングの集積が見られず、魅力的な出店場藤

といえる。
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◇サイクリング事業「ハマチャリ」の概要

　レンタル自酌藤「ハマチャリ」紹を運値している「NPO法人ナイスヨ

コハマ」に感簸肇の貸出返却場所となるステーション用地を黛し戯す。

横浜市が巽施したレンタサイクル回遊実験纏によると、駅橘内での貸

し出しのニーズが高い．そこで現状でステーションが無い、馬開進駅と

B本大通り駅の付近の空き地をステーション罵地とする。

【地域のメリット】ステーションを対象地域の中に設置すること、また

ハマチャリ臼一ドマップ噂などで地域資源をPRすることによリレンタ

サイクル利驚餐が対象地域に多く誘導ざれれば、地域の経済効異が晃込

める。

【地域のメワット】駅付近など利便性の高い場所にステ…ションを設け

て、利絹養のニーズに答えれば利用奢の増加が潮待できる。事業スキー

ムは左図のようになる。

◇立体仮設店舗蜜叢の概要

参考震料：

国隙フォーラムの中腱にてケータリングカーが懸わいを見せている様子判

「

　罵輩遙。。てステーション
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　駐華場が長期間続くと街並みが分断され、街の活気にマイナスである。

そこで、当面覆久的な建纂計画の無い土地所有巷（駐箪塀経営巻）に働

きかけて’、立体仮設店舗講糞iを行う。駐竃場；をi階に保持したまま2階

部分を仮毅店舗としてもよいし、駐馨場のかわりに仮設店舖憲のみを建

殼してもよい。いずれにしても仮醗であるため資本は短期間で圓収で費

るので、地域にとっても謬藁巷にと：ってもメリットが大きい。（窓糞は

藥京で嚢業騰為するρ剛Parkの例）

図1：ハマチヤリ纂藁の活動腿点
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